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第 2章 試験研究の推進

( 1）研究の形態

1）プロジェクト研究

熱帯農業研究センター（TARC）は、熱帯又

は亜熱帯に属する開発途上地域における農林

畜産業に関する試験研究を推進してきた。その

主要業務は、これらの開発途上地域を対象とし

た国際共同研究の実施である。

試験研究の効率的な推進を図るため、多岐に

わたる問題を同時平行的に、かつ短期的に解決

する方式として、昭和 48年度から「熱帯農業

プロジェクト研究」が推進された。また、昭和

62年度から「基盤技術研究j、昭和 63年度か

ら「環境資源研究J、平成 2年度から「地球環

境研究」等の基盤的研究としてプロジェクト研

究が実施された。また、国際農業研究協議グ

ループ（CGIAR）傘下の国際農業研究機関と

の聞では、それらの研究蓄積、研究環境、研究

素材等を活用し、開発途上地域の重要な課題に

ついて共同研究を実施してきた。

［熱帯農業プロジェクト研究］

我が閣の農林行政上又は農林業技術協力推

進上あるいは熱帯又は亜熱帯諸国の農業発展

上特に緊急かっ重要な研究のうち、経常研究の

みでは研究の組織体制及び経費等の面で対処

することが困難かつ不十分と思われる研究を

国内外の各分野にわたる研究機関及ぴ研究者

を有機的に組織する共同研究体制のもとに行

つ。
［基盤技術研究｝

近年アフリカの砂漠化や飢餓問題に関連し

て、半乾燥・乾燥地の農業に対する技術協力や

熱帯・温帯地域を含めた開発途上国への農林畜

産業技術協力がますます重要となり、それに対

応した研究需要は質・量共に向上、拡大の傾向

にある。これまでの研究に加えて、熱帯農業生

産を飛躍的に発展させるための基礎的研究の

実施が強く求められており、そのためには長期

的視点から、熱帯・亜熱帯に特有な生物の生理

機能を解明し、革新的技術体系を開発するため

の基盤となるシーズ開発研究を行う。

｛環境資源研究｝

人口急増に対応して急激な農林業生産の拡

大に伴う森林の過伐、土壌の塩類集積、地下水

枯渇等による既耕地の劣悪化等を勘案して 21

世紀の食料需給は逼迫するものと予想される。

開発途上地域の食料生産を拡大して食料の安

定的確保を図るためには、農耕地の保全を強力

に推進するとともに、現在作物生産が不安定あ

るいは困難とされている限界地域における農

林業生産を可能かつ安定化させる技術の開発

が急務である。これら眼界地域の農林業生産の

解明の基礎研究として、限界地域における水、

土地、気象等を環境資源としてとらえ、これを

生かした農林業生産の技術的可能性を研究す

る。

【地球環境研究｝

温暖化、酸性雨、オゾン層の破壊、熱帯林の

減少、砂漠化等の地球的規模の環境変化が生態

系へ与える影響が懸念されている。農林水産業

は、この生態系の物質循環の中で太陽エネル

ギーを利用して再生産を繰り返しているもの

である。地球環境の変化に伴う諸要因を研究・

解明し、農林水産業生産と地球環境との関わり

を明らかにする。

平成5年 10月に熱帯農業研究センターを改

組し設立された国際農林水産業研究センター

(JIRCAS）は、熱帯農業研究センターの海外で

のこれまでの共同研究の経験を十分に生かし、

さらに地球規模の問題解決にも積極的に対応

する研究を進めていくため、研究の対象地域を

従来の熱帯・亜熱帯に温帯・冷涼帯を加えた開

発途上地域全般へ拡大した。共同研究が継続し

ていた熱帯・亜熱帯地域に加え、新たに中南米

の高緯度・高標高地帯、中国東北部、モンゴ

ル、中央アジア等の温帯・冷涼帯の農林水産業

を巡る諸問題も対象とすることになった。ま

た、研究分野もこれまでの作物や畜産物生産を

主とする研究分野に林業や水産業研究分野を

含め、農林水産業の諸問題に国際農林水産業プ

ロジェクト研究として総合的に対応すること
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試験研究の推進

ができるように拡充。強化したo

i国際農林水産業プロジェタト研究］

近年、開発途上地域における農林水産業技術

の研究開発ニーズの一層の複雑化個多様化に伴

い、経常的・個別的な研究では対応が困難と

なっている課題が増加している。このうち、

を要する重要な課題について、国内外

にわたる試験研究機関の有機的連携

保らたがら、プロジェタト研究を実施する。

を明確にするため、以下の

（生産・利用研究）：開発途上地域における食

料等の生産。利用にあたって、緊急かっ重要な

問題の解決・解消に資する技術（土地改良、機

械化、栽培技術、家畜生産技術、水産増養殖、

病虫害、家畜衛生、利用加工、総合技術等）の

開発 8 改善を重点的に行い、当該地域における

持続的農林水産業と生産性の向上を図る。

（生物資源研究）；開発途上地域における作

物、微生物等の生物機能及ぴ遺伝的

明、生物資源の評畑・管理・

育種技術の

における農林水産業生産の飛躍的な向上の

ための基盤強化を図る。

（環境研究）：開発途上地域における人口

、農林水産業の適地の減少等に対応するた

め、現在、農林水産業の生産が国難とされてい

る限界地域の環境に適応した生産技術の

を行うとともに、近年顕在化している砂漠化、

温暖化、酸性雨及び熱帯林の減少等地球的規模

の環境問題に対応するために、砂漠化防止技

術、荒廃農林地の回復技術等を開発する。

さらに、近年における世界的な食料需給の逼

迫と環境問題の深刻化に伴い、世界の食料。農

業・エネルギー問題の解決においては、生産性

の拡大とともに環境と調和した持続的生産の

必要性が高まってきた。 ‘方、新しい学際的な

研究分野や研究手法が急速に進展し、環境問題

等の農畜林水の多分野にわたる問題が急増し

てきた。それまで行われてきた個別型フ。ロジェ

クトは、単独の作目や分野を研究対象としてお

り、地域や環境を全体として把握し改善すると

いう大きな効果に結びっく例は多くはなかっ

た。多研究分野にわたる横断的、複眼的視点に

基づく研究が開始され、国際共同研究は多数の

研究分野が協力して行う総合型プロジェタト
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研究に重点化された。これを強化・発展させる

形で、国内研究、招鴨型共同研究、国際研究機

関との連携研究等を位置付け＼重層的な展開を

図ってきた。特に、東南アジア、中国、南米等

の戦略的に重要な地域での重要課題に的を

り、社会・経済を含む多分野の専門研究者を

集して総合的に問題解決を図る国際農林水産

業プロジェクト研究を推進してきた。

平成 H 年度においては、 8課題の総合型プ

ロジェクト研究と垢果題の個別型プロジェタト

研究が実施された。総合型プロジェクト研究

は、その性格により以下の 3種に分けられる。

（地域総合型）：特定地域の農林水産問題を、

資源、環境、経営、投手伝など諸要因リンケー

ジ、相互作用の観点かt；， システム的に捉え、

分野の知見を結集して総合的かっ効果的に研

究や技術開発を行う。

（国家総合型）：相手屈の食料・農業にとって

最も重要な基本的問題を特定し、その解決に向

けて日本が効果的に貢献できる幾つかの代表

的研究分野。課題を選択し、相手国の政府機関

等と組織的に全体調整を図りうつ、総合的に共

同研究を実施する。

！／特定品目を対

にし、複数匡！にまたがる広い地域で、多くの分

野の研究者が結集して取組む。

2）園内研究

開発途上地域における食料。環境に関する

刻な研究問題で、高度な施設や技術 e 知識を必

要とするため海外拠点での実施が困難な研究、

または途上国を中心に世界的な情報の収集・分

析を必要とする研究課題で、他の国内研究機関

では行い難いものについて、国内で試験研究を

実施した。

開発途上地域における農林水産業の研究課

題に対応するため、 JIRCASは研究分野と対象

地域を拡大したが、平成 6年 10月策定（平成

8年 10月一部改定）の「国際農林水産業研究

センターの研究基本計画」では、重点的推進の

方向として、①総合型研究の推進、②囲内研究

の強化、③情報システム研究の推進、④国内外

機関との連携、⑤招へい研究の推進の 5つの方

針を掲げている。

JIRCASにおける国内研究は、他の 4つの方

針とも密接に関連しながら、 HRCASが海外で
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試験研究の推進

外国招へい研究員との共同研究： JIRCASの

研究者を派遣して実施している共同研究のう

ち、我が国の整備された施設・機械を活用して

実施した方がより効率的な課題の一部につい

て、カウンターパート（派遣先国の共同研究

員）を招へい実施する。

（い）

次に示すような問題意識を背景に、国際農林

水産業プロジェクト研究費が予算化されてい

る。平成 11年度の場合、全 12課題のうち 7課

題について、外国研究者招へい旅費と同滞在費

が予算化されている。これらは、プロジェクト

研究推進のため、研究管理者の招へいと外国招

へい研究員との共同研究に用いられている。

国際農林水産業プロジェクト研究の必要性：

近年、開発途上国における農林水産技術の研究

開発ニーズの一層の複雑化・多様化に伴い、経

常的・個別的な研究では対応が困難となってい

る課題が増加している。このうち、緊急に解決

を要する重要な課題について、国内外の各分野

にわたる試験研究機関との有機的連携を保ち

ながら、解決を図るプロジ、エクト研究が必要と

なっている。

平成9年度からは、国際農林水産業広域型プ

ロジ、エクト研究推進事業費が予算化され、現在

も継続実施されている。平成6年度からは、個

別分野の研究成果を活用しながら、地域農林水

産業の問題解決を図るために分野横断的な体

系化された研究を行う総合型プロジェクトが

実施されてきたが、 1カ国あるいは 1地域を対

象とせず、複数の閣を対象とする広域型のプロ

ジ、エクト研究である。

その背景は、こうである。自然条件、農業条

件等の類似する国が共通しでかかえる問題や、

広域移動性病害虫等の複数国に影響が及ぶ問

題等については、 1カ閣のみを対象として研究

を行うよりも、関係国が連携して広域的かつ大

規模に取り組むことが効率的であり、それに

よって研究成果の広域的普及の促進も期待で

きる。また、近年の途上国聞の経済交流の活発

化により、隣接する複数の途上国が共同で問題

の解決に取り組む条件も整備されてきている。

この広域型プロジェクト研究推進のため、研

究管理者の招へいと外国招へい研究員との共

同研究のための費用も予算化された。対象地域
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で関係国の研究管理者や研究者が、セミナー開

催や共同研究を実施するために招へいされる

ことも、当事業での特徴である。

平成 10年 3月には、ブラジル国フォスド・

イグアスとパラグアイ国イグアスにて、「南米

における大豆の不耕起栽培と今後の研究課題

に関するセミナ－Jが開催され、 Martin F. 

Naumann （アルゼンチン農牧研究公社）らメル

コスール構成4カ国の 47名が招へいされた。

平成 11年 12月には、ブラジル国カンポグラ

ンデにて、「南米における農牧輪換システムに

関するワークショップjが開催され、 Peter

Kerrige （国際熱帯農業研究センター）ら 4名

が招へいされた。

（う）

国際農林水産業招へい共同研究（通称：

IlRCASフエローシップ）は、平成4年度に開

始された熱帯農業招へい共同研究（現在は、沖

縄滞在型と称されている）を前身としている。

開発途上地域の研究機関から幅広く募集・選考

した研究者を研究施設の整備された我が国（筑

波農林研究団地及び国際農林水産研究セン

ター沖縄支所）に招へいして、研究施設等の面

から現地での実施が困難となっている課題に

ついて我が国の研究者と共同研究を推進する

ことを目的としている。

12月に募集要項が発送され、翌年 3月中旬

に応募が締め切られる。平成 11年度からは、

国際農林水産研究センターのインターネット・

ホ｝ムページに募集要領をのせるようにした。

［沖縄滞在型招へい共同研究］

我が国で熱帯・亜熱帯地域の農業条件に極め

て近い環境にあり、かつ、研究実績のある国際

農林水産研究センター沖縄支所に開発途上国

研究者を 1年間（10月～翌年9月）、 10名招へ

いして、整備された実験室及び熱帯・亜熱帯条

件下の圃場等の連続的な利用を図りながら、

a）地球環境保全に対応した熱帯・亜熱帯

における生態的生物管理技術

b）熱帯・亜熱帯農林業の飛躍的発展のた

めの生物改良技術

に関する効率的な共同研究を、国際共同研究

科を中心に実施している。

共同研究課題として以下の4課題が設定され

ていて、応募者はそれらから実施希望課題を選



し、研究計画を作成して応募してくる。

は、倍率が 20倍前後であり、かなり厳しいも

のである。

している。

耐塩性作物育成技術の

トレス適応性向上に

ゼ し、恥；塩性作物P

_, 
〈弘三 することを目的と
マ－。。

ャJ
」

るための

成 7

りである。

させることを目的とし

には、長期

じる場合がある。

平成 11年度の筑波滞在型長期招へい国際共

［期間； 2年間］

I）生物情報の解明及びその有効利用

遺伝子組換え技術を用いたストレス

耐性等新形質作物の開発

招へい研究

(L-1-2) を用いた有用

源の評価、

（し1-3）地域農産物の品質特性の解析。評価

(L-1-4）重要水産物の再生産過程の解明によ

る養殖技術の

仏－2)

謂二析。評価

(L-2-1）窒棄を中心とし

の表面解析に』：る風化

におけーる ミ 2 』？ こエー '- "' 
v' f、J ↓ー， V,J 

る解析

(L-3-2) 

JIRCASブエローシッ

型と

になったので、平成 ll年 2月に、

切なブォローアッププログラムをfえ討する

ことを目的に、

及び対面調査を実施したので、その調査結果を

、そのとりまとめは、

時）：が行つ♂」O

シップを修了した 4名（筑波型） ／，土、帰国直前

ら直接調査察を回収した。また、

の対象者のうち 4名l土、本人に商談した

調査票を回収した。

調査では、①基本的事項（性別、 国

日本語龍力）、①フエロ＇ －シッフ。を知った

経緯、③所属機関から得た許可、職務引継ぎ、
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試験研究の推進

④家族同伴の状況、⑤研究成果の発表、⑥フエ

ローシップに対する評価、改善すべき点、⑦現

在の職務、研究継続の状況、必要な支援措置等

に閲して質問した。

［調査結果］

回答は 11ケ国の 27名から得られ、回収率は

47%であった。調査項目別に結果を以下に要約

ス。

①基本的事項

回答者は、男性 19名、

：古川寺の年齢／；）：、 30歳台が I2名， 40歳台が 15

る。国籍は、中国 6名、インドネシア 6

、タイ 3名、パキスタニス：名、インド 2名、

ベトナム 2名であり、イ也はいブラジル、ナイジエ

リア、ブルキナフアソ也マ／ 1）ビン、スリラン

カが各 l名である。日本訴訟刀の自己評価は、

「ほとんど理解不可jと回む「した者が 18名で回

大部分を占めた。一方、「十分使えるl
と回答した者も 3名いた。

②ブエローシップを知った経緯

所属研究機関に送付さ

れに次いでいる。

「JIRCASブエローシップに応募する際、他

のフエローシップ制度と研究環境や待遇面等

についての比較を行ったJと回答した者は 27

中2名のみであった。比較の対象となった他

制度は、 STA（科学技術庁）フエローシップ、

CGIAR研究機関のブエローシップ、ロッタ

フエラー財団のブエローシップ、朝日新聞社の

フエローシップである。

③所属機関から得た許可、職務引継ぎ

ブエロ、シップに参加するために所属機関

から得た許可としては、「有給＆イ木日毘」が 10／υ 

「無給休暇Jが 6名であ》コたO 「その他」と回答

した H名のうち、 1－サパテイカル｛木暇jまたは

「公式の派遣jと回答した者が6名、「給与の一

部のみ支給されるjと回答した者が2名、「帰

国後3年以上所属機関に勤務するという条件付

きの給与、支給があるjと回答した者が 1名であ

り、何らかの形で所属機関から給与を得ている

者が回答者の 7割以上 (19名）を占めた。

ブエローシップ参加期間中の自分の職務に

ついて、回答者 23名中、「他のスタップが一時

的に職務を代行したjと回答した者が 14名と

最も多く、次いで「職務を引き継ぐ者は誰もい

なかったjと回答した者が7名だった。

④家族同伴の状況

家族を持っと回答した 22名のうち、家族を

同伴した者は 10名、同伴しなかった者は I2名

であった。

家族同伴を行わなかった理由（複数回答）と

しては、「配偶者が職業を持っていたため」（6

名）、「転居等が子供の教育上好ましくないと

えたため」（5名）といったものが、多かったo

e研究成果の発表

ブエローシッブの研究成果について、回答者

27名中 18名の許が 1件以上の論文発表を行っ

ていた。また、口頭（ポスタ…合む）による発

表を行った者は 27名中日名だった。論文、口

頭ともに発表を行っていない者は 3名だった。

⑥フエローシップに対する評価、改善すべき

占、

ブエローシップに対する修了者の評価を 13

項目について質問した。評価は、 4段階（「大

いに満足J、「満足い「どちらともいえないJ、
「不満」）から選択してもらい、それぞ、れの段階

を「大いに満足i= 4点、｜満足｜ニ 3点、「ど

ちらともいえない」＝ 2

スコアに換算した。

評価の高い項自は、全回答者のスコアの平均

値が高い｝I院に、「研究テー？と自分の関心との

一致」（3.41）、「HRCASブエローシップに参加

した経歴に対する社会的評価」（3.37）、「設備

利用の自由度」（3.35）、「共同研究者の職責、能

力」（3,32）である。評価の低い項目は、スコ

ア平均値の低いJil買に、「ライブラリーの整備度J
(2.58）、「研究期間」（2.78）、「研究費の使途の

自由度」（2.83）である。

ブエローシッププログラムの改善すべき点

を自由に記入してもらったところ、研究期間の

延長、図書館の充実、研究者交流の促進、宿舎

の施設整備等の改善を指摘した回答者が多

= l点、の

かった。

最も望ましい研究期間としては、沖縄型（研

究期間 1年）では修了者 20名中、「2年～ 2年

半未満Jと回答した者が 7名で最も多かった。

次いで「1年半～ 2年未満Jと回答した者が5

名だ、った。「2年半以上」と田答した者を含める

と、回答者中 70% (14名）の者が現行よりも

長い 1年半以上の期間が望ましいと回答した。
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招へい研究

筑波型（研究期間 2年）では修了者7名中、

「1年半～ 2年未満」、「2年～ 2年半未満j、「2

年半以上」と回答した者がそれぞれ 2名ずつ

だ、った。

⑦現在の職務、研究継続の状況、必要な支援

措置等

囲答者27名中、 25名がフエローシップ参加

前と同じ研究機関に所属している。所属機関が

変わった者も、国立研究機関聞の異動によるも

のであり、回答者については、フエローシップ

修了後の定着率は事実上 10割といえる。

現在の職務は、「フエローシップの研究テー

マと同じテーマについて、研究を行っているJ、
「フエローシップの研究テーマと関連あるテー

マについて、研究を行っている。jと囲答した

者が 23名中 18名であり、 8割近い者がフエ

ローシップの研究テーマと何らかの関連のあ

るテーマについて、研究活動を継続している。

残りの 5名は「フエローシップの研究テーマと

関係ないテーマについて、研究を行っているj

と匝答しており、全ての囲答者が何らかの形で

研究活動を継続している。

「フエローシップの研究テーマと関係ない

テーマについて、研究を行っているjと回答し

た者は、テーマを変更した理由として、「予算

の不足jと回答した者が最も多かった（4名）

他、「フェローシップで実施した作物の耐塩性

は、所属研究機関の所管地域ではそれほど深刻

な問題とはなっていない（中国）」と回答した

者があった。

帰国後の研究継続のために必要な支援措置

（複数回答）としては、回答のあった 19名中、

「学会参加経費の補助J、「短期間の再招へいj、

「研究テーマに関連した刊行物の送付」が各 15

名、「研究費の補助J、「JIRCAS研究員の短期

派遣jが各 13名、「JIRCAS研究員によるアド

パイス」が 10名であった。その他の措置とし

て、「研究機関レベルの共同研究プロジ、エクト

の実施j、「論文投稿に対する補助jと回答した

者があった。

［考察］

郵送式アンケートによる調査で、特に開発途

上国においては郵便事情により適切な調査票

田収を行えない危険性が考えられたが、今回の

調査では対面調査により調査票を回収した者

も含めて 5割近い回収率を得ることができた。

しかしながら、一方では残る約5割の者が調査

への回答を行わなかった点にも留意する必要

がある。回答を行わなかった理由には、郵便事

情の他、転退職や、研究活動を停止したために

フエローシップへの関心が薄れたこと等が予

想される。このような点をふまえた上で、調査

結果をもとにして、フェローシップが開発途上

地域の研究人材育成に果たす効果、フェロー

シップで得られた研究成果の2点を中心に考察

を行う。

①フエローシップが開発途上地域の研究

人材育成に果たす効果

種々の研修員受入事業では、研修修了後の定

着率が低いことが問題となるケースがあるが、

JIRCASフエローシップでは帰国後も引き続き

所属研究機関で研究活動を継続している者が

大部分であることがわかったO このことは、

フエローシップ参加者の選考が概ね適切で

あったことを示している。フエローシップ応募

の際には所属研究機関の推薦を得ることを義

務づけていることから、フェローシップに参加

する者は研究所内でも将来を嘱望されている

者が多いものと推察される。このことが、定着

率の高い一因であろう。

また、フエローシップ参加後、所属研究機関

で昇進する例もあり、中には研究所の所長に抜

てきされた者（ベトナム）もいる。フェロー

シップに参加したことだけが昇進の全ての理

由ではないカ人アンケートの中でもフエロー

シップ参加に対する社会的経歴に対する評価

は高いと回答する者が多い（全囲答者の評価ス

コア平均＝ 3.37）。フエローシップによる効果

は、研究成果だけでなく、人材育成の聞にも現

れているといえるだろう。

ただし、今回の調査の回答者以外の修了者で

はあるが、修了後所属研究機関へ戻らずに、他

の先進国の研究機関に職を求めた例もあり、一

部には人材流出の事例も起きていることに留

意する必要がある。このような事態を防止する

には、帰国した修了者が活動できるよう、研究

者の処遇や研究環境を整備することが重要で

ある。このことは、修了者を迎え入れる開発途

上地域側の責務が大きい。だが、同時にJIRCAS

も、帰国後の活動状況に応じて、例えば特定の

テーマに関するカントリーレポートの作成、研

究シーズ発掘調査、各種シンポジウムでの講演
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試験研究の推進

などを依頼し、フエローシップ実施機関の行っ

ている研究活動の一翼を担ってもらうことは

可能である。1人1人の帰国後の現況に応じて、

フエローシップで培った能力を発揮する場を

提供することが、フエローシップ修了者に対す

るフォローアップとしても有効であると考え

られる。

②フエローシップで得られた研究成果

フエローシップの研究成果について、回答者

の 9割近い者が論文または口頭による発表を

行っている。回答者の平均論文作成数は約 1.5

本である。論文数のみをもって評価を行うこと

には問題も多いが、研究期間 1～ 2年間のフエ

ローシップとしては、論文数については標準的

な成果が得られているといえる。

一方で、研究成果が開発途上国の農業生産の

技術改善に役だっているかについては、今回の

調査結果からは明確な回答が得られなかった。

帰国後の研究活動に関しては、予算、機器等の

制約があることから、フエローシップで実施し

た研究課題の継続に支障をきたしているとの

回答があった。研究成果を更に発展させて、自

国の農業生産に適用可能な技術を生み出すよ

うな意欲的な研究を行う動きは、調査結果を見

る限りでは修了者の中にはまだ現れていない。

③フォローアップが必要

フエローシップで取り上げている研究課題

は、日本側研究者にも研究メリットがあるよう

な、基礎研究分野の先端技術が中心となってい

る。このため、開発途上国にも適用可能な、い

わゆる「適正技術jの開発をフエローシップ期

間中に生み出すことは難しい。また、「適正技

術Jとは、開発途上地域の社会状況等に対する

充分な理解があって初めて開発が可能となる

ものであり、日本国内での短期間の研究活動

で、「適正技術」の開発を期待することに無理

があるのかもしれない。

JIRCASフエローシップの目的は、人材育成、

学術的成果の獲得（論文作成）にとどまるもの

ではなく、開発途上国の現実の農業生産改善に

結びつくような技術を確立することにもある。

帰国後の修了者がフエローシップで習得した

研究成果、研究技術を、「適正技術」の開発へ

応用しようとする試みを支援する措置が必要

である。フェローシップは、招へい期間だけで

完結するものではなく、帰国後の研究活動に対

するフォローアップを含めて、プログラムを設

定することが望ましい。

（え）

国際農林水産業研究センター（JIRCAS）国

際シンポジウム

招へい共同研究の一環として、毎年 1回、開

発途上地域の農林水産業研究上の重要課題を

取り上げ、開発途上国や国際研究機関からの研

究者を我が国（主につくば）に招いて国際シン

ポジウムを開催している。この 10年間の課題

を次に列挙する。

平成2年8月 「熱帯における持続的植物生

産に影響を及ぼす土壌阻害

要因をめぐる諸問題」

平成3年9月 「熱帯における飼料資源の開

発利用と反努家畜の栄養・生

理分解における諸問題j

平成4年9月 「熱帯における荒廃林地の回

復」

平成 5年 10月「熱帯・亜熱帯草地に関する

シンポジウムJ
平成6年8月 「熱帯・亜熱帯における果樹

栽培J
平成7年7月 「持続的農業のための雑草管

理」

平成 8年7月 「パイテク植物・微生物のパ

イオセーフティーシンポジ

ウムj

平成9年8月 「アジアにおける持続的農業

発展：食料問題と環境問題の

調和的解決を目指して」

平成 10年9月「アジアにおける食料の貯

蔵－流通・加工技術一食糧問

題解決の第 3の道－J
平成 11年9月「地理情報システムと国際農

林水産研究」

4）委託研究

つくば本所及び沖縄支所においては、研究機

器・設備を整備をして国内研究を進めるととも

に、国内研究機関との一層の連携協力、海外研

究の支援、開発途上地域の研究人材の育成等も

行ってきた。しかし、 JIRCASのみで全ての試

験研究を推進するのは不十分であり、外部研究

機関との連携協力が必要である。そこで、
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他省庁プロジェクト研究

江RCASを中心とする農林水産省の試験研究機

関では実施が菌難であり、大学、民間の試験研

究機関等に依頼することによって有益な成果

が期待できる調査研究の課題については、委託

研究として、開発途上地域における農林水産業

技術に関する試験研究の効率的な推進を図っ

てきた。

委託研究は、初期のころは開発途上地域の資

料や情報収集による調査研究が主であったが、

最近では、プロジ、エクト研究等の一環として研

究課題を外部研究機関に委託し、本来の試験研

究業務の補完を図ってきたO その内訳は、

TARC創立～ 10年目で 26課題、 11年目～ 20

年目の聞に 9課題、20年目～ 30年目の聞に 12

課題の委託研究が実施された。これらの研究成

果は、熱帯農業技術叢書及び国際農業研究叢書

における「東南アジア地域におけるかんがい排

水による農業開発J、「東南アジアにおける家畜

伝染病の特性と分布J、「アジアの伝統食品一東

南アジアを中心に 」等として公刊された。

5）他省庁プロジヱク卜研究

熱帯・亜熱帯の開発途上地域における農林水

産業問題に関する試験研究を効率的に推進す

るため、他省庁予算による各種のプロジェクト

研究にも多数参画してきた。

科学技術振興調整費重点基礎研究制度は、国

立試験研究機関の活性化プログラムの一つで

あり、将来の技術展開の柱となることが期待さ

れる革新的技術シーズの創出を図るための基

礎的研究を推進するものである。平成 11年度

においては、「熱帯性栄養繁殖作物の形質転換

法の確立J、1i容菌微生物を用いた牧草病害防除

の開発」、「熱帯イネ科牧草による硝化抑制作用

に関する研究」、「淡水魚類筋肉タンパク質の加

工機能に関する研究Jの4課題を実施した。こ

のイ也、海洋地球科学技術特定調査研究、国際共

同研究総合推進制度多国間型（旧グローパルリ

サーチネットワーク）等の事業によるプロジェ

クト研究が実施された。

環境庁地球環境研究総合推進費は、地球環境

問題が人類の生存基盤に深刻かつ重大な影響

を及ぼすことに鑑み、様々な分野における研究

者の総力を結集して学際的、省際的、国際的な

観点から総合的な調査研究を推進し、地球環境

の保全に資することを目的としている。平成

11年度においては、「アジア地域における環境

安全保障の評価手法の開発と適用に関する研

究」、「サブサハラアフリカの土壌扶養力の評価

と維持・囲復技術の開発J及ぴ「熱帯林の持続

的管理の最適化に関する研究jの3課題を実施

した。

また、新技術分野創出のための基礎研究にお

いては、生物系特定産業技術研究推進機構との

共同研究として、「乾燥・塩ストレス耐性機構

の分子生物学的解析と育種への応用J（平成 8

～12年度））及ぴ「作物の生殖生長期における

耐暑性の生理学的及び遺伝学的解明」（平成 10

～ 14年度）の 2課題を実施した。

(2）分野別の研究

1）地域特性の解明、技術開発方向の解明浸び

情報システムの開発

①地域特性の解明と技術開発方向の解明

a）研究の背景

農林水産業は人間の歴史とともに発展して

きた産業であり、基礎的な経済活動として現在

も地球上の多くの地域で営まれている。我が国

においても、製造業やサービス業など他産業

の発展に伴って国民経済全体における相対的

地位は低下しつつあるものの、食料の安定供給

はもちろん国土の保全や自然環境の維持の面

からも、依然として重要な産業として位置づけ

られている。開発途上地域においては、近年商

工業が急激に発展しつつあるものの、その多く

の地域で農林水産業は依然として基幹産業で

あり、経済社会の基盤となっている。しかし、

近年、これまで生産増大の大きな要因となって

きた単収の伸びが低下し、全体として農林水産

業の生産の伸びが鈍化している。他方、開発に

よる環境の悪化が顕著になってきている。これ

らは地球環境の改善・維持の面からも緊急に解

決することが求められている。地球上の人口は

急激に増大しつつあり、それに伴い食料の需要

が急増している。さらには、かつては考えられ

なかった農林水産業それ自身による環境破壊

も指摘されるようになってきた。今日において

は環境に調和した持続可能な農林水産業の実

現が大きな目標であり、そのための技術開発

は、我々に謀せられた緊急の課題である。

内
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試験研究の推進

その目標達成のためには、試験研究及び技術

開発等を途上国と共同して推進することは必

要不可欠である。我が閣を含めた多くの先進国

あるいは国際研究機関が、発展途上国の農林水

産業の問題解決を目指し、多くの共同研究を実

施している。特に我が国は、多くの発展途上国

と同様、生産者の規模が小さく、家族経営が中

心であるなど、生産形態にも似通ったところが

多い。すなわち、我が国の農林水産業研究の実

績は、多くの開発途上国の農林水産業に寄与す

るところが大きいと思われる。もとより、途上

国の中にも地域によりその実態は大きく異

なっており、各国の自然環境の特性と杜会経済

条件を調査、解析し、研究開発・実施・運営上

の真の問題点を明確にする必要がある。さらに

これらの調査研究に基づき、研究の長期戦略を

確立し、持続可能な農林水産業に向けて研究を

企画・推進する必要がある。

b）地域の位置づけ

ア）アジア I（東アジア、東南アジア及びオ

セアニア）

本地域は、夏蒸し暑いモンスーン気候下にあ

り、水田稲作を中心としていることがこの地の

農業の一つの典型である。本地域の多くの国々

では稲作とその他多様な作目を複合した小規

模経営によって超密な人口を養っている。一部

を除き、おおむね政治的に安定した国々が多

く、経済活動の発展に伴い商工業が急激に発展

し、人々の生活水準も急速に上昇しつつある。

それに伴い、産業としての農林水産業の重要性

は相対的低下が認められるものの、依然として

基幹産業であり、その生産性の向上と安定化は

重要な位置を占めている。本地域における重要

因の一つが中国である。中国は世界最大の食料

の生産・消費国であり、人口増加と所得向上に

起因する食料需要の増大と構造変化が起こり

つつある。同時に、圏内地域間の経済格差も明

らかになり、食料の地域間需給調整の必要性が

顕在化している。環境保全型持続的農業技術の

開発は中国の将来を左右する重要な課題と

なっている。

イ）アジア II（南、西、中央アジア、北アフ

リカ）

本地域の農業は、基本的に半乾燥・乾燥地帯

での牧畜、園芸を含む天水依存の畑作が主体で

ある。同時に、生産の高度化、安定化のため、

古代より大規模な濯瓶農業が行われてきた歴

史もある。近年でも人口増加等に対応し、土地

や、水資源への負荷が常に高い状況にある。そ

の結果、多くの地域で濯慨による土壌への塩類

集積、過放牧による砂漠化などの問題が顕在化

している。本地域では環境の保全に留意した農

林水産業の技術開発が課題となっている。な

お、一部に政治的安定に問題がある地域も認め

られる。

ウ）アフリカ（サヘル以南）地域

アフリカサヘル以南地域では、砂漠からサバ

ンナ、熱帯雨林気候及び海岸低地から高原にわ

たる多様な生態環境条件となっている。欧州諸

国による長い植民地支配、多数の言語・部族で

構成する住民による主権国家という歴史的・社

会的条件下で、自給的な遊牧、天水農業から濯

概農業、輸出換金作物生産に亘る多様な農林業

を分化発達させている。歴史的・社会的条件か

ら民族紛争や国家間紛争も多発し、顕在化する

砂漠化、環境劣化、人口増加等の問題が複雑に

絡み合って飢餓問題の発生している地域も認

められる。国際協力の必要性は非常に高いが、

複雑な社会条件により、農林水産業からのアプ

ローチだけでは問題解決が困難な場合も多い。

エ）ラテンアメリカ

ラテンアメリカ地域の農業は、畑作、牧畜を

主体とし、大規模機械化農業と小規模経営が並

存している。また、中米、アマゾン河流域、ブ

ラジル中央高原、アンデス高地、カリブ海地域

では、それぞ、れ農業形態が異なり、地域によっ

てはさらなる耕地拡大の可能性も大きい。林業

ではアマゾン地域の熱帯雨林等の環境保全と

開発の問題が存在し、水産では南半球特有の海

流分布や、水源の豊富な内水域による世界有数

の水産資源開発の可能性がある。

オ）東ヨーロッパ

本地域の農業は温帯寡雨地域の畑作が主体

で、資源は豊富である。基礎的な研究蓄積もあ

るが、計画経済体制から市場経済体制への移行

に伴う農業経営環境の激変により、困難な時期

を経験している。しかし、一部には外資の導入

などによる市場環境変化に対応した新しい動

きも生じてきている。

カ）先進国及び国際農林水産業研究機関

先進各国及び国際農林水産業研究機関には、
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試験研究の推進

関連の研究者の多くが研究対象の豊富なマレ

イシアにおいて、マングロープ汽水域の持続的

利用を目指した生物生産機能の解明を目的と

するプロジェクト「熱帯・亜熱帯汽水域におけ

る生物生産機能の解明と持続的利用のための

基準化jを実施した。中央アジアでは潅瓶農業

の拡大により、今世紀最大の環境問題と言われ

るアラル海の縮小・汚染問題や土壌劣化問題が

発生している。その解決に向け、平成 8年度か

らは、「中央アジア塩類集積土壌の回復技術の

開発J（環境庁の地球環境研究総合推進費）に

取り組み、塩害発生の顕著な土地は下層部に透

水性の悪い重粘な土層があり、土壌は膨潤性の

高い粘土であることが明らかにされた。

また、オーストラリアとニュージーランドの

2カ国について農業と環境の関連を調査し、年

間約7億豪ドルの被害と見積もられている土壌

浸食、塩類集積及び土壌酸性化などの土壌劣化

問題に係わる情報を得た。

平成 8年度から開始された「農林水産業及び、

農林水産物貿易と資源・環境に関する総合研

究」（総合的開発研究）に参画して、「農産物の

生産活動と産業構造の変化に伴う水資源量の

変動特性の解明と MI（マクロインデイケー

ター）の策定j、「国際貿易の変動が資源・環境

に及ぼす影響の総合評価jの課題を分担した。

このうち前者では、土地利用変化と水資源変動

の特性を水文統計および衛星リモセンデータ

から検証した。後者においては、農業生産活動

の資源・環境への影響を総合的に評価するため

システムダイナミックスを用いて従来の需給

分析を併せた新たなモデルを構築した。また、

アジアモンスーン地域の環境変化と食料需給

構造・稲作社会構造との相互影響についてその

主要なメカニズムを社会経済的視点から多面

的に解明した。さらに持続的社会システムのあ

り方と当該地域の食料安全保障の確立の方途

を明らかにする研究課題を開始し、地域におけ

る食料需給構造の変化と地球環境変化の相互

影響に関する情報・知見を蓄積した。

b）開発途上地域の農林水産業に係わる地

球環境とその保全のための技術開発方

向の解明

生態系は地域の総合的な環境要因による自

然的な経過を通じて形成されている。農林水産

業の開発は、常に生態系中の有用資源の抽出と

系全体の撹乱を伴う。この作用は、生産性向上

のために投入される種々の技術要素により

益々加速される傾向にある。そこで、開発途上

地域での農林水産業開発と生態系の持続性を

両立させる技術開発の方向を明らかにするた

めの研究を行ってきている。

汽水域生態系の開発・利用と保全技術の開発

方向を明らかにするため、平成6年度よりアジ

ア各国において現地調査を実施した。この結

果、マレイシアの場合、マングロープ林の管理

体制は整っていたが、フィリピン、インドネシ

ア、ベトナム、タイのマングロープ林の減少が

著しいことが明らかにされた。但し、ベトナム

では、長期間の戦争によるマングロープ林減少

の後、さらに経済発展を指向する過程で消失が

進行したことから、地域区分を行い、その保存

を義務づけている。また、各国とも、マング

ロープ林の役割の重要性に対する認識は高く

研究蓄積もあるが、開発に伴うマングロープ汽

水域の生物生産力及ぴその持続性など農・林－

水産業に関わる総合的視点での研究が乏しい

ことが明らかとなった。パンクラデシュやミヤ

ンマーでは、政府または大資本の主導で広大な

マングローブ林が水田やエピ養殖池に開墾さ

れ、開墾地は塩害やエピの病害で生産効率が低

い実態が示された。一方、計画的に保全された

地域では多くの稀少野生生物種が生息し、計画

的伐採による林木の利用も行われている。しか

し、植林による再生は多くの労働力と膨大な経

費を要す上、原因不明の先枯れ症状も見られ

た。なお、マングロープ周辺には海水中で生育

できる野生イネなど、興味深い植物種が見られ

た。

平成 10年度からは、中国における農業環境

変動の評価技術の開発を開始し中国山東省内

の冬小麦・とうもろこしの作付パターンの多い

穀倉地帯を対象としている。これにより、衛星

データから求められる植生指数値が単位収量

の高い年次との関係を有していることなど、土

地利用毎に特徴的な季節変化を示すことが明

らかとなった。一方、東北タイでは、塩害が農

作物生産の阻害要因のーっとされており、その

実態の解明が必要となっていた。平成 8年度か

ら開始している「タイ東北部における持続的農

業技術確立のための開発研究jの中で、塩害地
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試験研究の推進

を用いた群として構築することである。また、

人工衛星を用いたリモートセンシングは地球

環境などの変動を迅速に、かっ継続的に把握で

きるので、これらもデータベース化することを

目的とした。

具体的には、 。利用システ

ムとして、まず、平成 6年度に各国の社会経済

動向、農林水産物の生産。消費・貿易の動向な

どの数値統計データを網羅し、比較分析、

列解析などを可能にするサブシステムの基本・

詳細設計を行うとともに、このため

積を進めた。また、現存するテ也、ータベースにつ

いて必要な更新、追加入力を？？った。平成 7年

度には、開発された統計情報サブシステムに実

際のデータを格納するとともに包文書、画像の

情報を一括して蓄積し、情報の内容等によって

検索が可能になる、アァイル情報管理システム

の設計を行うと同時に収納データの収集整理

を行った。平成 8年度には、

計情報システム（.JTIRCAS-STAT）、ファイ

報管理システム（HRCASINFO）を開発した。

特に前者、は、農林水産省本省関連部局にも設置

され、行政面で tら活用されているほか、大学な

でも利用されている。また、

統計情幸長部内での改良も；進ん、でおり、

用が行われている。平成 9年度には、 HRCAS-

STATは、改良がさらに進みより

期待できるようになった。また、地理情報シス

テムを統計情報データベースから検索および

グラブイカル情報として表示可能なユーザイ

ンターブエースとする基礎研究に着手した。そ

のほか、世界農林水産業地理情報システムの関

に着手した。平成 10年度には、東北タイ地

域での地理情報システムを利用した農地分級

手法として、畑地潅概の必要度を測定するため

のロボット気象観測機材でデータ収集を開始

した。また、地理情報システムを ~v,/WW 上で

構築するための新しい技術である WebGIS技

術を応用して、国際農林水産業統計情報利用シ

ステムを構築し、 JIRCAS-STATの統計数字の

Webブラウザ上での地図に対する

や、 JAVAアプレットによるブラウザ上のグラ

ブ表示を可能にした。世界農林水産業地理情報

システムは、一般研究者向け地国データベース

に収録すべき地図データの入手先、入手方法、

種類について調査を行うと共に レベルの

データ収集を行った。平成 u年度は、運用し

ている HRCAS-STAT及び内部ブアイル情報シ

ステム（出張報告データベース，JIRCAS司INFO)

のデータの更新・追加を行うと共にシステムの

大幅な改良を実施した。また、導入済みの Web

GIS構築ツールを利用して、ノートパソコンや

携帝電話なと守の移動体通信機器などを活用し

モパイル msの可能性について検討を加え

た。世界農林水産業地理情報システムは、ラス

ター地図データ配信型のシステム構築ツール

を利用して、 HRCAS研究者の地図画像を含む

研究成果を Web上から

構築を行った。東北タイで一地理情報システム構

築を行う基礎として、ロボット気象機器の収集

した気象データから、この地域の作物の蒸発散

能を計算した。

イ）国際情報ネットワークの構築と管理

ここでは、国際農林水産試験研究機関

(IARCs）等が構築している各種データベース

を効率的に収集・提供すると共に、地理的に分

散している IARCsや HRCASの研究活動地域

な連携とネットワぃクを形成する必要

ットワークの構築と管理につ

された。イン 7ーネットの普

及による国際情報ネットワークが形成されは

じめたこともあり、国内外の情報交換を容易に

するためのネットワーク作りや、効率的なネッ

トワーク利用を可能にするシステムの開発も

考慮さた。具体的には、平成 7年度までに国際

農林水産研究機関ネットワータディレクトリ

として、各機関のデータベース構築状況を調べ

ると共に、インターネットを通じて各機関への

アクセス方法を調査し、 HRCASホームページ

からアクセスできるようにリンクした。

ウ）国際農林水産研究情報検索・解析＠評価

支援システムの開発

平成 6年度には、翻訳支援システムを電子

メ一J），ノから利用できるようにすると共に、イン

ターネットの代表的な情報システムである

Wodd Wide Web ('1刊 W）の試験運用とネット

ワーク対応画像情報検索システムの開発に着

手した。また所内の研究技術情報高度化委員会

の下に 5つの小委員会すを設置して、アンケート

調査から、ネットワークを活用するための環境

整備の方向を検討した。標準的なソフトウエア

を導入したパソコンを各部に配布すると共に、

0
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持続的生産システムの開発

沖縄支所を農林水産技術会議のネット

MAFFINに接続してインターネットを活用で

きるようにした。平成7年度には、エンジニア

リングワークステーションを導入して、翻訳支

援システムを移植した。翻訳システムの十分な

活用には専門用語辞書が必要であることがわ

かり、 telnetにより MAFFINユーザにこのシス

テムを開放して、専門用語の登録をユーザ自身

で利用できるようにした。ネットワーク対応蘭

像情報収集処理手法については、フルカラー画

像対応、マルチメディア、オフゃジ、エクト指向等

に対応可能なシステム構成にして、羽市W ベー

スでの開発を引き続き行った。 JIRCAS内の研

究情報に係わる環境整備にも取り組み、イン

ターネットが利用できない海外地域の派遣職

員に対して、 Nifty-ServeとTYMPASに法人加

入して、電子メールによる連絡を可能にした。

また、ホームページ上の情報を充実させ、国際

農業成果情報を閲覧可能にした。平成 8年度に

は、コンピュータネットワークの整備環境の有

効利用を目的に、国内研究員及び事務職員につ

いては 1人 1台、長期出張研究員については、

研究室で l台のパソコン配備を実現した。ま

た、 JIRCAS出版物を WWWで広報するため

に、原稿の段階から検討を加えた。平成9年度

には、コンピュータネットワークの整備環境の

有効利用を目的として、イントラネットによる

所内連絡、事務処理システムを構築した。

JIRCASのWWWホームページは世界に向けて

の重要な広報活動となっていることから、英語

版ホームページを AnnualReportを中心に再構

築した。平成 10年度は、 JIRCAS出版物を

WWWで広報する手順として、コンピュータ

の種類やアプリケーションの種類が異なる場

合でも編集した元の書式で見ることが出来る

文書形式であるPDF形式を調査した。インター

ネットテレピカメラを利用したテレビ会議シ

ステムについても、 JIRCAS国際シンポジウム

等で、実験を行った。平成 11年度は、 JIRCAS出

版物をインターネットホームページ上（WWW

上）で電子出版する方法として、 PDF形式を

採用し，JIRCAS Annual Reportの編集を DTPソ

フトを用いて編集するように改めた。

2）持続的生産システムの開発

①農業生産基盤・作業技術

開発途上地域には広大な耕地が存在するが、

多くは気象環境や土質に恵まれない上、乾期の

早魅にそなえた潅概排水施設の適正な設計と

その導入が充分ではない。したがって、既存の

施設等を中心に、村落共同体を基盤とした効率

的水管理技術の開発や潅瓶排水施設を土砂堆

積などによる機能低下から、未然に保護するた

めの作業技術の開発を図る必要がある。また、

熱帯モンスーン地域などの水田や畑地は、沿海

または河川に沿って低平地が多くて排水が困

難であり、河川、海水等により侵食されやす

い。これら問題に対処するべく、農地の整備・

保全技術の開発が求められている。さらに、若

年層の農業離れが著しく、農村における労働力

不足を補い、婦人や高齢者による農作業を可能

とし、また農業技術の高度化を行うための現地

適合型農業機械の開発、これら機械を用いた効

率的な農作業技術の開発を行う必要がある。

生産基盤における研究の目的は、生産に大き

く影響する土壌特性、水質・水管理・塩害等の

関係を解明する点にある。たとえば、タイ東北

地域の土壌は、砂質土で通常は緩く堆積してお

り、水を吸収して飽和した時の大きな圧縮変形

（飽和コラプス）を示し、潅概施設など構造物

を破壊して大きなダメージを与えている。この

ため土の力学的特性を解明し、その定量化手法

を開発する必要がある。一方、雨期の洪水およ

び乾期での水管理は農産物の安定生産に必須

であり、また、半乾燥地帯では、降雨・瀧j既水

の蒸散に基づく塩類集積に悩まされている。し

たがつて、地域の営農体系に即した効率的な水

管理およぴ

理手法の開発およぴ、塩類集積の機構解明とそ

の予測手法の開発を日指す必要がある。

作業技術としては、開発途上地域における労

働力不足を補い、重労働を軽減して婦人や高齢

者の農作業を可能とするため、各種農作業の効

率的機械化を図る必要があろう。すなわち、作

業の高度化や機械化栽培技術の開発、導入が求

められており、特に小回りの効く安価な現地適

合型の小型農作業機器の開発が求められてい

る。

Q
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試験研究の推進

生産基盤、および作業技術について、

の歴史と成果のおおよそを辿ると以下のよう

になる。なお、（00口口 E 口口）はプロジェ

ケト名（眠ければ、経常研究）と研究期間を

「生産基盤」

ムダ瀧j既地区における初期潅水期の水

にi持寸る研究（1989-1993）では、マレイシアロ

区を対象とした水稲直播栽培における

初期j重水期の水管理、

システムのシュミレーション解j斤な

され、間面均平の改善による苗立ち

排水溝整備による不苗立面積の縮小、ム

地区雨量とブツダム放流量の相関の解明、総合

管理システム構築に要する要因の抽出など

について成果を挙げている。

スリランカ。ドライゾーンにおける溜池かん

がいシステム

は、ドライゾーン

ため池謹蹴シスデム

(199ト1994) T:, 

ため池で、の←1T=?；駄水の多さ、非効率性を

明らかにし、連珠ため池でのノ弔水反復利用を

し、実測値の良く一致するシュミレーシ三iン

モデルが作成できた。これらの研究は、後の

1996-1999のII阻（現在、 IWMIに改称）との

共同研究（作物多様化のための水欠乏状態に

ける最適水管理技術の開発）に発展している。

東北タイプロジェクト（1995-2001）が開始

され、土壌特性の解析が重要となった。東北タ

イの塩類集積のメカニズムの解明とその予防

手法の開発（東北タイ 19941998）と東北タイ

におけるコラップスゴ二の力学的特性とその定

量化手法の開発（1994』 1998）では、東北タイ

の肥沃土の低い砂質系土壌の基本特性解析、塩

類集積メカニズムを明らかにするための解析

プログラムの開発などを目的としており、圧縮

変形（飽和コラップス）を正確に測定し、土の

基本特性を解明するための三軸圧縮試験機の

試作、塩類集積メカニズムについては現地調査

より、塩水地下水の吹き出しが局所的であるこ

とが判明した。

1996は、東北タイーカオゾンクワン地域か

ら2種類の砂質土壌を採取し、前年に試作した

三軸圧縮試験機で基本的な物理・力学試験を行

い、水俣によりこれら土壌が圧縮変形（蝕和コ

40 -

ラップス）を起こす時の条件が明らかになって

いる。また、塩類集積のメカニズム解析に必要

となる土中の水の流れについて解析プログラ

ムを開発し、実測値と良く一致することが確認

できている 0

1997は、東北タイ。カオゾンクワン地域か

ら採取した砂質土壌fl!Yellow soil）の庄密試

験、加圧試験、三軸圧縮試験より、間隙比一鉛

在全店、力関係、間隙上ヒサタション関係、軸差応

力潮ひずみ関係等を明らかにしている。

]998は、 Yel1ov1soilについてさらに圧密試

験、加圧板試験、三軸圧縮試験を行い、現場密

度で、但；飽和度の場合は飽和コラプスを引き起

こすこと、サタションにより土の圧縮が生じて

土の骨格が強化されること、開発した弾塑性モ

デルによりコラプスを含む土壌体積変化の挙

動を予測し得ることが明らかとなった。また塩

類集積の定量予測モデルについては、有限要素

法を用いた解析プログラムを開発し、その解析

結果はモデ）1ノ実験と定性的な一致を見ている。

乾燥地、半乾燥地における濯献に伴う問題の

調査研究（1995-1996）では、立ち上がり年度

において、インドコパキスタン、トルコの研究

における節オ＜t1出j託研究を調宜し、msヤリ

モートセンシング等を取り人れた研究もあっ

たが、基準値が古い、研究事例が少ないなどの

問題を見出した。

1996は、ブラジル調査で、大規模な企業的

管理が行われ、塩類集積よりも水質の低下が問

題化していること、スリランカでは伝統的な連

珠式溜池が老朽化し、地下水位の上昇により塩

類化を来して米生産を阻害する事例があるこ

となどの情報収集を行っている。

開発途上国における濯蹴管理評価手法の開

発（1996-1997）では、マレイシア＠ムダ地区

について、水稲の直播栽培で水質劣化が抑制さ

れること、その原因の一つが直播栽培により土

壌の撹枠が減少したことと節水の励行とによ

ることが判明し、無駄な水の低減のため、ダム

放水量を週単位で表すモデルの作成を行って

いる。

作物多様化のための水欠乏状態における最

適水管理技術の開発（1997-1999）では、スリ

ランカ南部・キリンダ地区の排水路不備によ

り、塩害は海岸に近いほど高まることを見出

し、蓄積された水管理に関する膨大な観測デー



持続的生産システムの開発

タの利活用を試み、濯概管理成績評価手法の設

計とその実証試験を行っている。

1998は、スリランカ南部・キリンダ地区に

ついて、年間 1,000mm.の降雨があるが、乾期

には蒸発量（800mm）が降雨量（350mm）を

上国ることから、水収支観測を行いながら、連

珠ため池流域の水収支機構を検討し、選定した

中流域タンクでの水収支は実測値とシュミ

レーションとがほぼ一致し、各水収支項の推定

より、濯蹴に実効的な水量は 14.5%に留まる

こと、ため池堤からの浸透・漏水が 23.1%に

達することなどを明らかにしている。

1999は、スリランカ中央北部・アヌラダプ

ラ近郊について、古来より利用されている連珠

ため池施設を対象として、農家所得を最適化

（最大化）のため、水文モデルによる組織内の

水移動の検討および最適化モデル（非線形計画

法）による最適作付け体系を策定し、ついで最

適水管理技術の開発を検討した。その結果、連

珠ため池システムの水収支機構を解明して水

文プログラムを開発し、水文学、作物、経済的

な入力変数を用いて、最適な作付け体系を決定

するモデルを開発することができている。

熱帯モンスーン地域における広域水田用水

量を節減する配水管理手法の開発（1998・2001)

では、マレイシアのムダ地区を選定し、二期作

導入、経済発展に伴う都市水との用水争奪が開

題となりつつあること、シュミレーションよ

り、降水量の観測誤差によって、乾期の中規模

降雨時に過小取水が生じやすいこと、蒸発散量

の推定誤差で乾期の過小取水の危険性が高ま

ること、両者の誤差から、雨期過小取水は生じ

にくいこと、過大取水の場合はその判断が閤難

になること等を見出している。

1999は、濯概ブロックの用水量を規定する

要因検討において、水路長に応じて増加する用

水量は施設管理用水量の内で水位維持、水路ロ

スおよび適切な分水を行うために必要な水量

と考えられること、また、日単位の濯慨におい

ては、j墓j既の必要有無を判断する指標を求める

ことが重要で、あり、 i墓j既実績との比較で 85%

程度の適合性を示す有効雨量が指標として適

切であることが明らかにした。

東北タイの天水田における基盤整備・水管理

技術に関して研究（1999”2001）では、天水田

の圃場特性については、東北タイの水団地帯を

踏査し、天水田の園場的な問題点を把握し、そ

の対策を検討するとともに、実証試験を行っ

た。その結果、①各水田の土壌が砂質であり透

水性があるため、見た目には堅牢な畦畔が存在

しているが、横浸透が著しいこと、②田面から

の降下浸透は耕盤の形成状態によって大きく

異なっていること、③耕盤の位置が生育に影響

を及ぼしていることなどを明らかにしている。

「作業技術j

途上国におけるダイズ収穫機の開発（1994-

1996）では、タイでの大豆収穫機の開発を目指

して、ニーズの把握を基に、タイ農業局試作の

大豆収穫機を検討したところ 19%の損失を生

じるなど実用上の問題が多く、基本設計、パー

ツ類、システムの見直しが必要と判明してい

る。

東北タイプロジ、エクトの一環として、カオソ

ンクワン圃場において、「作物栽培管理におけ

る省力・機械化技術一農業機械を用いた畑作業

の展示並びに機械の管理法の指導」の課題

(1998 -2001）を実施し、省力機械化を検討す

る前提に、トラクタ＋付属作業機器（ディスク

プラウ、ロータリ、ドリルシーダ、フレールモ

ア、ブームスプレーヤ）、管理機および背負動

力散布機を導入し、各機器のセットアップ、操

作技術の指導、ならびに各機器の作動状況を検

討した。その結果、現地関係者の多くの強い関

心を集め、基本的に各機器の作動状況に問題は

無く、耕起・播種作業の省力効果が大きいこと

も確認できた。また、たとえば、マメ科作物に

ついては、その出芽性が高まることも確認でき

た。

1999は、前年に続いて向闇場において、①

圃場基盤・濯排水整備技術、②作物栽培管理に

おける省力・機械化技術 農業機械を用いた畑

作業の展示並びに機械の管理法の指導の研究

を実施した。すなわち、圃場緩斜面畑地におい

て、乾期での下層水確保の障害となる下層土に

ついて破砕処理及び稲籾殻混入処理を行い、

スィートコーンを耕起播種し生育の調査を

行った。その結果、サブソイラーによる下層土

破砕に問題は無く、出芽個体数は多く、土壌水

分合量は稲籾殻施用区でやや高くなる効果を

確認した。また、不耕起播種機、サブソイラー、

マルチャー、パインダー、芋堀取り機、ヘッジ

宅
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試験研究の推進

トリマ一等の作業機器については、試作不耕起

播種機の播種精度は概ね良好であり、 PTO出

の振動型サブゾイラーは、砂質、粘土質土壌

ともに問題なく使用できること、マルチャーは

管理機装着型のため運搬はやや不便であるが、

ピニルマルチ敷設作業十で、は良好で、あること、パ

インダは稲で支樟なしと判断された。芋掘り取

り？患によるサツマイモJI又tiは）｜｜買調であり、アレ

イクロッピング圃場における本の

トリマーが櫨めて有効であること 明し
.,.,-' -/ 

( Vミ，；；：， 0 

［芝川日物栽培技術

開発途上地域で、は人口の増大に見合う食料

の確保と、生活水準の向上に伴う野菜、果実な

どの生産や品質の向上を必要とし、地域の環境

を総合的に活用した農作物などの複合生産が

われる。一方、近代的技術の導入によって単

収を上げ、

物の持続的生産技術の開発も要請されている。

て、品種の生理、生態的特性に適合した栽培技

術の開発並ぴに生産性の増大、品質の向上を日

に掲げ、当技術分野を、水田高度利用技術の

開発、畑地高度利用技術の開発、樹園地高度利

用技術の開発の三分野に分けて共同研究開発

を推進してきた。過去数年の歴史と成果の

よそを辿ると以下のようになる。なお、課題名

の後の（00口口田口口）は、プロジェクト名

（無ければ、経常研究）と研究期間を示し、単

年度研究は割愛した。

「水田高度利用技術の開発」

水稲はアジアを中心に生産性の向上が著し

し多くの国が自給を達成したが、畑作物の導

など作付の多様化が必要とされ、また、将来

の人口増加を考慮した生産性の一層の強化が

求められている。このため、開発途上地域の多

様な環境下における稲の生理、生態的特性を解

明し、生態系に適合した栽培技術の開発を臼標

のーっとし、二期作栽培や直播栽培の技術開発

を行うとともに、田畑輪換など水田高度利用の

ための技術開発を第二の目標としている。たと

えば、メコンデルタの多様な環境下における稲

の生理、生態的特性を解明して複合的生産体系

に適合した栽培技術の開発を行い、二期作栽塔
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直播栽土音の普及に伴いマレイシアでは稲の

倒伏問題に対応、を試みている。メコンデルタに

ついては、稲を中心とした果樹、淡水魚 9 エ

ピ、養豚等の複合生産を行うファーミングシス

テムが重要視され、その展開が進められて

り、メコンデルタの多様な環境下における稲の

生理、生態的特性を解明して複合的生産体系に

適合した栽培技術の開発が求められている。そ

こで、当地における水稲潤土直播栽培（R）一

魚（F）システム地区と稲単作（3期作）地区

での濯概水法（濯排水法）・水稲潤土直播の苗

立ちの実態（耕起。代かき・苗立ち等）解析、

潤土播種量と収量の関係、窒素施肥の~又量への

影響に関して研究を進Fめている。東北タイの問

題点は、天水田で、のJJ＼の不手IJ便性であり、直播

栽培技術の確立が必要と考えられる。したがっ

て、熱帯モンスーン水田作の問題点の洗い出し

とその改良方向を検討している。

水稲の生理生態的特性と栽培技術の開発と

して、マレイシアにおける水稲二期作栽培技術

に関する研究（1991】 1993）を進め、熱帯二期

け一る生物害防除のための水稲直播栽

を 1993に開始し

ている。］994に、収量に及ほす影響の中では

施肥時期が最も大きく、除草剤の種類・散布数

は雑草の発生量と必ずしも一致しないことを

見出し、薬剤散布後の水管理が影響したものと

考えている。病虫害、ネズミ害はほとんど観察

されていない。 1995には、 MR166が成育期間

が短く、 MR84に匹敵する収量をあげることか

ら今後の有望品種と考えられ、 1996では、ム

ダ地区農家を実態調査から、追肥など施肥時期

が収量に影響する傾向を認めている。雑草抑制

には水田の水管理が重要であること、米の収量

は籾数及ぴ登熟歩合の相関性が高いことなど

が判明し、乾期。雨期作を通じて、 MR84より

も10-14日間早熟の早稲品種があれば雑草抑制

稲作に有効と考えられるなどの成果を挙げた。

メコンデルタブアーミングシステムにおけ

る水稲栽培法の改善（メコンデルタ 1995-1999)

では、集団農場の稲作栽培技術を調査して、水

田は二期作、 80%が直播、籾単収は年間 lOt血a、

水田の 43%で魚、を養殖、 トピイロウンカ、い

もち病、紋がれ病の発生が多いなどの問題が明

らかになり、 1996は、籾で乾期に邸、雨期に
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4.0-4.5ぬaの収量が有ること、雨期は日照不足

のため収量が伸びず、イネ乾物特性は日本稲と

大きく異なること、移植と直播、また雨季作と

乾季作で違いが大きいことなどが判明した。日

本品種チヨニシキの現地栽培は困難であるこ

と、稲の葉色は追肥時期の決定など成育診断の

重要な指針になることも見出している。 1997

は、窒素の過剰施肥による倒伏に対して、窒素

施肥の中断による成育制御の可能性を認め、乾

期稲収量は高い（6出 a）が、雨期には日照不足

と風による倒伏で低収（4t/ha）となることなど

が判明している。 1998では、 R地区は整然と

区画された高い土手で固まれた闘場であるこ

と、稲単作地域では水路間隔は約 600mでサイ

ズ混在の区画、田越濯排水で、高低差有りと言う

実態を把握した。耕起・代かきについて、いず

れも業者への委託形式となっており、前者は大

型、後者は歩行型トラクターが利用されてい

る。播種・苗立ちについては、潤田に催芽籾を

手播散播しており、R地区の方が水管理良好の

ため苗立ち良好であること、乾期作（冬ー春

作）では有意差がほとんど無く、雨期作（夏ー

秋作）では低播種量（50-lOOkg/ha）で倒伏が

軽減すること、頴花数が増加し登熟歩合向上が

観察された。現地奨励窒素施肥は、播種後の

1,3週および幼穂分化期となっているが、両作

共に慣行幼穂分化期施把を穂ばらみ期に遅延

することで増収が可能となることを確認した。

1999では、メコンデルタの潤土直播水稲の苗

立ち実態については、R地区は雨期に深く浸水

され、後作の乾期作は自然落水後に行われるの

で、天候に大きく影響される。区画は種々のサ

イズが混在し、潤土直播栽培で重要な播種前の

完全落水のできない区画がかなり見られ、 R-F

地区は R地亙に比べて平均欠苗率が低いこと

が判明した。また、潤土直播における播種量と

収量の関係を検討し、慣行の播種量（200kg/ha)

より少ない 50-1OOkg/ha播種で 1穂登熟籾数が

増加し収量が高まること、最適播種量として雨

期作で約 80kg/ha、乾期作で約 90kg/haが適切

であることが判明した。潤土直播水稲の収量に

及ぼす窒素施肥法の影響では、慣行の窒素施肥

法である播種後の 1、3週および穂分化期に対

して、幼穂分化期施肥を穂ばらみ期に遅らせた

結果、乾期作と雨期作共に増収効果が認められ

ること、またN施肥量は雨期作では約60kg/ha、

乾期作は約80kg/haが適量であることが判明し

た。車播栽培において集約的な条播法では播種

量および N施肥法を検討し、その結果、慣行

播種量（200kg/ha）に比べて条播 75kg/haの収

量が最も高く、本条播法と窒素の後期追肥法の

試験結果（雨期作）では、慣行播種量（散播）

に比べて乾期作と同様に収量向上効果が大き

く、幼穂形成期施肥を遅らせた穂苧期追肥にお

いても収量が有意に向上した。有害生物の防除

法として、潤土直播栽培における除草剤処理法

と手取り除草の併効果を検討したところ、播種

後 28日の手取り除草はその後の雑草防除効果

が大きく、 60日後の除草は収量への影響が小

さいことが明らかとなった。また、雨期作籾の

乾燥法および米品質では、雨期には約2割の農

家で低品質米が発生すること、乾燥法として庭

のコンクリート化や小型乾燥機の利用が多く

の農家で検討されていることが判明した。メコ

ンデルタのプロジェクト第E期立ち上がりを

受けて、水稲の生育診断に基づく高品質多収技

術の開発（1999-2003）として、課題を発展さ

せている。

タイ東北部における高収益水田輪作システ

ムの開発（東北タイ 1998-2000）では、、問題

点として、雨期作では、不安定な蜂雨による移

植時期設定の困難、移植の手植え・収穫の刈り

取り労力の不足と労賃の上昇、干ばつ頻発によ

る不安定な生産、主力品種カオドマリの低収量

と品質低下、直播栽培とくに乾田直播における

雑草防除の問題、易漏水性・低肥沃度の砂質土

壌による低生産性、塩害の拡大による生産力低

下等が問題点として把握できた。これらの問題

点、に対し、現地で対応可能と思われる改良方向

を集約した。 1999は、東北タイでは、雨期作

における問題点として、不安定な降雨による移

植時期設定の困難、移植の手植え・収穫の刈り

取り労力の不足と労賃の上昇、干ばつ頻発によ

る不安定な生産、主力品種カオドマリの低収量

と品質低下、直播栽培とくに乾田直播における

雑草防除の問題、易漏水性・低肥沃度の砂質土

壌による低生産性、塩害の拡大による生産力低

下等が問題点として把握できた。技術開発の目

標を乾田直播栽培技術の確立と良食味品種カ

オドマリの収量品質向上技術の二つに定め、こ

れらを基幹とした高収益型水田輪作技術開発

を検討した。その結果、雨期と乾期が繰り返す

局、d
A
『
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天水田における雑草の発生は、中央平原の二期

作濯瓶水田とは大きく異なっており、対策技術

開発の前提としての基礎的検討が重要である

こと、作土層・耕盤層の均一化、砂質水田の漏

水防止技術等が必要と判明した。また、東北タ

イ、ロエット県の土地開発局試験圃場及びその

周辺農家水田 12か所での水稲品種カオドマリ

の栽培法5通り（乾田直播4：耕起・不耕起×

散播・条播、移植 1）、土壌系統 3種類の現地

試験において、不耕起区の茎数・乾物重は当初

耕起区より大きく推移したが、生育の経過とと

もにその差は縮小し、収量に有意な差が無いこ

とが判明した。カオドマリの収量・品質の変動

要因では、緩効性肥料の効果検討では緩効性肥

料（LP) (60kgN/ha）で、処理後 1～ 2か月の

葉色、繁茂量に多少の差は認められるものの、

出穂（処理後3か月）から収穫にかけての差は

明確でなく、収量に差が無いことが判明した。

カオソンクワン展示圃場、同周辺農家水田

での生産力評価では、カオソンクワン緩斜面圃

場下部で、の水稲乾田直播栽培から、ロータリ耕

による圃場準備作業は、通常行われているディ

スクプラウ耕に比較して耕深の安定化と砕土

に効果があること、さらに播種前の均平作業

（人力又はレーキ耕）が省略できること、ドリ

ルシーダによる播種作業では、耕起・播種・施

肥・覆土が一連の過程で行われるため、省力効

果が高いとともに手蒔きに比べて播種精度が

高いこと、管理機による機械除草は、播種後に

除草剤の土壌処理を行わない時は、 2回以上

（播種後2、4週）必要としたこと、また稲の条

上に施肥（人力）した後に、ロータリ後部に培

土プラウを接続して除草・培土を行うことによ

り施肥効果が高まること、背負い動力散布機は

散布部（アーム）を取り替えることにより、液

剤・粒剤ともに施用可能であり、除草剤、殺

菌・虫剤の作物条間処理に適していること、パ

インダは現地で普及が始まった刈取り機に比

べ、結束を行うので作業効率が高いこと等が判

明している。

「畑地高度利用技術の開発」

開発途上地域における畑作物の栽培は、高

温、豪雨、低温、早ばつ、砂漠化、塩類集積、

強酸性土壌、低地力、土壌流亡など、様々な不

良環境下で営まれる。また、経済的な理由から

あるいは気象条件の不確実さから、農民はリス

クを避け、肥料などの資材投入をできるだけ省

略化する傾向にある。このため、与えられた自

然環境下における畑作物、野菜の生理生態的特

性を明らかにし、それらの特性に適合した栽培

技術の開発を行なって開発途上地域における

畑作物の生産性の向上及び安定化を図ること

が必要である。また、連作障害の発生を避け、

土壌の流亡や病害虫の発生を抑制するため、各

種作物の適正な作付け体系技術の開発が必要

となっている。

導入野菜の開花制御に関する研究（1991-

1993）では、亜熱帯では熱帯からの導入作物の

花芽分化の短日性が、温帯からの導入作物では

花芽分化の低温要求性が開花遅延による収量

減少、周年供給の難しさなどを引き起こしてい

ることから、亜熱帯のイチゴ栽培を対象に研究

を進め、アルギンサンの葉面散布で花芽分化の

促進を見出している。

夏作マメ・サトウキピ輪作体系の確立（総合

的開発・高収益畑作 1992-1994）では、フタゴ

マメは熱帯アフリカ原産の地下結実性のマメ

科作物で、高温、干ばつに根めて強く本邦亜熱

帯（沖縄）地域の夏期の栽培にも十分対応でき

ると考えられ、フタゴマメ栽培における基礎的

な調査を行った。は種期の幅は、 4月下旬から

5月下旬の聞では、は種目による収量には差は

ほとんど見られず、開花は、は種後40～ 50日

で開始し生育終期まで続き、栄養生長と生殖生

長が平行して進行する。ある一定量の茎葉重が

確保できれば、は種期を遅らせて栽培期間を短

縮することが可能と考えられる。有効爽率（完

熟英数／全着生英数）から見た収穫適期は、地

上部最大展開期の 2～ 3ヶ月後でおおよそ 10

月中旬から下旬と推察されている。栽培管理で

は、中耕や培土は作業時期に関係なく茎葉重の

増加や収量の増加にはマイナスに働くこと、マ

ルチによる増収効果が見られ、特に通気・透水

性の資材でのマルチは高い増収効果があり、耐

塩性には系統間差のあることを認めるなどの

成果を挙げている。

マルチによる地温上昇抑制効果について

(1993喧 1995）では、夏期に地温の上昇を抑制す

るようなマルチ資材を用い、亜熱帯地域の高

温・強日射条件下での野菜栽培と片付け作業を

-44一
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で Lh刀、スイートコーンで 6mであり、作物の

育量が大きいほと＂ 7js;:の影響を受けやすいこ

とが認められた。林木作物複合システムの策

は、ギンネム管理法として入力での伐採労

を考慮し、乾期終（ヰ～ 5月）と雨期終（9

～ 10月）の年 2回樹高 40cm刈込みを行、った

ところ、刈込み後の新枝の再生は雨期、乾期と

で当地域における同樹種の適合性が

。ギンネムの刈りi＆み間隔をかえた

においては、乾期（11～ 4月）の

一会は小さく、刈り込み間隔（1～ 6か月）

による差はあまり認められず、雨期（5～ 10

月）アは再生量が急激に増加し、その程度は刈

り込み間隔が長いほど（6> 3 > 2 > lか月）

きいこと、林分における樹木の生育には、

Pterocarpus > A.zadiracta > Dipterocarpu日と棒河童
られたこと、苗木生育中の管理方式

として、無除草と苗木周辺 lmの除草区を

て検討した結果、 A,zaclicractaにおいて、

よる土壌乾燥と

因と思わ

著に認めら

措種前の士性、砕士。均平等の

播種精度（深度）等の条件に対して、トウモロ

コシ、ソルガムは比較的に安定した出芽性を示

しマメ科作物／;;I：圃場準備作業、播種精度が不

十分な時は出芽力が大きく低下したこと、初期

生育では落花生や稲の出芽後の生育が緩慢な

ために雑草防除に多くの労力が必要なこと、耐

はUTAで選抜されたカウピ－20系統の

ら、強系統は安定した生育と蒸散特

を示すこと、落花生も生育量が低下するもの

の比較的強いことが判明した。根粒形成からみ

た窒素固定力では、緑豆、が長好で大豆、セスパ

ニアは不ト分であったのさらに、乾期におけーる

カウピーの検討で、生育量ではこれまでに有望

と認められた耐乾性系統Tvull979より生育が

旺盛な 1系統が認められたが、耐虫性（アブラ

ムシ）ではいす三れも同系統と同等か劣って、いた

こと、緩斜面畑地におけーるサツマイモの生育は

あり、 2.8～6.6t/haの生芋収量が得られ

ること、ヒマワリとソパの播種時期（7月中旬）

は燕降雨のため作物の出芽は大幅に抑制され

たが、両作物の出芽は良好で、乾燥に強く、ヒマ

ワリは順調に生育し 9月中旬開花 10月中旬に

収穫し得たが、ソパの開花は早く（8月上旬）、

また降雨による倒伏が著しかった。有機物施用

による砂質土壌の改良では、緑肥作物の栽培と

鍬込みの機械化一貫体系が有効と認められ、作

物残さ鍬込みにより土壌が膨軟化すること、降

雨後の観察で頻繁に認められた土壌流亡（ガリ

浸食）が有；幾物鍬込み区で抑制されることが判

明した。、新資材。栽培法の評価では：、土壌硬

度の問題はあるが不耕起栽培の有用性を確認

することができた。マルチ栽培区は雑草発生を

抑制し、また落花生の生育は無マlレチ区（対照

匿）より良好であることを認めている。

東北タイ特有の緩斜面畑作地帯においては、

雨季の降雨による表面流去水を低減して、土壌

i束。亡の防止や乾季の作物生産における水分欠

乏を解消する方策を確立する必要があるが、耕

地におけーる下層土壌特性の評価より、降雨水の

効率的利用に向けて、作土層中の水分挙動に

きな を与える礎盤特性を明らかにするこ

とができた。

さらに、深根性作物導入による乾期飼料供給

の拡大を検討し、エリアンサスは極めて強勢

かつ深い根系を有すること、植生下においても

された。

における有機物施用効果の検討では、有

機物施用初年白は T-Nおよび土壌有機物への

効果は／トさし作物収量に対する影響も窒素多

肥により消失することから物理性・生物性への

寄与はそれほとづてきくないと判断できている。

「樹園地高度利用技帯の開発J
開発途上地域の樹園地には、マンゴ、パパイ

ア、柑橘類、バナナ等の果樹及びコーヒ 、こ

しょう、油ヤシ、ゴム等の香辛料や工芸作物が

豊富に栽培され、重要な収益源となっている。

また、桑栽培と結びついた蚕糸業も主要

獲得産業であり、今後とも引続き重要な研究開

発の対象となる。こうした永年性の果樹及び工 . 

芸作物は、各地域において重要な換金作物とし

て安定的生産が要望されるだけで、なし生育期

に応じてその樹間を利活用し、他の永年性作

物、畑作物及び野菜を間混作するなと守効率的で、

持続的な栽培技術の開発が求められている。

パインアップルの生理生態的特性の解明

( 1978-1993）、パインアップル品種群の特性調
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試験研究の推進

材を用いた防除試験を野外のキュウリとトウ

ガラシの試験圃場で行い、キュウリのキュウリ

モザイクウイルス（er.AV）、パパイヤ輪紋ウイ

ルス及びネッキ」ニ黄斑モザイタウイルスに

対しては、ジルパーマルチ被覆が、またトウガ

ラシのCMV及びチリヴェイナルモットルウイ

ルスに対してはスキムミルク散布とシルパー

マルチ被覆が高い防除効果を示し、果実の収量

も多いことが判明した。両材料ともタ ／（

にJ子できることから、農薬の多投にftわる

価で安全な防除法として普及すること

される。

熱帯果樹ウイルス性病害の生態解明と制御

技術の開発（熱帯果樹 1990-1994）では、奄美

大島および沖縄各島から罷病パパイアを採取

し、 10品種のノTパイアに汁i夜接種したところ、

分離株間で病徴の強さに差異が認められたが、

弱毒ウイルスとして利用できる株は見いだせ

ていない。石垣島（P56）および宮古島（Pl26)

で採取した分離株につき、抗血清を作製して同

したところ、 P56はPLDMV、PI26はPRSV

-pと同定され、 PRSV pのわが国で

生が確認されたoPLDMVは奄美。沖縄全域に

わたって広〈分布し、 PRSγ －Pは宮古・八重

山地域に局地的に分布していることが明らか

となったo PLDMV (P56）の遺伝子構造を解

析し、配列中の読み取り枠（ORF）から推定さ

る外被タンパク質（CP）のアミノ酸配列を、

PRSVを含めた既報の potyvirusと比較した結

果、相向性は 49～ 59%と低く、 PLDMVが既

報のウイルスの系統ではなく、独立した

potyv町田であることを見出している。

亜熱帯地域に発生するサツマイモウイルス

病の発生生態の解明（1991司 I995）では、サツ

マイモウイルスに対してIpomoeas例；osaは鋭敏

な反応を示したが、その病微からサツマイモシ

ンプトムレスウイルス（SPSV）以外のウイル

スは特定できていない。サツマイモウイルスの

血清学的診断法として SSEM-PAGj去が極めて

感度が高く、 PAS-ELISAやイムノプロッテイ

ング法よりも優れていることがわかり、吸収抗

血清を使用することによりサツマイモ斑紋モ

ザイクウイルス（SPf'MV）強毒系統（s）と普

通系統（o）を匿別することができている。徳

島県より採取されたサツマイモより SPf'MV徳

島系統（T）が分離され、各地サツマイモでの
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ウイルスの分布を調べたところ、 SSPVはいず

れのサツマイモにも高頻度に検出されたが、サ

ツマイモ潜在ウイルスはほとんど検出されて

いないoSと0の検出頻度は同程度であうたが、

沖縄県より採取されたサツマイモにおける検

出頻度は低い傾向にあり、多くのものがSPSV

単独感染であった。 Tは鳴門市、鹿児島県のサ

ツマイモから比較的高頻度で検出されている。

熱帯におけるイネ白菜枯病菌の病原性分化

に関する研究（I99ト1995）では、熱帯地方に

おけるイネ白葉枯病菌のレース分布実態を解

析し、抵抗性品種を有効活用するための知見を

得ている。フィリピン、マレイシア、タイ産

レースは病原性範囲が比較的狭く、各レースの

病原性も類似していた。ミャンマ一、中国南部

（雲南省）産レ スは病原性範囲の広いものか

ら狭いものまで極めて多様であった。バングラ

デシュ、インド産レースは病原性範囲の広いも

のが多く、各菌株の病原力も強いものが多数分

布していた。一方、日本産レースは東南アジア

各国塵レースと比較して病原性範囲が狭く、種

類も少なかった。分布レースが多様性に富む

ミャンマ一、中国南部では改良品種と比較して

多様性が大きいと考えられる在来稲の

比率が高い。また、本病の恒常的多発地帯

であるバングラデシュ、インドなどでは病原性

囲の広いレースが多く分布しており、国内に

おいても多発地帯である九州地方で、は他の地

域と比較して多様なレースが分布している。分

布レースの決定要因は明確ではないが、栽培品

種や本病の発生程度が影響している可能性が

大きい。東南アジア各国に分布しているレース

に対して、各判別品種の持つ抵抗性遺伝子のう

ちXa3, Xa同 5,Xa 7, Xa-8の4手重カT広章包な地

域で有効であると考えられた。レース分布は年

度によって変動するため、今後とも定期的な調

査が必要である。

熱帯アジアにおけるカンキツグリーニング

病の生態解明（熱帯果樹 1992-1995）では、初

年度に多くのカンキツ品種の発病調査を行い、

2品種ソムパンとラドマンダリンが抵抗性であ

ること、最も栽培の多い経済性品種ソムケオワ

ンは感受性であることが判明している。 1993

に本病媒介虫ミカンキジラミが増殖できるミ

カン亜科植物を調べたところ 3種があり、この

うち F.limoniaは世界で最初の確認である。本
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ある。

では、タイ国に

明らかにし、これら線虫による作物被害を

的に解析するとともに、有害線虫の耕種的防除

技術を開発するための研究を行った。その結



試験研究の推進

果、主要な畑作物加害線虫はサツマイモネコブ

センチュウ、ジャワネコブセンチュウ、ニセブ

クロセンチュウ、ラセン七ンチュウ、イシュク

センチュウおよびネグサレセンチュウなどで

ることカT判明した。ネコブセンチニLウカfある

(JOO個体／ 50g土壌）以上に達すると、

トマト、ナス、ダイズ、リョクトウおよびケナ

フなどの生育は悪化し、収量が減少することが

j ト試験によって明らかになゥた。これらの

線虫による作物被害の防止策と！て、

によって線虫密度の抑制を試みたところ、マ

リ」ゴ、フレド、ギニアグラス、オカボなどの栽

ネコプセンチュウの密度を低減させるこ

とがわかり、また、蚕ぷん、コンポスト（都市

ごみ）、乾燥牛ふんなどを土壌へ視入すると、

ネコプセンチュウの密度が著しく低下するこ

とも明らかになった。このことから、経済的価

値が高くかっ線虫に抵抗性を有する作物を

作に組み入れたり、蚕ぷん、コンポストなど安

価で入手し易い有機物の囲場への施用が、有害

の防除にきわめて有効であり、このような

防除技術の確立が農薬多用による環境汚染、生

の撹乱を回避し、持続的農業の推進を図る

うえでも重要と考えられた。

アシピロヘリ力メムシの生態の解明（1989日

では、ウリミパエ根絶後のウリ科野菜の

になると思われるアシビロヘリカメ

ムシの発育特性、発育生態、天敵相等について

検討を加えた。 7年間にわたる室内試験の結果

からは、本種が休眠している証拠は無く、石垣

島における野外試験の結果から、本種は雄成虫

が同種他個体を誘引するフェロモンを分泌し

ていることが判明した。また、本種の有力な天

と思われる卵寄生蜂 Gryonpennsylvanicum 

本種雄成虫のフェロモンを利用して卵塊を

ることも判明している。

東アジアモンスーン地域における移動性水

稲害虫の広域移動実態の解明（広域移動性害虫

1990-1994）では、石垣島のライトトラップに

稲ウンカ類は年間を通して捕捜されたが、 6月

後半の梅雨期秋期の豪雨や 7～ 10月の台風通

過後、 9月以降の西高東低の気圧配置による北

寄りの風が吹く条件下で多数が捕獲された。 3

～ 6月の春夏期には、 2Pノット以上の南西の

風が石垣島を襲い、前線が通過し雨が降る場合

に飛来が多く認められた。この季節にはウンカ

類は南方から飛来するものと思われる。一方、

夏期以降には台風の通過に伴う北寄りの風や

西高東低の気圧配置による強い北東風、中国大

陸沿岸部にある高気圧東側の北風が石垣島に

達した場合に多数のウンカが捕獲され、この時

期のウンカは北方から飛来するものと思われ

る。しかし、ウンカ類の飛来源を風向風速図か

ら推定することは困難であること、飛来虫の殺

虫剤感受性レベルを調査したが、 2年には 6月

と9月の飛来虫に感受性の差が認められず、飛

来源の推定に殺虫剤に対する感受性検定を利

用することは困難で、あること、石垣島で、はトピ

イロウンカ伝蝦性の稲ウイルス病は3年開発生

しなかったため、保毒ウイルスから飛来源を推

定することも困難と考えらペレ＇c,)0 

コナガの発生消長とその防除技術の開

( 1991-1994）では、フェロモントラップを設置

し、 2年間にかけて、毎週、誘殺虫数とその前

麹長の季節変異を調査した。コナガは雨季、乾

季ともに発生密度が高く、増殖ポテンシャルは

高〈維持され、誘殺虫の前麹長は小型包で、年間

していた。国内各地の圃場からコ

ナガを採集し、薬剤感受性を検定したところ意

外に高いが、 2,3の薬剤jを除き抵抗性の発達

は認められなかった。コナ'Ji、F方自ミ薬剤は得異な

作用性を有する B.T園剤とアパメクチンに切り

替わり、既存の薬剤に対する淘汰圧が低 Fした

ため、薬剤感受性が一時的に復元したものと思

われる。

熱帯におけるハキリアリ被害実態の解明と

防除（1991-1996）では、従来防除が難しいと

されてきた草地性ハキリアリ 3種について、そ

の植物選好性を評価する方式を開発し、これら

のハキリアリについて食性を明らかにした。ま

た通年にわたってその選好性を評価すること

に成功し、この結果、季節による変動はあるも

のの、ハキリアリの選好性は安定した傾向にあ

ることカfわかった。このハキリアリのj翠女子性を

もたらすのは、植物に含まれる複数の物質が関

与していることが示されたが、最大の選好性は

これらの物質が混合したものであった。これら

のことより、これらの物質を使ってハキリアリ

を効率よく誘引することができ、現在用いられ

ている毒餌に混入することで、従来よりも効率

のよい防除が行われることが示されている。

熱帯・亜熱帯における畑作物に対する有害総

50一
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虫の分類と生態解明（1991-1997）では、亜熱

帯とそれを比較するため、地域の練虫相を再調

査し、その線虫相を明らかにすることを目的と

している。その結果、石垣島および竹富島はラ

センセンチュウとニセフクロセンチュウカ対食

出頻度が高かったが、線虫害はみられなかっ

た。暖地一部地域では花き類特に施設栽培の

カーネーション、ガーベラからジャワネコブセ

ンチュウ、サツマイモネコブセンチュウが高密

度で検出され、生育阻害が観察された。パラで

はキクネコブセンチュウが検出された。種子島

では花き類からナミラセンチュウ、多種の作物

からニセフクロセンチュウが検出されたが、線

虫害はみられなかった。香川県一部地域のニン

ジン畑地から高密度でサツマイモネコブセン

チュが検出された。本邦亜熱帯および温暖一部

地域において畑作物や花き類からラセンセン

チュウ、ニセフクロセンチュウ、ネコブセン

チュウ、イシュクセンチュウが多く検出され、

東南アジアなどのそれと共通する点が多いこ

とカf判明している。

主要害虫の防除技術の開発ー捕食寄生性ハエ

類による生物的防除に関する研究（1991-1997) 

では、ブランコヤドリパエ雌成虫にアワヨトウ

幼虫を与え、既寄生寄主への産卵回避能力につ

いて調べた。既寄生寄主として 5卵・ 10卵産

下された 2通りの寄主を設けると共に、雌成虫

の寄主遭遇頻度との関係を調べた結果、未寄生

寄主と既寄生寄主を同時に与えた場合、 5卵産

卵された寄主へは産卵回避せず、 10卵産卵さ

れた寄主に対してのみ産卵回避する傾向を示

したO さらに寄主を与える時間々隔が影響し、

これが長い場合 10卵産卵された寄主に対して

も寄主識別せず、時間々隔が短い場合にのみ寄

主識別する傾向を示した。このことから、本種

は寄主密度により既寄生寄主への産卵を調節

しているとが考えられる。

主要害虫の生物的防除に関する研究（1992幽

1994）では、昆虫の組織培養の技術を利用し

て、鱗題目害虫の有力な捕食・寄生性天敵の一

種であるブランコヤドリパエの人工飼育を

行っている。用いた液体人工飼料に脱脂綿を加

えると、ハエ幼虫のフアネル形成率が高まり、

その後の飼育成績が向上することが判明した。

さらに、飼料に血清を加えることにより成虫ま

での飼育が可能となった。特に熱処理したカイ

コ血清のみを飼料に加えた場合が最も成績が

良く、 13～ 18%の成虫化率が得られた。一方、

カイコ血清に比べて牛胎児血清の効果はかな

り劣り、形成されたファネルは薄く無着色であ

り、ハエ幼虫は全て囲踊化せずに死亡した。本

種の累代大工飼育法を確立するためには、より

簡単で安価な人工飼料の開発、カイコ血清成分

に含まれる有効成分の化学分析、大量飼育に適

した簡易な飼育容器の改良などが必要とされ

る。

インドネシアにおける田畑輪換作と土壌線

虫相および、作物被害の解明（1993-1994）では、

インドネシア各地の純水田、田畑輪換地及び純

畑作地の線虫を調査した結果、 19属の植物寄

生線虫が検出され、検出頻度はラセンチュウ

（以下、センチュウと略）が最も高く、ついで

ニセフクロ、ネコブ及びネグサレの順であっ

た。純7］（田で、はイネネモグリーイシュク、ホプ

ロライムス属の密度が高く、田畑輪換地と純畑

地ではラセン、ネコブ、ニセフクロ、ネグサ

レ、オオハリ及びワセンチュウが高密度であっ

た。田畑輪換作付体系はこれら線虫の密度を抑

制する傾向を示し、大豆はサツマイモネコプと

ジャワネコブにより大きい被害を受けた。また

ジャワの水田に生息するスイデンネコブはイ

ネだけでなく 7種の雑草とトマトにも寄生し

た。線虫の種とレースの研究・同定が今後の課

題であり、耕種的・生物的線虫防除法の研究は

インドネシアにおいても重要である。

捕食性カメムシ類の天敵として利用（1993-

1995）では、広食性の捕食者を生物学的防除体

系に組み込む際の諸問題を抽出することを目

的として、東洋区に広く分布する捕食性のハリ

クチプトカメムシの飼育特性を調査した。その

結果、本種の被食者に対する選好性には、被食

者の分類群、動き、防衛行動、皮膚の面さ、突

起物の有無、におい、毒性等、被食者側の襲わ

れやすさが強く関与していた。牛肉の挽き肉と

レバー、鶏卵等の組み合わせで、累代飼育が可

能であり、供試した昆虫種のうち、増殖にはス

ズメパチの幼虫の冷凍保存個体が最適で、あっ

た。また、コンデンスミルクが本種の幼虫・成

虫を延命させることが判り、自然災害や飼育担

当者の不在等による飼育期間の中断の回避が

可能になった。

熱帯の畑作における有害線虫の耕種的防除

戸、J
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の開発（1995-1996）では、スリランカ、タイ

等での調査研究より、マリーゴールド、オカ

ボ、ギニアグラスなどの輪作区で、また、蚕

糞、コンポストなどの土壌施用区でネコブセン

チュウの密度が著しく低下することを認めた。

東アジアモンスーン地域における広域移動

性水稲害虫の移動実態の解明（1995“1997）で

は、ベトナム北部から移動するイネウンカが、

アジアモンスーンの季節的北上と、イネ栽培時

期の地理的勾配に依存しながら、華南を経由す

る二段階の長距離移動と棲息域の遷移によっ

て、わが国へ飛来侵入する過程を解明した。第

一段階の移動は、 4～ 5月に華南に停滞する前

線南側の風系によって、ベトナム北部の冬春稲

(I～2月移植）で越冬、増殖し、 4～5月に移

出するウンカが、華南の早稲（4月移植）に遷

移する過程である。第二段階の移動は、華南の

早稲で 1～ 2世代増殖し、 6～ 7月に移出する

ウンカが、華中・日本付近へ北上した梅雨前線

面の低気圧に伴う風系によって、華中とわが国

の一期作水稲（5～ 6月移植）に遷移する過程

である。また、梅雨前線上に発達する顕著な低

気圧の東シナ海東進が、華中東部とわが国にイ

ネウンカの同時飛来をもたらしている事例を

明らかにした。これらの知見は、東アジアモン

スーン地域におけるイネウンカの最も基本的

な移動パターンと、移動をもたらす基本的な気

象システムを解明しており、イネウンカの国際

的な発生予察の基礎的知見を提供している。

北および東アフリカ地域におけるバッタ類

の生合理的害虫管理法の開発（バッタ 1995-

1999）では、サパクワタリバッタの終齢若虫が

幼若ホルモン（NC-185）で異常な交尾行動を

示し、雄の内部生殖器官発育の抑制を観察し、

また、バッタの人工鍋料を開発している。人工

飼料飼育のバッタはほぼ正常に発育し成虫化

するが、その後の成熟が止まり、生殖休眠の状

態を示すこと、しかし天然飼料を与えると成熟

し交尾、産卵を行うこと、群集相の外観を呈さ

ないバッタの系統見出し等の成果を挙げてい

て、防除法確立のために研究用として用いられ

るバッタは天然の餌を用いて飼育されている。

人口飼料の改善を進めると共に、飼育温度の影

響について検討を開始している。また、孤独相

と群生相の聞での消化メカニズムの生理的変

化では、群生相でのアミノベプチダーゼ活性が

有意に高くなる現象を見出している。この研究

はICIPEへの「拠出金j成立に伴い、研究内容

を拡大してさらに 5年間の継続となっている。

シロスジオサゾウムシのサトウキピへの加

害生態の解明（1996-1997）では、健全なサト

ウキピへの産卵は、サトウキピの品種・ステー

ジにかかわりはほとんどないが、成虫は葉鞘と

茎の聞や根部への集中度が高く、このような部

位に傷があるとそこに産卵する可能性が高い。

またいったん茎内に侵入した幼虫は高率で羽

化する。加害を防ぐためには産卵を抑えること

が最も重要で、、そのためには堅い茎を持つ品種

を用いて台風などによる茎の損傷を防ぐとと

もに、損傷が発生した場合には、損傷した茎を

すみやかに取り除くなど、畑の手入れをよくす

ることが重要との結果を得た。なお、発生消長

を調査する場合、サトウキピ熱茎トラップに糖

蜜を併用すると誘引効果は高まることも見出

している。

牧草・芝草類におけるエンドファイト（植物

内生菌）利用技術の開発（1997-1999）では、

石垣島のイネ科の 12草種からエンドファイト

Ephelis sp.の感染が確認された。石垣島には多

数の暖地型牧草が栽培されており、今後、感染

草の種数は増加するものと考えられ、植物内生

菌の利用t支術を中食言すしている。
中国における移動性イネウンカ類の総合管

理技術の開発（中国主要食料資源 1997四 2001)

では、「中国総合プロジェクトjの一環として、

中国在来の水稲品種のウンカ抵抗性・耐性形質

を解明し、それらの実用性を実証することを目

的としている。今までに、中国・華中東部での

ウンカ移動はベトナム北部の潅概水稲二期作

地帯に起源すると推定されたこと、セジロウン

カに対する春江－06の画場抵抗性は、主として

飛来侵入する長趨型雌成虫の非選好性の結果

であり、非選好性は吸汁抑制要因に起因するこ

と、春江－06で飼育したセジロウンカ長麹型雌

成虫の幼虫産生数は、油優－63で飼育した場合

の 1/10以下であり、春江幽06上での増殖率の

低下は、産卵数の減少と高い卵死亡率よる有効

産卵数の低下が原因であること、ジャポニカ型

中国品種春江－06は、インデイカ形質由来の吸

汁抑制要因による抗寄生性と、ジャポニカ形質

に由来する生体防御様反応による殺卵抗生性

を兼備することによって、安定した高度な圃場

4
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抵抗性を実現していることが判明した。また、

中国雑交稲で多発化したウンカ問題に対処す

るため、中国水稲に既存するウンカ抵抗性品種

の耕種的活用を検討し、検定に供した中匝

japonica稲の約 30%が殺卵因子を、約 10%が

吸汁抑制因子を持っていたが、春江06の如く

両因子を兼備する品種は見いだせていない。

スクリミンゴガイの水田生態系における個

体群管理技術の開発（特研 1997-2000）では、

東南アジアにおける分布状況を調査した結果、

タイでは中部から東北部にかけて、ベトナムで

は全土に存在すること、防除法は人の手による

拾いあげしか、この時点で有効な方法がないこ

とが明らかになった。続いて、南米における本

貝の生息状況、天敵種やその有効性を調査し、

その結果、ブラジル南部の水田地帯RioGrande 

do Sul州では、近年（1994年頃から）、スクミ

リンゴガイの稲に対する加害が顕在化して大

きな問題となっており、これは、強雑草である

赤米Orizasativa f.spontaneaを防除するために、

乾田直播から特殊な湛水直播栽培が普及した

（水田面積の約10%）ことが直接の原因であり、

輪作の減少なども関連していると思われる。ブ

ラジ、ル南部の湛水産播水田における貝の生息

状況、加害様相は、播種時に大部分の水田では

貝の生息密度が著しく低いか全く生息してい

ない。南米の水田内では天敵を含む何らかの強

い環境抵抗があり、水田内で、は貝の生活環が完

結していない可能性を強く示唆されている。ア

ルゼンチンの稲作はほとんどが乾田直播栽培

であるが、例外的に不耕起栽培を実践する農家

は 3年前から貝の被害に悩まされており、

1300haに及ぶ水田での貝防除は、硫酸銅を水

口の水路に投入する方法がとられていた。スク

ミリンゴガイの天敵として、文献や伝問、観察

等から烏や魚、が主体の13種の生物が摘出され、

そのうち、 SnailKite （タカの一種）が最も有名

で、大貝の捕食者として有効に働いていると思

われ、魚類も強力な捕食者の可能性が高い。貝

に寄生・共生する微生物の研究が行われている

が、寄主に及ぼす影響は不明な点が多い。

八重山諸島におけるコナガとその寄生性天

敵の発生動態の解明（1998”1999）では、発生

動態や発生動態を特徴付ける機構は不明な点

が多く、キャベツを開場で周年栽培してコナガ

の発生動態を明らかにするとともに、寄生性天

敵の種類相とその寄生率の季節変動の特徴を

調べ、コナガの発生動態に与える天敵の影響を

キ食言すしている。

「雑草の生態解明と防除技術の開発j

東南アジア稲作地帯の直播栽培が急速に普

及した地域では、労働作業は軽減されたものの

雑草害による収量減少、薬剤投下量増大と環境

汚染、薬剤耐性雑草の出現、雑草種子の混入に

よる米の品質低下等によって、作物の安全性、

コスト高に関する問題が発生している。このた

め、主要雑草の発生生態、生活史を解明すると

共に、早生品種の開発、密植適性品種の開発、

アレロパシー植物の活用、マルチングの励行、

雑草害虫の導入など、環境保全に留意した低コ

ストの生態系調和型、耕種的防除法等を組み合

わせた生物的雑草防除技術の開発を行なう必

要がある。

熱帯乾・雨期地帯における雑草の生態の解明

と管理技術の開発（1990-1994）では、ブラジ

ル・ボツカツでの耕地雑草の生理・生態的特性

を解明し、低コスト・環境保全型雑草管理技術

開発のための基礎的資料を得ることを目的と

しており、マメ科の緑肥・被場作物に抑草活性

の高いものの出現割合が多く、根に活性を示す

物がみられたこと、マメ科以外の作物ではエン

バクや油用アマが高い活性を示し、これら緑肥

作物が示す高い抑草効果は被覆力だけでなく、

他感作用が関与しているとの結果を得ている。

また、ユーカリ類は生莱で高い活性を示したの

はI種のみだが、落葉ではいずれも高い活性を

示し、他の熱帯樹木の落葉で高い活性を示すも

のがあり、マルチとしての利用が考えられる。

マレイシアの直播水稲栽培における主要水

田雑草の生態解明と制御法の開発（生物害防除

1992-1996）では、直播水田における主要雑草

の発生生態の解明を行い、潤土直播栽培での雑

草の発生数は、草種毎の土壌中種子密度に依存

していること、 6作期にわたるノピエ発生数の

減少傾向と現地水田での種子生産量から土壌

中におけるノピエ種子密度の推移では、種子密

度を低く維持するためには極めて高い除草効

果（97～ 100%）を有する防除技術が求められ

ることが分かつた。 2,4-D抵抗性型ヒデリコは

感受性型に比べて 29倍の 2,4-D除草剤に対す

る抵抗性を示したが、パラコート、プロパニ

今、uζ
J
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jレ、グルフオシネイトに対する交差抵抗性は認

められず、ムダ：地区で、の抵抗性型の発現頻度は

低いこと、乾田産措栽培での雑草イネ外部形態

な変異を示し、栽培品種に酷似する雑

イネもみられたが、種子の脱粒性苧休眠性等

の生態的特性の調査結果から、雑草イネが水稲

の直播栽培を行っているマレイシアの水田に

よく適応していることなどを明らかにしてい

る。

マレイシア直播水稲栽培における主要水ffl

雑草の発生予測法の開発と制御技術

物害防除 1996四 1998）では、 MARDIにおいて

雑草イネの中に 10cmの湛水下でも発芽でおる

集団がネ食出し、キノてナオモダカの中に 41吉年主毘：
の薬剤抵抗性を示すものを見出した。この地域

では全体的にタイヌピエの増大が観察されて

いる。キパナオモダカの薬量反応、ノピエの発

生草種と防除法の関係および雑草イネの化学

的防除法について才女討したところ、、午；｛ナオモ

ダカの 2,4-D抵抗性と、ムダ地区南部でのタイ

ヌピエの増加傾向を石在言尽され、言七民対話でのキノベ

metlηlの 50%阻害濃度（Iso）は、

国産の材料に比べて、それぞれ約 50倍およ

1問。倍であり、J 試験場産個体群が両剤に対

Lて抵抗性を有することが明らかとなった。ま

た、検討 14地点の内、 Sg由PerakRice Estate産

のキパナオモダカだけーは、標準量の 2,4-D処理

でも生存個体が認められ、同材料が2,4心抵抗

性を有することが確認された。イヌピエ、ヒメ

タイヌピエおよびタイヌピエが優占する闇場

は、それぞれ全体の 51.2%、36.69もおよび 122%

であり、 122筆の内で／ピエ対象剤が使われた

76筆では、同じく 41.6%、42.99もおよび 15.6%

となってヒメタイヌピエの｛憂占圏場がもっと

も多い。プレチラクロール十薬害軽減剤および

プレチラクロール単剤の湛水処理は発芽前の

雑草イネに対して高い除草効果があり、雑草イ

ネの防除に有効と判断されている。

④家畜生産技術

a）家畜の栄養改善と生産技術

開発途上地域では、一般に家畜は粗悪な飼料

と劣悪な環境下で飼育されることが多く、生産

性を低下させる大きな原因となっている。この

ため、開発途上地域に豊富に存在する農業副産
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物や未利用資源の家畜飼料としての利用法の

開発、飼料の調製法と栄養学的評価、現地家畜

の生理学的特性を踏まえた飼料給与法や

技術等に関わる研究を推進し、現地に適合した

の開発と改善を図ることが重要

とされている。

開発途上国に豊富に存在する農業副産物や

未利用の飼料資源を家畜の飼料として利活用

する研究は、これまで JIRCASおよび前身の熱

帯農業研究七ンタ一時代からマレイシア農業

開発研究所（fVlA則コI）との共同研究によって、

ヤシ油の副産物である搾りかすの飼料化の研

究が進められてきた。石田元彦らは、 90-92年

にかけて、アブラヤシの茎葉あるい

幹が反すう家畜の粗飼llとして利用できるこ

とを明らかにするとともに、アブラヤシの茎葉

(OPJF）のみで牛を飼養する場合には、エネル

ギーおよび蛋白質の不足が起こり、栄養素補給

源として、新たな濃厚飼料源の開発が必要であ

ることを明らかにした。さらに、ヤシ油搾油工

場で副産物として生産される液状のパームオ

イル・ミル。エブルーエ〉ト（l?OME）は可消

化養芳総量としても乾物あたり 80%の栄養価

を有し、 OPF主体の餌料乾物重の 209もまで配

しても、牛の第一胃？の発酵とi削じに悪影響

を与えることなく、飼料として活用できるこ

と、 OPFを用いてサイレージを作製する技術

を開発し、作製したサイレージの飼料としての

価値を明らかにすると共に、現地で飼育されて

いる肉牛や泌乳牛に給与することによって牛

肉と牛乳を生産できることなどを実証した。

さらに押部明徳らは、 93-94年に、 MARDI内

に糖蜜の搬送および自動計量システム、カッ

ターミキサ一、垂直 2軸公転自転型混合機、水

平 i軸型混合機等を設置して尿素糖蜜ブロッ

ク（UMB）試作用パイロットブラシトを建設

し、 UMBによる栄養素の補給を目指した研究

を進めた。緬羊における晴好性が良好であった

組成の UMBを向プラントで大量に試作し、牛

などの反すう家畜に給与して、体重或いは乳量

に及ぼす UMBの給与効果を判定したところ、

乳牛に対しでも開発したUMBの有効性が確認

された。このような MARDIとの共同研究で得

られたアブラヤシ茎葉の飼料化に関する研究

成果は、 97年から国際協力事業団のプロジェ

タト技術協力「マレイシア未利用資源飼料化計
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画Jにおいて、実用化に向けた技術開発が実施

されている。

また、マレイシアでは、小坂清巳は、 95-97

年に、熱帯地域においては鶏や豚の飼料資源の

栄養価値を明らかにするため、飼料成分情報を

整理し、地域飼料資源を高度に利用するための

飼料情報システムの開発を行う一方で、 95-96

にマレイシアにおいて飼養されているブロイ

ラーと在来鶏の腹腔内脂坊の成長に伴う発達

の様相を脂肪細胞の数と容積の面から比較検

討し、在来鶏は、ブロイラーに比べて成長速度

は劣るものの、腹腔内脂肪が蓄積しにくい鶏種

であり、その理由として脂肪細胞数の増加の遅

れよりも脂肪細胞容積の肥大の遅れによるこ

とを挙げている。

一方、開発途上地域で飼養されている家畜の

生産性を向上するための乳・肉牛の栄養生理の

解明や飼養技術の開発は重要である。西村宏ー

らは、 90-93年に、タイ国ナラチワット家畜栄

養研究センターにおいて、土壌中のマグネシウ

ム、 1）ン、セレンなどのミネラル濃度が低い牧

草地で飼養された牛の血しょう中のミネラル

類の濃度を測定し、牛はマグネシウムやセレン

などが欠乏状態であることを明らかにし、マグ

ネシウムを含むミネラル類を放牧牛に補給す

ることにより、 1日当たりの増体重を改善して

いる。

川島知之らは、 94闇 99年にタイ国東北部にお

ける地域飼料資源を活用した大型反すう家畜

餌養技術の開発を目的とする研究をタイ国コ

ンケン家畜栄養研究センターにて実施した。こ

の研究では、サトウキピ茎、パラゴム種子、飼

料木等の未利用資源が牛用の飼料として利用

可能であること、特にサトウキピ茎は乾期の餌

料として優れていること、大型反すう家畜のモ

デル動物として緬羊を用いる場合には、飼料の

粗蛋白質含量が 10%を越えるように設定する

ことが望ましいこと、沼沢水牛、タイ在来牛

は、粗蛋白質含量の極めて低い飼料でも有効に

利用できること、および呼吸代謝装置の設置・

利用により、代謝体重当たりの維持のための代

謝エネルギー要求量の算定からこれらの在来

の家畜は低質な粗飼料を蛋白質の補給なしに

効率良く消化できる上、維持のための養分要求

景が低い低質飼料でも有効に利用できること、

飼料のルーメン内発酵および消化特性に牛と

水牛との聞で差があることなどが明らかにな

り、開発途上地域の在来家畜の利活用の重要性

を示している。

さらに、タイでは酪農導入への要望が高まり

つつあることから、尾台昌治らにより 99年か

ら乳用牛に関わる飼料および栄養試験や代謝

試験などを実施し、乳用牛の消化生理学的特性

などを解明することとしている。タイでは、今

までの農業副産物、未利用資源の飼料化と栄養

学的評価、在来反すう家畜の栄養学・消化生理

学的特性解析について多くの成果が得られて

いるので、各飼料資源の特性と問題、在来家畜

の錦養管理上の要点等を取りまとめ、普及事業

に活用する必要がある。

ベトナムのメコンデルタ地域においては、そ

こで飼養されている豚飼料としての農業副産

物の有効利用飼と寄生虫病による損耗の防止

を図るために、吉原忍らは、 95-97年に、カン

トー大学において、乾燥鶏糞の豚への投与によ

り約 10%の飼料の節約が果たせること、バイ

オダイジエスターの設置による効果は環境保

全のみならず、人畜共通寄生虫病の予防にもあ

る程度認められることを明らかにした。また、

体重 80kgの仕上げを目的とする養豚では、豚

回虫治療により、経済効果が大きいことを示し

ている。さらに、この地域の豚の生産を安定的

に行うために、 99年から給与飼料タンパク質

の質、量の改善を図る豚の飼養技術の改善、大

腸菌やサルモネラによる下痢症や豚コレラな

どの豚の主要疾病の防除および家畜排世物の

有効利用に関する研究課題が実施されている。

また、中国では、肉牛生産の振興には飼料の

確保が必須となることから、未利用のまま廃棄

されている東北地方のトウモロコシ葉茎が資

源のリサイクルの観点からも、牛用飼料として

の高度利用技術の開発が期待されている。そこ

で、 2000年からトウモロコシ葉茎等の飼料化

に関する研究を中国農業大学との共同研究と

して推進する。

b）家畜疾病・障害等の防除

発展途上地域における畜産の振興には、飼

料・栄養等の飼養管理技術の改善とともに、家

畜疾病に起因する損耗防止技術の確立が不可

欠となっている。特に、熱帯・亜熱帯地域で

は、牛のピロプラズマ病やトリパノゾーマ症な

戸、d弓
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どのようなダニやツェツエパエなどの吸血昆

虫を媒介とする特有の疾病や口蹄疫などの急

性伝染病が常在している。このため、開発途上

地域における主要疾病の発生実態と疾病の発

生機構の解明、診断法、ワクチンなどによる疾

病防除技術の開発が求められている。

ピロプラズマ病は世界的な疾病であるが、そ

の中でも、アフリカ東海岸熱（EastCoast Fever) 

と称されるタイレリア症による牛の被害は甚

大であり、ワクチン開発や疾病抵抗性家畜の作

出などによる効果的な防除対策が急がれてい

る。そのため、ケニアの国際獣疫研究所

(ILRAD：後に国際家畜研究所： ILRIと改組）

との聞で、共同研究が長年進められている。

今回忠男らは、 91-93年に、タイレリア症の

原因となる Theileriaparva (Tp）各株聞の抗原

性について、 3株の Tpの赤内型原虫（ピロプ

ラズマ：ピロ）を精製後、それぞれの実験感染

血清を用いてイムノプロッテイング（lb）を行

い、分子量 32ゆおよび24kDの抗原蛋白を検

出し、 Tpのピロプラズマ P32蛋白は株聞の判

定には使用できないものの、 Tp属の判定には

有効で、あることを明らかにした。

また、 Tpスポロゾイト（Sp）の表面蛋白の

一つである分子量 67Kの蛋白（NP67）は、そ

の抗体が試験管内および生体内においてリン

パ細胞への Spの進入を阻止することから、ワ

クチンの素材として最も有望と考えられてい

る。そのため、八木行雄は、 92-93年に Sp期

における Tp抗原蛋自の性状解析を単クローン

抗体を用いためで行い、Spには分子量32、67、

85、105/125Kdの抗原蛋白が発現し、この内

32Kdの蛋白は原虫の全期に共通して発現して

いること、 67および 105/125Kdの蛋白は Sp期

のみに認められことを明らかにした。また、

TX114抽出法により、いずれの蛋白も疎水性

の高い膜蛋白質であること、ピオチンによる表

面標識と免疫沈降では、 85Kdを除きいづれの

蛋白も細胞表面に蛋白分子を露出させている

ことおよびパキュロウイルスで発現した 67Kd

蛋白では、高マンノース型の糖鎖が発現してい

ることを明らかにしている。

その後、松原豊は 94-97年に、 Tp原虫と

牛免疫系の相互作用や原虫の生活環との関連

性の解明からワクチン開発のための基礎的知

見を得ることを目的として、アフリカ東海岸熱

における牛免疫担当細胞の動態を検討した。

Tp感染ダニ付着部位での炎症反応の免疫病理

学的解析により、浸潤する免疫担当細胞の種類

の同定、 insituハイブリダイゼーション法によ

る牛サイトカイン mRNAの検出法の確立する

とともに、 Tp感染牛リンパ球、感染ダニ唾液

腺における Tp特異的抗原の免疫組織化学的検

出により、生活環での抗原発現の動態などを明

らかにしている。また、 invitroのモデル系で

ある Tp感染形質転換牛リンパ球細胞株で、 Tp

特異的抗原や牛サイトカインの発現を認めて

いる。

一方、ツェツエパエによって媒介される「眠

り病jと称されるトリパノゾーマ症は西アフリ

カに常在し、アフリカの酪農および畜産の最大

の阻害要因となっている。しかし、トリパノ

ソーマ原虫は感染牛の体内で抗原変異を繰り

返すため、ワクチン開発に困難が多く、抵抗性

牛の育種が期待されている。そこで、抗病性育

種への貢献を目的に、木谷裕は、 ILRIにて 98

年から 2000年まで、マウスモデルにおける発

症と腫蕩壊死因子（TNF）α の関係について

検討した。トリパノソーマ感染した欠損マウス

では血液中の原虫増殖を制御することができ

ずに死亡する可能性が示唆されたが、この感受

性は、少なくとも急性期応答蛋白質の産生動態

の違いに基づくものではないことを明らかに

している。また、急性期応答蛋白質の誘導にお

いて τNFα が果たしている役割は、他のサイ

トカイン等によって補完されている可能性を

示したことから、各種血清サイトカイン

(TNFα ，IL-1 a , IL-6, IL-4, IL-10）について

ELISA法を用いて定量したところ、感染後の

早い段階及ぴ感染後期に TNFα が誘導され、

原虫の増殖制御に関わる可能性が示唆されて

いる。また、欠損マウスの死因は、少なくとも

貧血そのものによるものではないこと、TNFα

は貧血の誘導には関与しないこと高密度の原

虫による血中グルコースの急激な消費、あるい

は宿主の糖新生機能不全などが関与している

可能性が考えられている。今後もトリパノソー

マの感染と発症機構における TNFα の役割に

ついて、さらに解析して行く必要があり、初

vitro培養された原虫に対する TNFα の投与試

験や T.congolenseを感染させた欠損マウスへ

のTNFaのinvivo投与試験等が必要とされて

ぶ
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いる。 2000年からは、中村義男により、遺伝

子欠損マウスを用いたトリパノソーマ感染お

よび発病メカニズムの解明に関する研究が着

手される。

その他、ベトナムのメコンデルタ地域におけ

る家畜の重要疾病は、細菌、ウイルスおよび寄

生虫などによる感染症であることが明らかに

され、寄生虫症の中では豚では消化管内線虫、

牛・水牛では肝蛭、消化管内線虫、パベシアや

トリパノソーマなどの住血原虫が問題となる

と示されている。タイレリア原虫感染が検査し

た牛の 44.4%に、水牛には 80.0%であり、貧血

状態の個体が牛で 1頭、水牛で 5頭認められ

た。外部寄生虫では、牛55頭中 10頭にダニの

寄生が認められている。これらは主にパベシア

原虫の媒介者であるオウシマダニであった。さ

らに、水牛28頭中 4頭にスイギュウジラミの

寄生が認められている。豚では、育成期の豚の

死亡が高く、その原菌の解明と対策が必要とさ

れている。

⑤草地の生産性向上技術

a）牧草・飼料作物等の栽培技術

開発途上地域における牧草地は、連年利用、

資源収奪あるいは環境破壊型利用により、地力

の低下と草資源の枯渇が大きな問題となって

いる。このため、地域特性に適した草種の選定

とともに、草地や耕地の土壌劣化防止と地力増

進を白的とした作付け体系や草地の改良技術

を開発し、牧草の持続的生産が可能な草地管理

技術の確立を図る必要がある。

タイ南部のナラチワット地方は、肥沃土の極

めて低い砂質ポドゾル土のため、牧草の生産力

は、低く、適切な肥培管理による牧草生産力の

向上が望まれている。そのため、片岡健治ら

は、 90-92年に牧草生産力の解明と施肥法につ

いての検討し、牧草生産力は、砂質ポドゾル土

無肥料では、年間乾物量 100Kg/10aで著しく低

生産であり、特に、養分として窒素、カリ要素

が少なく、生産力向上にはこれら要素の補給が

必要で、あること、リンは土壌中有効態リンが微

量にもかかわらず、リン無施与で牧草体中リン

含量は低下するが、生産量の低下は認められ

ず、熱帯牧草のリン吸収機作に特異的な点を見

いだしている。

また、北部・東北部の畜産振興が重要となっ

ているが、これらの地域での粗飼料生産技術

は、低地力、干ばつ、湿潤等の劣悪環境下にあ

るため、片岡健治は、 93悶 97年にコンケン家畜

栄養研究センターにて、これらの地域の土壌条

件の解明、高栄養・高収量の良質牧草の導入、

栽培、維持管理法について検討した。乾期のみ

潅水・化学肥料低投入条件下では、 8種の飼料

作物のうち、低収ながら収穫に耐え得たのはシ

グナルグラス、ギニアグラスのみで、砂質痩薄

土壌において年間乾物 5t/ 10aまでの牛糞施

用量処理を行ったギニアグラスでは、収量面で

の顕著な効果を認めている。マメ科へジルーサ

ンでは有機物（牛糞）施用による有効性を示

し、乾期での牧草・飼料作にマルチの必要性を

述べている。

ブラジル亜熱帯地域の強酸性・低養分土壌、

長い乾季等の条件において、草地の持続的利用

技術を開発するためには、地域に適した牧草種

の選定と農牧輪換システムの確立等が重要と

なる。そのため、菅野勉は 97年からブラジ

ルの肉牛研究センターにて、 Brachiaria

decumbens (Bd）、B.brizantha (Bb）及び、Panicum

maximum (Pm）の 3イネ科草種のうち、 Bbの

乾物生産量が最も高く、地下部の有機物の生産

量も多いことから、酸性土壌に導入する牧草と

して、最適であることを明らかにし、今後現地

での実証試験を行うこととしている。

国際熱帯農業センター（CIAT）との共同研

究としては、南米等の熱帯地域に広く分布する

自然草地は牧養力が極めて低く、同地域の畜産

発展上、この草地の改良が重要な課題となって

いる。この自然草地の改良のために、北原徳久

は、 91-93年に牧草種子を化学肥料球に付着さ

せたマクロペレットによる導入法やペーパー

パック法などによるイネ科およびマメ科牧草

導入を検討した。マクロベレットによる導入法

では、牧草の定着率が低いことや経費がかかる

ため、より安価な牧草導入法として紙袋に牧草

種子、肥料、その他基材を入れ散布するペー

パーパック法の当地の自然草地の改良におけ

る有効性を明らかにしている。また、斉藤吉満

は94-96年、痩薄な熱帯サバンナでの家畜生産

性を上げるためのイネ科とマメ科牧草の混播

適性を明らかにするため、生育タイプの異なる

イネ科2種（Bd、Pm）、マメ科3種（(Arachis 

pintoi (Ap) ,S砂losanthescapitat，α（Sc) ,S.guiane附 is
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(Sg））を混播（条橋）し、各草種の生育特性を

調査した。その結果、初期生育はイネ科が旺盛

であったが、年3巨lの放牧を行った後では、葡

萄型の Apは直立型の pmとの混生下では生育

が良し分けつ型！の Bdとでi土悪かったこと、

直立型の SgとScはBd、Pmとよく共存し、少

Jl巴区の Pm区ではかえって Pmを圧倒していた

ことを明らかにしている。

カザフスタン地域における草地保全に関わ

る草地管理技術の開発を呂的と Lて、佐藤健次

らは、 96-98年にステップおよび11！岳草原の植

の把握と主要草類の生

類生産管理技術、

よび草類

マメ科牧草の導入・利用について検討してい

る。そして、山岳草地り放牧期間は 6月上旬か

ら9月上旬であること uポット試験でのマメ科

のエスパルツェトの定着は主要土壌の肥料成

分よりも土壌水分に影響されやすいことを明

らかにしている。また、荒廃の進んだ中央アジ

アのステップおよび山岳草地の回複には、

マメ科牧草の導入とイネ科植物の維持管理技

を確立することが重要となるため、カザフス

タンの草地修復に有望なマメ科草種

tra削 CαUCαsiα （コーカサスエスバル

ツェト）種子の形態的、生理的特性を検討し、

コーカサスエスパjレツェトの種子重量は他の

主要草種種子の4～9倍重く、千粒当たり 14.82g

であり、豆果種子と豆果除去種子のよじは 0.65

～ O園75、豆果重量は約 30%で、豆果除去種子

重量の採取地による変異は少ないことを示し

ている。また、レタスを指不植物としたサンド

イツチ法でアレロパシー活性を測定したとこ

ろ、強いアレロノfシ－1舌J性カ守志められ、アレロ

パシー活性は特に種子部で強いことを明らか

にしている。

⑥森林の育成。管理。利用技術

熱帯林を巡る国際的動向： 1990 熱帯林

の推移に関する I980～ 1989年の 10年間の国

連統計が出された。 1980年までの 10年間、ギ

リシャ 1国に相当する約 1,310万 haの森林が

毎年消失し、世界が熱帯林消失面積の推移に固

唾をのんでいた。不幸にも予感は的中し、消失

面積は年平均約 1ヲ700万 haに急増したことが

明らかとなった。

熱帯林は、 25億人の家庭用エネルギー源の

確保、世界の遺伝資源の過半の保全、 2億人の

森林生活者の生活。食糧の確保、 33開発途上

国の主要輸出産品確保、さらに大気.7］（.など地

球の肺として環境の質を維持するなどの場で

あり、急速な消失はこれらの便益の減殺をもた

らし、世界的な憂慮となった。 1992年のブラ

ジルでの国連環境会議では、このような世界の

憂慮を受け、気候変動や生物多様性など他の地

球的規模の環境問題に加えて熱帯林問題が取

り上げられ、「森林原則声明」が発せられた。

それを受けて「持続可能な森林の管理経営J
提案され各国の承認を経て、全世界の森林の

859も以上、が持続的な管理也利用を行う枠組み

の中に入った。この枠組みの中で熱帯地域は

ITTOグループと南米諸国の Tarnpotoグループ

に編成され、生態系保全、生産力維持、健全性

維持、水土保全、炭素楯環維持、社会経済的便

益維持、法的・制度的枠組みの形成、という 7

｜基準」を設定し、それぞれの基準の中に数量

きる「指標jを立てて森林を観測、情報公

ることとなった。同時に、アグロブオレス

トリーと流域管理、天然林の生態と管理、林木

育種と選抜、林産物の有効利用と市場形成、森

林政策と社会経済研究の重要性が指摘されて

しミる。

森林消失の背後には森林の過剰伐採の問題

も一部にはあるが、増加入口を養うための農地

や牧草地、養殖池開発があることがFAQ調査

で解明されており、熱帯林問題は優れて農業問

題であるとの認識が農業サイドでも必要と

なっている。したがって、今後の研究の方向は

農業や水産業との調和を基にした持続的な発

展に集中することとなる。

熱帯農業研究センター（熱研）及びHRCAS

での熱帯林研究体制：熱研では熱帯林の現状を

認識し、すでにアグロフォレストリーに関する

総合研究を森林総合研究所や農業場所の協力

を得て 1987年から開始した。同時に、開発途

上国での森林研究の問題点の解析のために研

究技術情報官を 1989年に配置した。情報官の

配置は 4年間に限られたが、 1995年開始の「荒

廃二次林の再生研究プロジェクト」につな
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産資源や未利用木材資源の有効利用研究の開
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始に向けた情報収集の促進などきわめて効果

的であった。

さらに、従来は造林研究者など2名程度の配

置と年数件の短期調査に限られていた林業研

究を、生理・生態、昆虫および菌類研究者を新

たに配置することによって、順次拡充してき

た。また、科学技術庁による国際省際長期観測

研究へ参加し、立地研究も開始した。これらの

研究者は勢力の分散を防ぐため東南アジアを

中心とした地域に限定し、荒廃地総化や造林地

の維持管理に係わる研究課題を発生問題毎に

分析し、対象閣を選別して重点化した。例え

ば、人口圧が高く、荒廃が進んでいるフィリピ

ンやタイではアグロフォレストリー研究、天然

林が広く残るマレイシアでは東南アジア最重

要郷土樹種、フタパガキ科樹木の生理・生態研

究、荒廃地造林が始まったインドネシアでは早

生造林樹種の虫害防止と樹木成長に重要な菌

根菌研究等、国別の特徴を重視した研究が始

まった。また、荒廃地造林後の立地・生態環境

の推移を観測する科技庁の研究は、森林荒廃が

ようやく収まりつつあったタイを研究フィー

ルドとしている。また、タイでは森林再生を促

進するための社会経済条件の解析研究も短期

調査を中心に進めた。

1993年、 JIRCASの発足によって、新たに部

長以下9名の林業部が設置され、従来の林業研

究に加えて林産業に係わる研究員が配置され、

対象地域も熱帯・亜熱帯地域から開発途上地域

へと広がった。これによって開発途上地域の林

業に係わる研究の総合化を図る体制がある桂

度整った。ただ、林業・林産業研究は社会経済

から森林造成、林業機械、林産物利用研究まで

と多岐にわたり、森林総研など関連研究場所と

の共同研究を行うにしても8名という限られた

研究資源の効率的活用を図るためには地域や

対象の重点化は依然必要である。 1995年の研

究レビューにおいても、研究資源の有効活用と

いう観点から日本と経済的にも林産物貿易か

らもつながりの大きい、東南アジアの熱帯地域

を中心とした開発途上地域への集中的展開を

すべしとの指摘を受けた。したがって、情報の

収集研究を除き、主として国別、地域別の特徴

を捉えた東南アジアに軸足をおいた研究を展

開することとなった。

林業部発足当初は、樹木生理、造林、見虫、

菌類、立地の各分野に研究者が配置されたが、

1995年からは今まで対応のなかった木材化工

と林業機械研究分野の研究者が配置されると

ともに、 1996年には社会経済分野の研究者を

加えて、熱帯林業研究を総合的に推進する体制

を整えた。

プロジェクトの発掘と研究課題の設定：国際

的な熱帯林研究の枠組みに対応して、森林育成

分野では森林荒廃と関係が深い農業や水産業

との農林水複合研究、天然林の劣化抑制と修復

研究、人工林の病虫害軽減研究、荒廃地の森林

再生研究などに重点を置くこととし、それぞ、れ

の課題についてプロジェクト化を進めてきた。

特に農業や水産業など他分野との共同研究が

必要な項目については、総合的な対応が効果的

なため、総合研究として提案、推進した。

総合的研究には、 1987～ 1992年にフィリピ

ンでのアグロフォレストリープロジェクト、

1993～ 1999年のマレイシアでの汽水域の生物

生産プロジェクト、さらに現在立ち上げ中のマ

レイシア・サパ州での熱帯林再生のためのアグ

ロフォレストリープロジ、エクトがある。また、

林業部が中心となったプロジェクトは、 1992

～ 1994年の熱帯林の生態機能研究、 1993～

1997年の熱帯荒廃二次林の動態と質的向上技

術研究、 1997～ 2001年の熱帯在来有用樹の再

生技術研究がある。さらにこれらのプロジ、エク

ト研究に加えて、以下の将来を見措えたシーズ

研究や相手国提案の緊急課題研究も基本計画

に沿って進めている。開始が古いものから、 1.

山地林の更新解析研究、2.マメ科早成樹の害虫

被害軽減研究、 3.フタパガキ菌根菌機能研究、

4.有用在来樹種の環境特性と初期成長解析研

究、 5.スズ鉱山跡地緑化研究、 6.森林荒廃・回

復と地域住民の役割研究、7.伐採方法の高度化

研究、 8.センダン科樹木害虫防除研究がある。

これらの経常研究にはプロジェクト研究に

つながった 4.や、フォローアップの 1.や7.も

含まれており、地域住民の役割研究は現在計画

している早成樹アグロ研究への連携が期待さ

れている。また、 2.と8.の人工林の虫害防除

研究と 5.のスズ鉱山跡地研究は相手国の強い

要請で推進した研究である。

林業研究における成果と今後の展開：

熱帯有用樹育成研究；フタパガキ科樹木は一

斉造林が困難という問題があるが、原因が従来
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の定説である過剰照度という光環境ではなく、

乾燥に対する過般｜主にあることを生理c生態的

研究から突き止めた。また、初期成長は種類で

きく異なるが、フィリピンの季節林樹種で植

栽環境の違いに対応した初期成長を種類別に

確認し、選別できた。初期成長促進に重要な機

能を持つ菌根菌の研究も進んでいる。東南アジ

アでは選択伐採による天然更新法によって天

然林が管理されているが、従来の伐採。搬出方

法では次代の稚ー幼樹の 40～ 60%

大きな損傷を受け、天然更新が失敗する

。現在、被害を低減できる伐採・搬出方法

の開発がほぼ見えてきている。不適切な伐採に

よる低質化二次林の有用樹林への補正方法の

研究も初期条件についてはほぼ完了した。これ

らはまだ初期段階の研究で、また地域や樹種も

限られており、今後さらに研究を進め、持続的

な森林の育成・管理法の確立に繋げる必要があ

る。いずれにせよ本課題は東南アジアにおける

経済林の持続的な育成管理のヰl心であり、精力

的な検討が必要である。

マングロープ林の管理技術については汽水

域プロジェクトで、汽水生態系への餌となる

機物の供給量と森林管理との関係の解析が進

んでおり、この成果を基に今後さらにマン

ロープ林の適正な育成及び汽水域の適正な管

理を総合的に行い、地域の農林水産業を発展さ

せる総合管理方法の確立につながる研究の開

始が望まれる。

人工林の害虫被害防除及び育成管理研究：近

年、アカシア等マメ科樹種の造林が増加し、同

時に加害害虫も発生している。特に Xystrocern

属の防除については大きな成果が得られ、イン

ドネシアではこの成果を事業に取り入れてい

る。また、林業部門のノーベル賞とも言われる

世界的なマホガニー属の害虫、 Hypsipylaの防

除法についてもマレーシアで研究を進めてい

る。まだ完成までには至っていないが、今後の

展開が期待できる成果が上がっている。さら

に、荒廃地の代表としてスズ鉱山跡地の森林化

研究も生理的条件の解析が進み、今後の研究推

進に期待がもてる。

森林破壊・再生の社会経済的条件解析研究：

フィリピンで行われたアグロブオレストリー

プロジェタトの中で、農業からの支援を受けて

タウンヤシステムのような農林複合形態での
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森林再生と農作物の間作方法について検討が

進んだ。さらに、高地での野菜栽培と森林の破

壊との関係の解析も行われた。さらに、現在は

ICRAF （国際アグロフォレストリー研究セン

ター）との共同研究によって、農民の森林に対ー

する意識についての解析が進んでいる。これら

の研究をさらに総合化し、発展させるために、

現在早生樹造林地とアグロフォレストリーを

組み合わせた農林複合の総合研究がマレーシ

ア、サパナ1,1で展開される予定で、大きな成果が

期待されている。

熱帯林再生国｜禁。省際共同研究：焼畑農業に

よって発生した荒廃地を人工林化した森林で

の立地環境や植物遷移の動態を長期的視野か

ら観測する科技庁予算の研究で森林総研や他

省庁研究所等国内研究所とタイの大学。研究所

との間で、行ってきた。森林化によって環境が劇

的に変わることを実証する等多くの成果を上

げた。

今後の展開に向けて：国研の独立行政法人化

によって、より独立性が高まることが予想され

る。熱帯林の荒廃は農業や水産業と関係が深

し問題点の把握や解決には他分野との共同研

まで以上に他

場所との連携が重要となる。特に、森林総研と

は全世界にわたる「持続可能な森林管理に関わ

る国際的な枠組み」との関係も深く、途上国林

業以外の森林。林業研究についての意見交換や

共同研究などの相互連携が今以上に必要とな

る。同じく開発途上国との技術協力を進めてい

る.HCA森林。自然環境協力部や OISCAなど

のNGO団体とも相互に連絡を取りながら研究

を進める必要がある。汽水域フ。ロジェクトでは

水産分野と非常に密接な関係を築いたが、今後

開始が予定されている「熱帯林再生アグロブオ

レストリープロジェクト」でも農業分野との連

携を強める努力が重要である。

国際的にも多くの側面での連携が重要で、林

業分野においては相手国の大学や研究所の他

にAPAFRI（アジア太平洋林業研究連合）のメ

ンバーとして国際的な研究動向を把握してお

り、また、 CGIAR機関の ICRAFとも共同研究

を進めている。これらの国際的な研究機関との

良好な関係を今後も保つとともに、 IUFRO-

SPDC （国際林業研究機関連合一開発途上地域

プログラム）、他の CGIAR機関等の国際機関
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とも関係を持つ必要がある。

いずれにせよ、人員と予算が限られていると

いう事情は認識する必要があり、地域と研究課

題の重点化は今後も最重要の命題で、あれもこ

れもという一見美しいが散漫な対応を避け、愚

鈍でも着実な研究の推進が必要である。ただ、

国研の社会化といわれる独立行政法人化に求

められる社会への説明責任は常に意識してお

かねばならない。

⑦水産資源の保全・増養殖技術

世界の漁獲量（約 9,500万トン）は近年同程

度量を維持するか下降する傾向にある。地域別

漁獲量はアジア、南米、ヨーロッパ、北米の順

となり、特に北、南、中央太平洋とインド洋に

おいて世界の約64%の漁獲量をあげている。今

後水産物の需給においてはアジアでは経済成

長にともない消費が増大すると予測され、東

欧、南米ではたとえ経済が成長しでも消費は増

加せず、ヨーロッパでの消費は伸ぴないと予想

されている。

アジアの主要漁業地域であるタイ湾、トンキ

ン湾、ベンガル湾、南シナ海沿岸匡では、水産

資源量は漁民（約 1,000万人）による乱獲で減

少し、人口増加も原困してこれらの地域では遠

からず600万トンの食用魚が不足し水産物輸出

国になると考えられている。アジアにおける摂

取動物タンパク質の魚介類の割合は、フィリピ

ン、インドネシアでは高850%、タイ、カンボ

ジア、ヴ、ェトナムは 35%以上となり、水産魚

への需要が増加し、今後魚介類食料のいっそう

の確保が必要とされている。現在アジアの水産

食料資源の確保のために淡水魚養殖が飛躍的

に拡大し、主たる生産国中国では 1,400万トン

の生産をあげ、フィリピン、ベトナムでも淡水

魚、養殖魚の割合が増加している。しかし淡水魚

はコイ、ナマズ、テラピアが中心となり海産魚

と比較して低栄養価億あるいは味覚に乏しい

ため国内消費に限られ、外貨獲得手段とはなら

ない。一方海産魚に関しては低所得国における

主要外貨獲得手段のーっとなっており、アジア

ではゴム、茶、砂糖、米を上回る収益を得てい

る。取引されている魚種は、マグロ、エピ、サ

ケ、カニ、イカ、タコ、タラ類であるが、エピ

については天然漁獲量は横這い状況を呈し、養

殖エピの生産が増加している。

このように水産資源への需要増大と水産資

源の減少への対策として、養殖産業が著しく発

展している。東南アジアでは 1.12百万トン

(1984）より 2.45百万トン（1995）に増加して

いる。タイ等での疾病発生による生産減少は養

殖池の新・増設により補い、生産金額は 10億

ドルから 64.7億ドルに増加した。 1995年の養

殖生産量はフィリピンが一位（東南アジアにお

いて 33.2%）、インドネシア、タイ、ヴ、ェトナ

ム、マレーシアがつづくが、生産高（金額）は、

タイが一位（29.3%）でインドネシア、フィリ

ピンの順となる。タイの甲殻類生産はウシエピ

(Penaeus monodon）が主体であり、約 48万ト

ンを生産している（日本の車エピ生産量は約

0.2万トン）。このようにエピ生産は生産量が少

なくても、外貨獲得高は大きい。一方南アジア

においても養殖業は発展しており、 1984年か

ら 1995年の聞に、生産は 206.3%増加した。

1995年の養殖生産量・高は、 1.96百万トンで

28億ドルにいたる。この中でインドでの生産

が、 1.61百万トンとなった。このようにアジア

における水産生物生産は、エピ養殖および、淡水

魚、生産が飛擢的に増加し、淡水魚は国内食料用

に、また海産魚は外貨獲得の最大手段のーっと

なっている。

拡大をつづける養殖業は、都市開発による沿

岸域の汚染等の問題とともに、沿岸環境を劣

化・破壊し沿岸生態系或いは隣接陸圏生態系を

変えるような事態に至っている。この環境破壊

を抑制するためには、養殖産業に偏向している

水産業を多角的な産業に再構築し安定した漁

民の増収入をはかることが必要である。

a）沿岸水産資源の管理

開発途上国の水産業で、は漁業共同組合のよ

うな組織体制および鮮魚貯蔵施設、流通過程等

が欠如・未整備の状態で自国による大規模水産

業の展開が充分に行えず、外国船操業に依存す

る事例が多い。このため沿岸漁民は零細な小規

模漁業を行う他に、外国大型船の乗組員や利用

加工工場の従業員として漁業活動に従事する

状況にある。漁獲においてはエピ等高価値魚を

対象とするため、例えばエピ 1トンについて 5

トン以上の混獲魚を海上投棄するなどの資源

浪費が行われている。この状況で漁民の安定し

た収益を補償するために、資源管理にむけピオ
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トープ、サンクチュアリの設定、禁漁期間の設

定等とともに、漁民の組織化が必要であり、外

国船操業に依存しない自立した漁業の確立、漁

業権の付与、補助金制度、税制優遇、利用加工

への共同作業での収益増加方法等の施策が考

えられる。また現在当水産部が推進しているよ

うな沿岸魚介類資源量の推定研究を行うこと

により資源管理型漁業の基礎的知見を蓄積し、

資源の持続的利用方法を構築する必要もある。

この漁獲加入量調査のために対象魚類の産卵

成育生態、餌料生物および回遊経路、年齢査定

などの研究を継続して行う。

b）沿岸環境の保全、整備

特にアジア諸国で淡水魚養殖が発展してい

るため、近い将来湖沼・河川への過大な有機物

負荷による沿岸海水の富栄養化が生じ、周年に

わたる有害藻類の異常増殖（赤潮）が起こるこ

とが危i其されるため、今後淡水魚養殖における

ゼ、ロエミッション過程の開発を行うとともに、

現在推進しているマングローブなどの植林と

それに付随する湿地帯の構築などの環境修復

による沿岸資源の緬養研究を継続する。これま

でのマングロープ、汽水域の調査研究において

次の事象が明らかになった。①マングロープ林

の占有面積の大きい沿岸汽水域では、マング

ロープの少ない水域よりも漁獲量が大幅にう

わまわった。②マングロープ林の面積が大き

しまた樹木の種類も多い沿岸水域では水産業

に重要な魚の稚仔種数が多く、マングロープ水

域がこれらの魚の成育場となっていることが

明らかになった。③マングロープ樹木の多い沿

岸汽水域の海底土には有用員類が多数生息し

ているが、マングローブ林の少ない水域では、

線虫類が多かった。前者水域では陸からの土砂

がマングロープ林湿地に保留されるため海底

土の粒子はより細かく、このような場が貝類の

生育に適していると考えられた。④マングロー

プ汽水域の食物連鎖は、マングロープデトリタ

ス→エピ・カニ→魚類となっており、マング

ロープ林の少ない水域では動物プランクトン

が魚類の主要な餌となっていた。⑤マングロー

ブ林の湿地は、陸圏の栄養塩の貯蔵場所となっ

ており、この栄養を利用して有用な植物プラン

クトン（珪藻類）が多く生息していた。湿地の

栄養塩とケイ藻は連続的に沿岸水域に供給さ

れ、水産生物の生産の基盤になるとともに、魚

介類生産を阻害する有害プランクトン（赤潮プ

ランクトン、有毒プランクトン等）の増殖を抑

えている。⑥マングロープ汽水域より離れた住

民の収入は平均して 15%減少し、かつ失業率

が 5%上昇した。

以上マングロープを保全した場合には、安定

した漁獲収入が得られることが明らかになり、

マングロープの高い生産機能あるいは自然循

環機能を保全した沿岸漁業および養殖プロセ

スの開発がもとめられている。

c）養殖過程の改善

環境保全の見地から養殖施設の拡大を防止

する必要があり、このためには高付加価値魚飼

育方法を開発し小規模養殖で高収益が得る手

段とする。さらに養殖対象魚の成熟、産卵過程

の制御とともに、地元での種苗と配合飼料の供

給、疾病の防除と低農薬養殖による環境自己汚

染防止等の研究を継続して行う。またウシエピ

養殖過程で排出される有機物の負荷量を軽減

するために、ウシエピと漉過食性二枚貝ミドリ

イガイとの混合養殖実験を行い、窒素収支にお

いて混合養殖では有機汚泥を 20%程度軽減さ

せる効果を見いだしたが、今後はこのようなあ

らたな養殖技術の開発も行う。

3）農林水産物資源の利用・加工技術の開発

①農産物の保存・利用・加工技術

開発途上地域では、近年、工業化による経済

発展が急速に進展し、都市化と国民所得の向上

が見られた。この中、農業のおかれた環境も変

化しつつある。しかし、農民所得は、この変化

に対応できず取り残されてきている。また、ほ

ほ同時に、農業も世界市場へと結び付けられ、

先進国農業をはじめとした激しい競争に晒さ

れることとなった。農産物を実際に購入し、農

民所得の源となる消費者のニーズは、この間、

量的充足から質的充足へと向かい、さらに、農

産物の消費形態も西欧化へと向かっている。こ

れらによる、農村の崩壊も国によっては進行し

つつあり、高位安定した農産物生産にも悪影響

が出てきている。このような状況の中、食料の

量的確保とともに、質的向上への技術開発が求

められている。緑の革命以来、農産物の生産性

今
ん
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向上がそのまま農民所得の向上に繋がると考

えられてきた。しかし、実際には農産物が消費

者に購入されなければ、農民所得は向上せず、

生産性の向上がそのままは所得向上には結び

つかないことが明らかになりつつある。加え

て、所得が向上した都市消費者が、輸入農産物

を選択することも可能となり、状況の悪化に拍

車をかけている。本来、生産物である農産物を

消費者に届けるべき食品産業は、開発途上地域

では家内工業的・伝統産業的な小規模なものが

主であり、自力で消費者のニーズに応、えるだけ

の開発投資ができないということも、対策を難

しくしている。

このように、開発途上地域における農産物の

保存・利用・加工の分野には、多くの問題点が

あり、これらの問題を解決することで、生産性

の向上などの研究成果が農民所得に反映され、

農業の活性化、農業生産の高位安定化、最終的

には食料安定供給の確保に大いに貢献すると

考えられる。プロジ、エクト「東南アジアにおけ

る主要穀類の収穫後損耗防止技術に関する研

究J(2000-2004）が開始される理由もここに有

る。以下、この 10年間の聞に行われた主要な

調査・研究の背景と概要を示した。

a）農産物の品質評価・保持技術の開発

開発途上国における消費者の量的充足から

質的充足へのニーズの変化に応えるためには、

各種農産物について、化学的成分・物理的特

性・生理的特性等の分析評価法の基準化、迅速

簡便な分析・評価法の開発、包装などの品質保

全技術の開発、機能性成分の解明などによる現

地農産物の優位性の確保などを図る必要があ

る。また、農産物の健全性・安全性の確保は、

食品の味などの品質と共に重要であり、農産物

に含まれる有毒成分・マイコトキシン汚染等の

実態把握と対策としては、原因物質の同定・汚

染メカニズ、ムの解明・汚染防止、有害物質の除

去・無害化等の技術開発が必要である。この分

野で行われた調査研究の一部を以下に挙げる。

ア）熱帯果実の流通時における品質保持技

術の開発（経常、長期： 1994-1997)

タイにおいて高額で取引されるドリアンの、

流通を阻害する要因である悪臭を軽減化する

技術開発を進めた結果、一般的に悪臭除去に有

効な茶由来のポリフェノールは効果が少なく、
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ドリアン表面にワックス処理を行うことが有

効であることが判明した。また、貯蔵中の農産

物の雰囲気を制御することで、貯蔵期間を延ば

す（CA貯蔵）検討をサポジラ・ライム・パイ

ナップルなどの果実と野菜類で行った結果、熱

帯果実では、低温での貯蔵中に低温障害を起こ

すこと、またこれを避けるために室温付近で貯

蔵した場合、カピの発生が見られ、温帯農産物

での技術の適用が難しいことなどが明らかに

なった。

イ）農産物におけるマイコトキシン汚染防

止（経常、短期： 1993・1995・1999)

農産物のマイコトキシン汚染は、カピなどの

発生により生じる。この問題は、多くの開発途

上国の属している熱帯では、食料の安全確保に

大きな問題を起こしており、この実態の把握

は、非常に重要である。フィリピン・インドネ

シア・ベトナムにおいて、主要穀物である米・

トウモロコシ・大豆・落花生および、その加工

品のアフラトキシン含量を調べた結果、トウモ

ロコシ・落花生および、その加工品（ピーナッ

ツバター・ピーナッツテンベ）で、アフラトキ

シン B，が検出され、食品の原料である農産物

及ぴ、その加工品にさらなる安全性の検討が必

要であることが明らかになった。

ウ）農産物の生理機能性の評価（経常、国

内： 1996幽）

農産物の品質要素の中で安全性・栄養特性な

どと並んで重要である生理機能性に着自し、タ

イから入手した 100種の食用植物（野菜類）に

ついて動脈硬化やガン・肝疾患などの病因とな

る過酸化脂質の生成を抑える抗酸化物質およ

び、発ガンのイニシエーションを抑える抗変異

原物質等の検索を行い、インドセンダン

(Neem）をはじめ、ショウガ科植物であるフイ

ンガールートとガランガおよびタデ科植物で

あるポリゴヌム等に複数の活性が認められた。

こららの植物に含まれる活性成分を単離し、化

学構造を決定した結果、フインガールートには

2種類のフラパノン誘導体と 2種類のカルコン

誘導体、ガランガには 2種類のフェニルプロパ

ノイド誘導体が認められ、ポリゴヌムでは、 4

種類以上のケルセチン誘導体が確認された。ま

た、東南アジア各地域に伝統的に生産される各

種大豆発酵食品に含まれるマウス前駆脂肪細

胞の分化抑制作用（脂肪細胞への分化を抑制す
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る）を検討した結果、タイ醤油・腐乳・トアナ

ウ・日本の味噌・醤油などに活性が認められ、

日本の味噌からは、活性成分 (IR, IS) -1-

methyl-Iム3,4-tetrahydro-(3 -carboline-

3-carboxylic acid (RふMTCA）が認められた。

この物質は、マウス前駆脂肪細胞において、ホ

ルモンによって活性化される細胞内のシグナ

ル伝達の一部を阻害することにより、分化を抑

制することが解明された。（経常）

エ）食品のアレルゲン性予測技術の開発（経

常、閣内： 1996四）

農産物の生産性・保存性の向上のために、遺

伝子組み替え技術が先進国では既に実用化さ

れはじめており、今後、その簡便性・利便性ゆ

えに開発途上地域にも導入されてゆくことが

予想される。そのため、遺伝子組み替え農産物

におけるアレルゲン性の増減を正確に評価す

る技術の開発を行った。

オ）米穀類の品質評価・保全に関する研究

（東北タイ・経常、国内： 1997-)

タイにおける良食味米である香り米カオド

マリ 105の品質評価法として、精米に混米があ

ることを検出できる精米中のDNAの差異を利

用した品種判別法を開発し、市場品で分析を行

い、混米判別に有効であることを確認した。ま

た、香り米の評価指標である香りを理化学的評

価により、客観的に評価するため、香り成分で

ある 2-acetyl-1-pyrrolineの化学的合成法を検討

し、揮発性の高い本物質を正確に定量するた

め、重水素標識体を利用した同位体希釈法によ

り分析する方法を確立した。この方法により、

香り成分の生成部位を推定した結果、香り成分

は炊飯中ではなく、植物体で生成していること

が明らかになった。

カ）東南アジアにおける米穀類の収穫後損

耗の発生（経常、短期： 1993,1997醐 1999)

多くの開発途上国において、収穫後の農産物

の損耗は、主要穀物でおよそ 20～ 30%といわ

れており、生産された穀物の一部は、消費者に

届くまでに貯穀害虫の餌となってしまってい

る。これらの損耗の実態は、評価手法がはっき

りしないなどの問題があることにより、正確に

は把握されていない。しかしながら、生産性の

向上の限界が言われており、収穫後損耗は食料

問題解決に向けて、無視できない問題となりつ

つある。フィリピン・タイ・ベトナムにおい

て、この収穫後損耗の主要な要因と考えられて

いる貯穀害虫の調査を行い、熱帯地域において

は、これらの害虫の天敵類が多く、特に農家倉

庫においては、天敵の役割が大きいことが考え

られた。

b）農産物の利用加工技術の開発

開発途上地域では、所得の増大・食生活の改

善に伴って、消費者の食に対する晴好性が変化

し、広域に流通可能な多様な加工食品への需要

が高まっている。このために、各種の農産物に

適した利用加工法を開発し、新規用途の開発及

び農産物の高付加価値化をはかり、農民所得の

向上に寄与し、農産物の安定生産に寄与する必

要がある。また、開発途上地域では、農産物の

商品価値がわが国に比べ著しく低いため、顧み

られなかった副産物や、利用価値が不明である

天然資源が多数存在し、これらの農産資源の中

には、有効に転換利用出来るものが少なくない

と考えられる。この分野に関連する主要な調査

研究を以下に挙げる。

ア）タイ発酵性食物の微生物学的研究（経

常、長期： 1990-1995)

タイにおける伝統的発酵食品であるトアナ

ウ（納豆のようなもの）の種菌からビタミン

B12生産菌を分離し、栄養的に優れたトアナウ

の生産を試みた。また、この菌の変異株からウ

ラシルおよびクロラムフェニコール要求株を

選抜し、これを日本の納豆菌と融合させること

で、納豆菌にピタミン B12生産能を取り込み、

新たな食品加工技術を開発することを試みた。

イ）低利用・未利用資源の有効利用技術に関

する研究（経常、短期： 1996・1999)

南米・東南アジアにおける未利用農産資源を

調査し、ブラジルにおいては、大豆研究が立ち

運れており、油糧資源としてのみに大豆が利用

され、今後食品素材として、大豆が注目される

と考えられ、この分野の研究が重要になると考

えられた。東南アジアにおいては、キャッサパ

澱粉粕・パガス・ココナッツミルク粕・カシュー

ナッツ果実・ヤシ油・コーヒー殻などがバイオ

マスとして利用可能であることが明らかにな

り、これらの変換利用技術の開発が重要である

ことが判明した。
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グラスの切断長は 10-20mm、詰め込み密度を

400Kg/m3 JJ、上が良質サイレージ調製の要点で

あることを明らかにしている。大桃定洋は、 94

には、タイ国において、肥料等 しなく

てもある程度の量を収穫できる口種の牧草（マ

1科・イネ科）を用いてサイレージを調製し、
勺,'r 賀を調べるとともに農家への普及

の可能性を探ったところ、ルジーグラス、シグ

ナルグラス、カウピーおよび、ピーナッツ

として利用できることを明らかにし

γいる。しかし、酢酸発酵型であるために

少糖類含量、緩衝能等）および何ら

普処理の必要性を認めている。

のため、田中治は何年には、熱帯におけー

るマメ科植物8種および‘イネ科植物7種を材料

草とし、小規模のサ／｛ 1／」ジを調製してその発

酵品質を評価し、併せてサイレージ発酵の重要

因子であるこれら材料草の付着乳酸菌の菌数

を調査した。材料草の付着乳酸菌の菌数はいず

れの材料草においても 106CFU/g以下であり、

良質サイ］／ーγの調製に望ましいと言われる

を下回っていたこと、乳酸菌無添加区のサ

イレージの pHは4,9から 6.5と高い値を示し、

これらの多〈に酷酸臭が認められたこと、

雨添加区のサイレ』ジモ， pHが同様に前川、もの

ったカ宮、宇u敦菌とプドウ4去のj京力［｜によ

り、顕著な品質改善効果が認められたことを

告している。

篠田 満は、 98年には、東北部タイにおけ

るネピアグラスの生育ステージとサイレージ

調製時の細切処理がサイレージの品質および

家畜の探食量に及ぼす影響などを検討した。そ

して、細切処理はサイレージの品質および飼科

価値のいずれにおいても効果が認められ、埋草

密度を高めるためにも有効で、あったこと、特

に、栄養価の高い草丈 Imでは効果が大きいこ

と、また、 pHはネピアグラスサイレージでも

発酵品質を表わす簡易な指標として有効と認

められること、などを明らかにしている。

99年に原は、中国で採取したトウモロコシ

茎葉サイレージの品質成分に関する予備的調

査を実施し、一部のサイレージに、 pH5を越

え、保存性の低下が懸念されるものをも認め、

今後の保存性や貯蔵性のための検討が必要と

している。 2000年からは、大桃定洋により、タ
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イにおける農業・農産物への乳酸菌の応用に関

する研究が着手される。

③林産物の利用・加工技術

熱帯林を巡る国際的動向；森林育成の部門で

も述べたが、 1990年、熱帯林の推移に関する

1980～ 1989年の 10年間の国連統計が出され、

消失面積はウルグァイ l固に相当する年平均約

1,700万haが消失していることが明らかとなっ

た。熱帯林は、 25億Jトの家庭用エネルギー源

の確保、世界のj宣伝資源の過半の保全、 2億人

と国の主要輸出

地球の肺として

33開発途

さらに大気・水など

るなどの場

で、このような急速な消失はこれらの便益の減

殺を世界にあたえることとなった。特に木材に

関しては、貿易規模の縮小という形で多くの開

発途上国に経済的な打撃をもたらしている。

このような背景を受け、 1992年のブラジル

での国連環境会議では、気候変動等他の地球的

規模の環境問題に加えて熱帯林問題が取り上

げられ、「森林原則声明Jが、さらに「持続可

能な森林の管理経営」が提案され、承認した国

は多く、全j十l:l)filの森林びJ85%以上がこの枠組

みの中に入った。南米諸国の Tarapotoグルー

プとそれ以外の熱帯地域のITTOグループが編

成され、生態系保全、生産力維持、健全性維

水土保全、炭素循環維持、社会経済的便益

法的＠制度的枠組みの形成、という 7

「基準」を設定し、それぞれの基準の中

化できる「指標Jを立てて森林を観測、情報公

開することとなった。これによって林産物の持

続的生産が可能となることが期待されている。

一方、イタリアでの賢人会議は、熱帯林保全

には、アグロブオレストリーと流域管理、天然

林の生態と管理、林木育種と選抜、林産物の有

効利用と市場形成、森林政策と杜会経済研究の

重要性が指摘されている。林産物部門は未低利

用木材の利用方法や、利用林産物として最も多

い薪炭材の効率的利用方法の開発改善を含め、

利用技術の改善がきわめて重要となる。さら

に、天然林等からの利用の制限など持続的な利

用に関する政策の研究も重要となっている。

熱帯農業研究センター（熱研）及びHRCAS

での熱帯林産物研究体制：戦後日本で、の木材を

中心とした熱帯林産物の研究は現地での研究
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査方法の適用を試みた。そして、樹幹の打撃に

より発生する弾性波の横断方向への伝搬速度

を測定し、その速度からハートロットの有無に

ついて判定できることを明らかにした。伝搬速

度は、ハートロットが存在する個体では、概ね

800”900 mis以下であり、健全個体では 1000ml

s以上であった。間伐木の選定に際しては、弾

性波あるいは超音波の樹幹中の伝搬速度の測

定により、ハートロットを有する個体を選ぶこ

とが可能である。

ハートロットの調査の過程で、アカシアマン

ギウムは、心材の生材含水率が辺材に比較して

著しく高い多湿心材を有する個体が多いこと

が明らかにされた。多湿心材は木材利用に際し

て、乾燥コストの上昇を招くなど欠点と考えら

れている。多湿心材の存在が知られている幾つ

かの温帯産樹種では、心材部ではミネラル含有

量の増加やバクテリアの繁殖などの現象が報

告されているが、アカシアマンギウムではその

兆候は見られなかった。カルシウム、カリウ

ム、マグネシウム、ナトリウムの樹幹内分布

は、形成層で最大値を示し、心材に向けて減少

する正常なパターンを示した。アカシアマンギ

ウムの多湿心材の形成は、病理的な現象ではな

く、樹種や系統に固有であると考えられた。ア

カシアアウリカリフォルムスには多湿心材は

存在しなかったが、アカシアマンギウムとのハ

イブリッドには一部に多湿心材が認められた。

その高い耐久性には、カウチュークと呼ばれる

ゴム状物質が関与することを示した。カウ

チュークは辺材外部には存在せず、辺材中央部

の柔細胞で形成され始め、辺材が心材に移行す

るときに大量に形成され、隣接する木繊維にも

移動する。心材形成の段階で、カウチュークは

細胞壁内腔に沈着し、チーク材に高い接水性を

付与する。アセトンによりキノン類等の抽出成

分を除去したチーク材では、木材腐朽による重

量減少率が増加し、続いてクロロフォルムによ

りカウチュークを除去した材では、更に重量減

少率が増加した。チークの高い耐久性は、キノ

ン類等の抽出成分とカウチュークの相乗作用

によると考えられた。

オイルパームの有効利用研究の成果は、維管

束を繊維化して利用するため、蒸煮爆砕された

葉柄の組織の表面性を調べた。X線光電子分析

によると、維管束から分離した木繊維の外表面
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では、 0/C比（酸素／炭素の比）が低下し、 Cls

スベクトルの Cl要素（c幽 C,C-H結合）が増加

し、疎水化した。これは、蒸煮爆砕処理により

木繊維の 2次壁のリグニンが可溶化し、木繊維

の外表面に移動して一部が再沈着したことに

依る。これらの結果から、蒸煮爆砕された維管

束は、接着性には問題があることが示唆され

た。オイルパーム空果房をクラフト、ソーダ、

ソーダ・アントラキノン蒸解し、環境負荷低減

のため無塩素漂白、すなわち、酸素・酸・オゾ

ン・過酸化水素の 4段階漂白を行った。クラフ

ト蒸解・無塩素漂白で得たパルプは白色度 80-

90%を示し、塩素漂白と同程度の値となった。

手漉きシートの51っ張り、引き裂き、破裂強度

は広葉樹並であり、満足できる結果であった。

2000年以降は持続的な経営がなされる森林

からの木材資源が国際流通の主流になり、天然

林からの木材資源への依存は減少すると考え

られている。そのため、今後の人工林材の需給

予測についても調査研究を行ってきた。現在、

人工林由来で最も多量に製材品として利用さ

れているパラゴムノキは、資源の不足が予想さ

れており、とりわけマレイシアでは深刻な問題

になると考えられている。今後の安定的な供給

地としてはインドネシアとベトナムが期待さ

れている。インドネシアのスマトラ島はインド

ネシアのゴム園面積の 72%を占め、とりわけ

大規模林の割合が 39%と高いことが特徴であ

る。 2010年以降は、ベトナム南東部が、社会

基盤整備に伴いパラゴムノキを原材料とファ

イパーボード等の面材料工業の地となること

が予想される。パラゴムノキは、あて材の存在

や小径木が多く製材歩留りが低いため、利用方

法は製材からファイパーボード等にシフトす

ると考えられている。

今後の展開：持続可能な森林管理に関わる国

際的な枠組みは熱帯諸国でも重要な位置づけ

となっており、今後はこのような方式で生産さ

れた木材等の林産資源が求められることとな

る。特に貿易に係る林産物については、将来的

には ITTOグループでは 2000年目標と呼ばれ

る基準が必要となる可能性が高い。このような

林産物の認証制度は他にもあり、森林管理協議

会（FSC）による認証制度や国際標準協議会に

よる IS0140001基準もある。今後の研究の展

開に際してはこのような認証制度も意識しつ
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パク替のミオシンはほ

クチンとの相互作用

いることカヲハクレシ

エネルギーコストの安い市10

でもミオシン分子の尾部部分の変性が僅かに

こりやすくなるものの費ノ弔対効果の関係

ら現実的な選択範囲内にあると思われる。

c）成果の活用面と留意点

すり身、品

も海産倍、と同じようにそのすり身特

によって異なり、スケトウダラ型と非

スケトウダラの二つのグループに分類できる

ことを明きらかにした。次に個々の魚種の

を比較ノ検討したところ、テラピア、

ハクレン、コクレンはすり身原料として充

Ji,ノ
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中

り身品

を報告する。

b) 



試験研究の推進

以上で明らかにした中国淡水魚のすり身の

ゲル形成特性、製品開発技術、および凍結貯蔵

技術等に関する成果は、中国国内でのすり身関

連産業の起業化に向けて活用することに重要

な意義がある。そのために 1999年3月には淡

水魚の資源、流通、加工に関する総合的な第 1

回ワークショップを開催し、続いて、 1999年

12月には中国ですり身を産業化することに焦

点を絞り第2回ワークショップを、いずれも上

海水産大学で開催した。さらにワークショップ

参加企業のなかで淡水魚すり身加工食品の試

作の希望があり、日本の食品メーカにも試作を

依頼し試作品の展示と試食を目的とした第3回

ワークショップを 2000年 3月に上海のレスト

ランで、行った。なお一部成果は中周囲内では初

めての試みもあり、中国国内での特許の取得も

視野に入れている。

d）残された問題点とその対応

中国での淡水魚すり身化の産業化には、すり

身加工技術の普及、コールドチェーンの整備な

ど大きな問題が残されており、中国の食品業界

が産業化に着手するにはまだまだリスクが大

きいと予測されるため、次のステップとして日

本の民間活力を導入しつつ TICAなどの国際協

力を推進することが必要と考える。

4）生物資源の保存、生物機能の解明と利用技

術の開発

①生物多様性の解明と保全技術

a）東南アジアに分布するアズキ近縁野生

種の遺伝的多様性（平成4～ 13年度：

生物資源部、沖縄支所）

アズキやリョクトウの属するササゲ属アズ

キ軍属には 10種以上の野生種が存在する。こ

れら野生種は栽培種がもたない貴重な遺伝子

の供給源となる可能性が高く、品種改良の素材

として重要である。しかし分類学的研究が遅れ

ており、これまで遺伝資源収集が行われていな

かった。そこで東南アジアを中心に探索・収集

し、多くの野生種の収集に成功し地理的分布を

明らかにした。また、種間の類縁関係や遺伝変

異の多様性を細胞遺伝学的手法、 DNA、アイ

ソザイム分析等の手法を用いて明らかにした。

今後さらに収集を続けるとともに環境ストレ

ス抵抗性、病虫害抵抗性育種等の育種素材とし

て有効利用を図っていく。

b）熱帯アジアのマメ科作物野生種の分布

と生態に関する調査研究（平成 6～ 8

年度：企画調整部、生物資源部、委託

［琉球大］）

マメ科植物は重要な食用作物を多く含み、生

産性向上や種子成分の品質向上は、急増する世

界人口を支えるために重大な意義を持ってい

る。しかし品種改良のための有用な遺伝的多様

性を期待できる近縁野生種の分類学的研究・収

集・保存は極めて不十分な状況にある。そこで

熱帯アジアにおけるマメ科作物の近縁野生種

の分類学的・生態学的研究を進め、遺伝資源の

収集・保存をはかるために現地調査を行った。

その結果、タイ閏北部で 96種 189点、マレー

半島で3種目点、ベトナム北部で48種57点

のマメ科近縁野生種および栽培種を収集した。

特にアズキ・リョクトウ類（ササゲ属アズキ亜

属）に属する野生種の生育地を相当数発見し、

多くの種子を収集できた。これらの効果的な利

用方法を確立するために収集した遺伝資源の

有用変異の評価を進めている。

c）中南米原産地下作物の遺伝的変異の解

明（平成4～ 9年度：生物資源部）

ヤーコンはキク科の作物で南米のアンデス

高地原産で、その塊根は子供や病人用に健康食

品として利用されている。ヤーコンの塊根中の

含有糖類の約 90%がフラクトオリゴ糖であり、

機能性成分であるフラクトオリゴ糖の供給素

材作物として有望である。本課題では、ヤーコ

ンの遺伝資源の維持・評価・利用を拡大する為

に、それらの細胞遺伝学的特性を明らかにし形

態分類を試みた。ヤーコンの染色体数は 58本

で、基本数には？と 8の2種類のゲノム（Aと

B）が存在しゲノム構成は 6A+2Bの異質八倍体

であることを明らかにした。染色体数が 87本

の中間型品種は9A+3Bの異質十二倍体である。

また、栽培品種は簡易形態分類法により 5型の

形態型に分類し、中間型はベルーA型とベルー

B 型聞の品種間雑種由来であることを明らか

にした。更に、難関花性のヤーコンをヒマワリ

台木に接ぎ木することにより、開花誘導・促進

が可能であることを原産地で実証した。
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d）栄養繁殖性熱帯作物遺伝資源の特性評

価と長期保存法の確立（平成4～ 11年

度：沖縄支所）

開発途上地域に原産する栄養繁殖性作物は

遺伝的多様性に富み遺倍資源として貴重であ

るが、遺伝資源の保存・管理及び有用特性利用

に必要な技術の確立や情報の集積は充分に行

われていない。本課題では、長期保存法を開発

するとともに有用特性の評価を行い、栄養繁殖

性熱帯作物遺伝資源の喪失回避及ぴ育種への

利用を促進することを図った。超低温保存に

は、茎頂の最適条件を設定することが高い生存

率を得るために重要であり、大きな種間差があ

るガラス化液処理害を最低限に押さえ十分な

脱水が行える条件を設定することが必須で

あった。タロ、バナナ及びシロギニアヤムにつ

いてはガラス化法による超低温保存法を初め

て確立した。サトウキピの生長が緩慢な原因

は、比葉面積（SLA）が小さいことに起因する

ことが判明し、大きな SLA値を示すSaccharum

sinense種と Erianthus属植物を品種育成に活用

することで、初期生長の良好な品種を育成する

ことが可能で、あることを示した。南米産ヤーコ

ン品種間のオリゴフラクタン含量には幅広い

変異が存在しているので、乾物重を簡易育種指

標としてオリゴフラクタン含量を高くする品

種改良が可能であることを示した。

e）熱帯マメ科作物の不良土壌適応性機構

の解明（平成4～ 9年度：沖縄支所）

熱帯地域では、強度の酸性およびアルカリ性

土壌が広く分布しており、酸性土壌ではリン欠

乏、アルカリ性土壌では鉄欠乏による作物生産

阻害が著しい。熱帯地域では、肥料の十分な施

用は経済的に困難で、あり、作物のリンおよび鉄

吸収力を遺伝的に向上させることが望まれる。

熱帯地域で広く栽培されているマメ科作物に

ついて、鉄吸収力に関する生理的特性を明らか

にする。ヒヨコマメおよびリョクトウの鉄欠乏

に対する耐性の品種間差異を、沖縄およびタイ

国のアルカリ土壌において検討し、品種聞に大

きな耐性の差異があることを明らかにした。ま

た、水耕法を用いて 1）耐性品種は感受性品種

に比べて、鉄欠乏に反応した培地の酸性化能が

高いこと、 2）この鉄欠乏に反応した培地の酸

性化は、根の細胞膜上のプロトンポンプの作用

によるものであることを明らかにした。さら

に、プロトンポンプの遺伝子の一部をクローニ

ングし、根の先端部位における遺伝子の発現特

性を示した。本研究は、 1998年の土壌肥料学

会奨励賞を受賞した。

f）マイコプラズマ様微生物の遺伝情報の

解析とその利用（平成 5～ 7年度：生

物資源部）

イネ黄萎病（RYD）、サトウキピ白葉病

(SCWL）、ゴマフィロディー（SP）などの病気

は、マイコプラズマ様微生物（MLO、現在は

ファイトプラズマと改称）と呼ばれる細菌が病

原であるが、 MLOの性質は明らかではなかっ

たO 本研究により以下の知見が得られた。（1)

クローン化した MLOのDNA断片をプローブ

として、各MLOが容易に検出できる。（2）各

MLOのDNAのG+C含量は 20-30%と低く、

染色体以外にプラスミド様の低分子DNAを持

つ。（3）タイの RYDは日本のそれと非常に近

縁である。 RYDとSCWLは近縁である。 SPは

りんどうてんぐ巣病に近い。（4)MLOは病徴

の激しい部位に必ずしも多くない。（5）東北タ

イのイネ科雑草のMLOはSCWLと近縁である

が問ーでない。雑草にフイロデイ｝やてんぐ巣

症状を起こす MLOはSPに近縁であり、少な

くとも 2種の MLOがフィロデイー症状に関与

している。今後は MLOを防除するために、プ

ロープ等を用いて抵抗性品種を選抜する必要

カfある。

g）カンキツグリーニング病病原体の検

出・制御技術の開発（平成 7～ 12年

度：生物資源部）

カンキツグリーニング病はアジア、アフリカ

の熱帯・亜熱帯地域におけるカンキツの最重要

病害である。病原体（GO）は細菌であるが性

状が明らかでないため、有効な検出法がなかっ

た。本研究では、（1)PCRにより感染カンキ

ツ葉から GOの 16SrDNAあるいは 16S-23S

rDNA断片を検出する方法を開発するととも

に、（2）カンキツの黄色斑紋、葉脈黄化、葉脈

のコルク化を呈した葉からGOを高率で検出で

きること、（3）媒介虫のミカンキジラミ 1匹か

らの GODNAの検出が可能であること、（4)

タイの 7株の GOrDNA断片 1167bpの塩基配

唱－
i
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列は全く同じであり、タイ株とインド株とは

97.5%の相向性をもっていたこと、および（5)

媒介虫の好むゲッキツからは GODNAは検出

されず、本植物が中間宿主である可能性が低い

ことが明らかになった。今後は途上地域向けの

安価な検出法の開発と、グリーニング病抵抗性

素材の探索・開発に関する研究が必要である。

②生物機能と生物間相互作用の解明

開発途上国の乾燥、寒冷、塩などの環境スト

レスの大きな生育限界地におけるの農林水産

業は、温帯先進国の研究蓄積を基にした技術開

発では困難なものがあり、生物機能や生物開の

相互作用について、基礎まで深く掘り下げた研

究が必要である。解決すべき問題は多岐にわた

るが、開発途上地域の技術開発に大きな波及効

果が期待される課題を取り上げ、生態学、生

理・生化学、分子生物学等関連分野の手法を駆

使した研究を推進している。

篠崎和子らは、 1993年国際農林水産業研究

センター（IlRCAS）の開設にあたり、国内研

究の充実が計られたのを契機に、開発途上地域

にとって重要で、、技術的に困難とされていた乾

燥・塩害・凍結などの劣悪環境耐性作物の分子

育種を研究目標とした。これまでに農水省の予

算の他、生物系特定産業技術研究推進機構や科

学技術振興事業団等による予算のサポートを

受け、 4本の研究課題を密接に関係づけながら

推進してきた。

まず第一は乾燥耐性に関与する有用遺伝子

群を単離する研究である。そのため、西アフリ

カの乾燥地帯で栽培されている乾燥耐性な豆

科の作物であるカウピーとモデル実験植物と

して注目されているシロイヌナズナを研究材

料として選定した。乾燥耐性機構で働く遺伝子

のcDNAをシロイヌナズナから 36種類、カウ

ピーから 10種類をクローニングしたO これら

の遺伝子群の機能には非常に多様性があり、そ

の遺伝子産物群の協同作用により、乾燥から植

物細胞が保護されていると考えられる。これら

の遺伝子産物には水の細胞内輸送を行う水

チャンネルタンパク質や変性タンパク質を再

生するシャベロン、高分子物質の保護タンパク

質であるデハイドリン、適合溶質である糖やプ

ロリンの合成酵素等多数が挙げられる。これら

の遺伝子産物のうち特に適合溶質であるプロ

リンの合成酵素について詳しく解析した。プロ

リンはグルタミン酸から P5C合成酵素と P5C

還元酵素の 2つの酵素によって合成されるが、

特に P5C合成酵素の遺伝子が乾燥ストレス誘

導性遺伝子であり、乾燥ストレス下においてプ

ロリン合成の律速酵素として働いていること

を明らかにした。また、プロリンの分解酵素で

あるプロリン脱水素酵素遺伝子を単離し、給水

時にプロリンによってこの遺伝子が発現誘導

されプロリンを分解することも明らかにした。

さらに、最近プロリン脱水素酵素のアンチセン

ス遺伝子を導入した遺伝子組換え植物を用い

て、実際に乾燥耐性植物の開発に成功した。

ドイツや米国には、乾燥に対して特別な耐性

を示す復活植物やアイスプラントを用いて、乾

燥時に働く遺伝子の研究を行っているグルー

プがある。これらの植物を用いた場合も、我々

の研究グループと同様の乾燥耐性遺伝子群が

単離されており、普遍的に高等植物が陸上化す

るために獲得してきた遺伝子群である事が示

された。一方、単離した環境ストレス耐性遺伝

子を導入して耐性植物を作出する研究も行わ

れている。プロリンと同様の適合溶質の働きを

持つ糖やベタイン等の合成酵素の遺伝子を導

入して、塩耐性や低温耐性植物を作出した研究

やデハイドリンの遺伝子を導入することで乾

燥耐性植物を作出した研究などがある。しか

し、これらの遺伝子組換え植物の耐性度の向上

はわずかなものであり、実際に劣悪環境地で栽

培可能な耐性度の高い植物を開発するために

は、耐性機構に関与する多くの遺伝子の発現を

複合的に変化させることが有効で、あると考え、

研究を進めた。

第二は、乾燥・塩・低温耐性遺伝子群の働き

を調節する制御遺伝子を突き止める研究であ

る。耐性度の高い組換え植物を開発するために

は、複数の乾燥耐性遺伝子群の発現を制御する

マスターキイの役割を持つ転写因子と呼ばれ

ている制御因子の遺伝子を明らかにして、これ

を改変すれば良いと考えた。これまでに単離し

た40種以上の乾燥耐性遺伝子の発現制御機構

の解析を行った。その結果、これらの遺伝子は

少なくとも4種類の制御機構を介して発現して

いることを明らかにした。二つは植物ホルモン

であるアブシジン酸（ABA）を介して制御さ

れており、残りの二つは ABAを介さないで制

-72一
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でに、三つの経路で働〈

に成功している。これら
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、生存性としての牛群滞在日数を取り上げ、

関係を解明する方法を開発

した。生産性のみで選抜した場合には、アフリ

カ牛では生存性のj宣伝能力を失う可能性が示

された。 DNAマーカーを基に種畜の遺伝能

力を推定する場合には大きな遺伝的効果を

つDNAマーカーを選択し、それを
フ～チ
ノ；）」 あることを明らかにした。小松正

らはツイ 1) 1：~ン在来牛 3 種ゲノム DNA を採

取し－ciトコンドリア DNA型分析から？タイ

プにデt＆うーんれるが、大きくはホル又グ｛ンを含

むグ））ハ一一プとブラーマンを含むグループの2グ

ループに合けられることを明らかにした。ま

た、フィリぜン在来豚 3種のミトコンドリア

DNA型分析から 3穫はそれぞれ異なることを

明らかにした。最近の発生工学と匪操作の進展

ましし遺伝子改変動物の有用性に注目

が集まっている。そのため、山口学らは中国内

蒙古田治区の勝大な山

について検討し、

となる卵子の採取と培養法、体外受精法の予備

を行コた。エンドファイトには、植物体

を病害虫の感染から防翻し、植物の生長保進、

永続性、窒素固定などの有用性が認められてお

り、イネ科牧草等への新たな有用機能付与技術

として期待されてる。安藤康雄は、海外の各種

植物からエンドファイトを広く探索し、その有

用機能を検索し発現機構を解明し、エンド

ファイトの牧草類への利用技術の可能性を

討している。

また、農作物の遺伝・育種的改良を通して農

林水産業の生産力向とと安定化に大きな役割

を果たすため、地域の重要な農作物の遺伝的特

性を評価して有用形質を検索し、育種素材とし

て積極的に有効利用するとともに、手法開発お

よび効率的な選抜・増殖技術を開発し、品種改

良を行っている。

a）稲遺伝資源の評価と利用

マレーシア農業開発研究所（MARDI）との

共同研究では、熱帯農業研究センター設立

(1970年）以前から、国際援助計画「コロン

ボ。プラン」などに基づいて、ナト！の稲作試験地

において 1958年から行われていた。二期作用

水稲品種“Mali吋a" (1964年）及び

“lVfahsuri" ( 1965年）の育成は、東南アジア

における技術協力の中で最も画期的な成果の

ーっとされている。特に、“Mahsuri”は、 1990

年代にもバングラデシュなどで広く作付けさ

れており、東南アジア各国で広範に普及した。

これら 2品種育成

の日本熱帯農業学会賞が授与された0 1971年

らは、 NIARDIを主たる対象機関として、稲

育種に関する共同研究が行われた。：MARDIで

は、稲育種の主体はマレーシア側となり、日本

側はその基礎的な研究を支援することとなっ

た。 II/IARDIとの多年にわたる稲育種の共同研

究は、 1997年度をもって一応の終止符を打っ

た。 I990年代以降を中心とする共同研究の主

な成果は、 とおりである。根本博（1989.7

～ l 992.6）は、ツングロ病の抵抗性育種を中心

とする共同研究を行った。同病害に関与する媒

介虫とウイルスに対する品種抵抗性の遺伝と、

従来の抵抗性品種の抵抗性崩壊の機構を明ら

かにした。岡本正弘（19925～ 1994.11）は、

マレーシア産米の品質向上のために、炊飯米の

による良食味品種育成に関

する共同研究を行った。良食味米のアミロース

含量とタンパタ含量との相互関係を明らかに

するとともに、ピーカーによる少量炊飯法が選

に適用できることを明らかにした。加藤浩

(1994.11～ 1997.10）は、水稲生産性拡大のた

めのハイブリッド品種育成に関する共同研究

を行った。国際稲研究所が育成したハイブリッ

ド品種の中から、マレーシアに適応する組合せ

を見いだした。また、効率的なハイブリッド種

子生産のための体系を提案した。

中国雲南省農業科学院（YAAS）との共同研

究では、「遺伝資源利用による水稲の耐J令。耐

病・多収性品種育成に関する研究」が、 YAAS

と熱帯農業研究センターとの間で 1982年に開

拾された。本研究は、 1982～ 1984、1985～

1987、］988～ 1991年度の 3期に分けて実施さ

れた。引き続き、「新技術による稲遺伝資源の

評価及び利用技術の開発に関する共同研究」が

1992～ 1996年度に実施された。1997年度から

は、中国水稲研究所との「遺伝資源の特性評

価、新品種素材の開発と利用Jに関する共同研

究の中で、研究支援機関として YAASは位置

づけられている。 JIRCASの招へい共同研究な

どが活用されている。本共同研究によって日中

両国それぞれ 727品種の交換が行われた。日本

A
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稲遺伝資源は、雲南省における新品種育成の母

本として用いられた。日本に導入された雲南稲

遺伝資源は、耐冷性、低温発芽性及び病害抵抗

性などの母本として活用されている。本共同研

究によって 15の水稲新品種が育成された。こ

れらは、 1999年現在雲南省内の 20万ha以上

に栽培されている。この業績によって、日中稲

育種グループ（日本側 17名、中国側 32名）に

日本育種学会賞が 2000年 4月に授与された。

また、中国雲南省政府より、日本側長期派遣研

究員 17名に対し、栄誉賞が 1997年8月に授与

された。中国水稲研究所（CNRRI）との共同

研究では、総合研究プロジェクト「中国におけ

る主要食料資源の持続的生産及び高度利用技

術の開発J(1997～ 2003年）が実施されてお

り、その一環として「遺伝資源の特性評価、新

品種素材の開発と利用」（1997～ 2003年）の

共同研究が、 CNRRI（漸江省杭州市）で行わ

れている。 1999ij三3月から圏慶泰史がCNRRI

へ長期派遣され、「中国原生遺伝資源の特性評

価と利用及び新技術による新品種素材の開発j

の課題のもとに、安定・多収の新品種素材の開

発を行っている。また、 CNRRIとの共同研究

「害虫の総合的防除」に関する研究課題で、セ

ジロウンカ抵抗性の有望な遺伝資源が見いだ

されており、その育種的な利用が図られてい

る。

国際稲研究所（IRRI）との共同研究は 1960

年代から稲育種に関する共同研究が行われて

きた。 1984年度からは、農水省経済局主管の

特別拠出金による共同研究が行われている。第

I期共向研究「潅瓶水田の少資材型稲作技術の

開発」（1984～ 1989年）において、小川紹丈

(1882.9～1985.3熱研派遣；1985.5～1988.3拠

出金研究）は、自葉枯病抵抗性遺伝子の同定と

間際判別品種の開発に関する研究を行った。本

研究は、白葉枯病細菌の病理学的研究を日本で

山元剛が分担し、育種学的研究を小川｜紹文が

IR闘で行い、両者の協力によって効率的に実

施された。本研究の「稲白葉枯病抵抗性に関す

る遺伝育種学的研究」の業績によって、日本育

種学会賞が 1995年4月に授与された。第E期

共同研究「熱帯における稲二期作の安定化技術

の開発」 1989-1994 年において、池田良一

(1988.4～ 1993.3）は、ツングロ病抵抗性の遺

伝分析と準同質遺伝子系統の育成を行った。ま

た、高度抵抗性を持つ野生稲系統を見いだし

た。第E期共同研究「遺伝資源拡大による熱帯

水分ストレス下稲作安定化技術の開発」（1994

～ 1999年）において、井達時雄（1993.4～ 

1998.3）と加藤浩（1998.4～ 1999.12）は、稲

いもち病抵抗性の遺伝分析と準同質遺伝子系

統の育成を行った。判別品種及び多系品種とし

ての利用が期待される。第百期共同研究は、「環

境調和型稲作技術開発のための収量決定要因

及び環境適応に関する生理・遺伝学的研究J
(1999～ 2004年）を研究課題とし、福田普通

が 1999年 10月から派遣され、持続的な農業生

産のために、病虫害に対する複合抵抗性などの

有用形質の遺伝解析、 DNAマ｝カー選抜及ぴ

環境反応性の研究を行っている。

沖縄支所では、昭和 56年の世代促進研究室

の発足当初から遠縁交配育種の効率的利用に

関する研究に取り組み、池橋らは、インド型、

日本型双方に親和性を持つ品種を育種に利用

し、日印交配の雑種不稔を実用的に解消する方

法を開発し、 Ketan Nangkaのもつ不稔緩和遺

伝子（S-5n）を日本型品種に取り込んだ水稲中

間母本農9号（品種登録；昭和63年）を育成した。

b）畑作物遺伝資源の評価と利用

西アフリカ・スーダンサヘル地帯に位置する

ナイジ、エリア国カノの UTA支所において、こ

の地方の重要なマメ科作物のカウピーの耐乾

性評価法を開発し、 900点の遺伝資源を検定し

た。耐乾性に優れた 4系統の中でも特に TVu-

11979は多収系統（917kg/ha）であることを見

い出した。また、乾燥適応機構の解明のため、

葉及び根の特性を調査し、耐乾性を支配する主

要因子は下層土壌への根の伸長特性であるこ

とを明らかにした。この業績に対して、平成

10年日本熱帯農業学会学術賞を受賞した。

熱帯・亜熱帯の地域の人々の栄養源として重

要な畑作物や野菜、地域の基幹作物、新規作物

等について、各種評価手法を開発して遺伝資源

の特性評価を行い、育種素材として品種改良に

活用することが、開発途上国の畑作物・野菜な

どに求められている重要な課題である。友岡憲

彦はタイの主要作物であるリョクトウの多様

性中心と伝播経路を明らかにし、アズキ、リヨ

クトウ近縁野生種遺伝資源の収集・評価を行

い、マメゾウムシ、ハモグリパエ、線虫に抵抗

性の系統を発見した。中野正明は総合プロジェ

戸、J
勺
／
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クト「中国食料Jの中で、吉林省等の各地で採

集したダイズモザイタウイルス系統について、

'pij翌日品種を用いて接種試験の反応から異同を

明らかにし、 SMVヲCMV,SBMV, BCMV, AMV 

の伯に、熱帯などで多発している CMMVを検

出した。ダイズのウイルス病に密接に関係して

いるアブラムシに対する抵抗性を検定し、アブ

ラムシの生育、増殖を抑制している野生系統を

できた。菊池彰夫はブラジルにおいて、品

、耐病性遺伝資源の探索を容易に行うため

に、リポキシゲナーゼ欠失変異体の簡易検定j去

を確立した。山守誠は小麦の嬬性タンパク質の

ノム別欠失性を 2000品種・系統について調

し、Dゲノムの嬬性タンパタ質が欠失してい

る自火を発見し、嬬性小麦品種開発に貢献し

た。松岡誠はタイ、キューバ、沖縄県八重山地

方などでサトウキピの収集を行い、特性評価を

行っている。竹田博之らは沖縄県八重山地方に

けーる作物在来遺伝資源の収集、調査を行って

いる。

作物の育種は、長期間にわたる多数の育成系

統の選抜、評価を必要とすることから、

な世代促進法の確立を図るとともに、分子生物

学的手法を利用した選抜技術等、バイオテクノ

ロジー及びその関連技術を活用した育種技術

の開発を行うことが重要である。そこで、沖縄

支所作物育種世代促進研究室では国内の稲及

び麦育種機関との共同研究で、亜熱帯の沖縄支

所の気象環境を活用して雑種集団の世代促進

を行いながら、日長、気温、低温要求性などが

世代促進栽培にでの選抜効果に及ぼす影響に

ついて研究を行っている。稲垣正典は国際乾燥

地農業研究センター（S62～ H2）及び国際ト

ウモロコシ・コムギ改良センター（（CIMMYT)

H5～H9）において、小麦における半数体育種

技術の開発と育種的利用、末永は CIMM:YT

(HW～）において半数体倍加系統を用い、

麦の黄さぴ病および赤かぴ病抵抗性を効率的

に選抜するための実用的な DNAマーカーと分

析技術の開発を進めている。沖縄支所国際共同

研究科では、稲の耐塩性、高温ストレスに対す

る環境ストレス耐性品種の作出技術を開発す

ることを目的に、耐性ストレスの機構を生理。

生化学的に明らかにし、遺伝子発現と機能解析

を行こっている。サトウキピではアグロ／てクテリ

ウム法を用いて遺伝子導入に取り組んでいる。

開発途上国に存する遺伝資源を収集，評価

し、これらの優良な遺伝資源を育種的に利用

し、品種育成することは開発途上国の農業に大

きく貢献することができる。そこで、沖縄文所

において、阿部二郎らは亜熱帯地域における夏

季野菜不足の解消のため、しかくまめを熱帯。

亜熱帯から し、その遺伝資源を特性調査

L、選抜・淘汰を行い、若英を利用する「ウリ

ズン_I （品種登録；平成 2年）を育成した。こ

の業績に対して、平成5年日本熱帯農業学会磯

賞を受賞した。中iiI仁らは、ギニアグラスの二

倍体有性生殖系統種子にコルヒチン処理し、四

倍体有性生殖個体を作出し、放任受粉で得られ

た系統から選抜し、ギニアグラス中間母本農 1

号を育成した（品種登録；平成 5年）。熱研プ

ロジェクト「中国野菜Jにおいて、森下昌三ら

は中国の亜熱帯地域の夏野菜の不足を解消す

るため、キュウリについて当該地域の耐暑性、

耐病性に優免れた在来品種と多収、高品質の台

湾、日本、中国品種との交配から耐暑性、耐病

性、 l収量性、品質に優れた Fl品種「雑交 l号J、
2号J、「雑交3号」を育成し、杉山慶太

らはキュウ 1）「ふ 116号ム「ふ 119号J、イチ

ゴ「申旭 1号｜、「申旭2号Jを育成した。友岡

憲彦はタイにおいて、 l)：ヨクトウの先祖野生種

Vigna radiata var.s叫 lohata のl系統から発

見されたマメゾウムシ抵抗性遺伝子をタイの

リョクトウ奨励品種に導入し、抵抗性系統を育

成した。昭和百年にマレーシアにおいて遺伝

資源探索収集調査で収集したサヤインゲン集

団の中から、中野寛らは純系選抜し、耐暑性に

優れた「ハイブシ_I（品種登録；平成 10年）を

育成した。江川宜伸らはこの耐暑性に極めて優

れた特性を品質が優れている市販品種に導入

するめ、戻交配して耐暑性、形質、品質が優れ

る個体を選抜している。

総合プロジェクト「中国食料Jにおいて、平

成 11年から中国吉林省において、大豆育種研

究に着手した。足立大山は高品質の収量の安定

と機械化適性に優れた大豆品種開発を行うた

めに、中国にある豊富な遺伝資源の特性調査を

行い、有用な遺伝資源を交配し、系統の選抜を

行っている。総合プロジェクト「南米大豆」に

おいて、平成 10年からブラジル、アルゼンチ

ン、パラグアイにおいて研究を開始した。南米

は温帯から熱帯に位置し、大豆作では病害虫が
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1～ 6Hと5～ 10日

-~ じア

5) L寸

な傾

風食防止に伴う

していると考えられる。そして

ーとの強風の吹走［尋問は、

277,73時間であり J虫風時間の主風向は西北西

ったO またワタとコウリャン
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b）草地
5':_,c 
% 

ア）牧畜システムにおける資源利用に関す

る経済学的諸問題の解明（平

モロッコの家畜生産の中心は、放牧を伴う粗

放生産システムに基づくヒツジおよびヤギ飼

であり、その分布は全国におよんでいる。ヒ

ツジ s ヤギ牧畜は、農業副産物の飼料化を伴う

とする放牧型に

の解明と の開

浸透、家畜飼養における集約的技術の普

及、土地の国家管理の強化、出稼ぎとそれに伴

う家族労働力の不足などにより、放牧地の野草

資源の粗放的利用を特質とする伝統的な土地

利用が困難となり、 な密度による

可能となるメカニズ、ムが解明さ 。

イ）アフリカの乾燥。半乾燥地におりる草地

と保全技術の開発（平元 5) 

乾燥地牧野では、過耕作や過放牧による

イヒが心配されている。そこで広域植生状況と降

水量、放牧強度から適正利用を推定することを

をシ 1）ア北部マラガ国営牧

野にとり、衛星データと気球写真とから植生判

読を行った。月別降水量と植生指数とはよく対

応しており、秋の降水で密度を、春の降水で、草

量を確保していた。放牧強度を変えた自然植生

は、 3年続いた干ばつ

分の現存量であっ～。

は回復するものの、干

る放牧法が必要であろう。

は半

降水があれば植生

に放牧強度を下げ

ウ）ステップ土壌の肥沃震と植生との関係

解明植生とその利用 （平 9)

カザブスタンの土壌の種類および面積の

布割合はカシュタン［栗色土］ (42.0%）、セラ

ジウム（33。0%）、山岳士、（12.0%）、チェjレノー

ゼム（9.6%）、その他（3.4%）であった。草地

テッブ、ステッブ、 llJ岳ステップに分

いた。アルマティーナト［アルマティー

( IEI首都）周辺の土地利用は放牧地、採草地、

林地、非潅概畑地、潅j既畑地およ

に区分されており、

および、砂漠地帯は州面積の約 80%を占め、牛、

羊、馬、 llJ羊、およびラクダが放牧されてい

た。カザフスタンにおいて草地が多く存在する

山岳ステップ地帯は、年聞の降水量が 400mm

程度で 5～7月頃まで緑に覆われ、羊、馬の放

されていた。斜面方位と植生の関係は明瞭

で、北斜面が最も植生を構成する草種が豊富で

あり、ヨモギ類を主体としたものである。一

方、南斜面が最も乏しく、東および西斜面はそ

の中

c) ぴ！坊風効果の

解明と農業利用

ア）乾燥農業限界地域の蒸発散量の評価（平

中国新謹阜康荒市は降水量約 190mmの乾燥

であり、地下水を利用した潅蹴農業が広く行

われている。慣行方法により管理されるワタ圏

場において、潅獄後の蒸発速度、蒸散速度を制

した。

300mm 

140mm と計算された。慣行方法によると、

28日目に再度潅j慨を行なう必要があると

判断されたが、無潅棋でもその後約 1

速度は低下せず、有効水分が残存していた。有

効水分の幅は 22%であり、

96cmと推定された。

層の厚さは

イ）砂漠化防止のための防風ネット と

砂E移動調査およびオアシス

取栽培下での土層内水移動のモデル開

発（平 8)

若いポプラ防風林による作物の生育調査を

行った結果、 4高倍距離付近でワタの草丈は最

高 135cmで、之～ 7高倍距離ではほぼ同じ 130

～ 135cmの草丈であり、防風効果が良く出て

いることが判った。莫索湾地域での 8月四～

30日の最高気温は 42.2℃、最低気温は w℃前

後であった。 30日の早朝には降雨があり、天

山山脈は中腹まで冠雪した。地温の熱伝導解析

から地表面温度の日較差は 24.4℃、地温較差

の減衰係数は 0.0356℃／cn1，温度伝導度は

0.005Li5cm2Jsであった。 アー

。λ
U

勺
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タから防風林用の人工林と荒漠林の実蒸発散

量と CRABモデルによる実蒸発量の比較を

行った結果、CRAEモデルによる実蒸発量は水

収支法による蒸発散量とほぼ一致した。

ウ）溝底播種とべたがけの節水効果（平 9)

夏に新彊ウイグル自治区の阜康で、瀧水量を

5-50mmまで変えた圃場に小麦とコマツナを

深さ 5- 8cm程の溝底に播種し、「溝底播種j

と「べたがけ」が生育に及ぼす影響を解析し

た。その結果からこれら技術の濯水抑制効果

は、播種後 l14月間に、溝底播種で 25-35mm、

べたがけで 25mmであった。溝底では、土壌

水分の減少が抑制されたが、山の部分を含める

と土壌面蒸発は促進された。また、土壌面蒸発

の80%以上が深さ 10cm以深から供給されてい

た。これらのことから、溝底で、土壌水分の減少

が抑制されたのは、下層土からの水供給が多

かったためといえた。一方、耕土では、土壌水

分は 12時前後（新彊時間）に多く、地温は 9

時前後に低い変化を示したが、下層土では、地

温変化はわずかであった。下層土上部の深さ

30cmの地温が 0 15時にかけて耕土より高

かったことから、下層土から耕土への水移動は

水蒸気態によるものと推察された。

エ）乾燥地における環境保全アセスメント

のための気象環境調査（平 9)

オアシスにおける気象改善効果を明らかに

するため、中国トルファンにおいてオアシスを

縦断する移動観測を実施した。その結果、防風

林の設置状況によってオアシス内の温湿度条

件が大きく異なることが確認できた。オアシス

の最前線には強箇な紡風林があり、かつ、オア

シス内は平均490m毎に防風林が配置された地

域では、沙漠からオアシスに llan入ると気温

は5℃低下し、相対湿度は 14%上昇した。一

方、防風林が疎らであったり、十分に成長して

いない地域では、沙漠からオアシスに6km入っ

た地点でも気温の低下は 0.7℃、相対湿度の上

昇は 3%であった。観測結果は、オアシスにお

ける防風林の配置を改善する基礎資料となる

と考えられる。

d）岩石の風化機構・乾燥地土壌・塩類土

壌の生成・分類と農業利用

ア）熱帯乾燥地域における風化作用と土壌

特性の解明（昭 63柵平 3)

土壌の母材となる各種岩石・鉱物の風化過程

を化学的側面より、地球化学的シミュレーショ

ンを用いて解明することを目的とした。本シ

ミュレーションにおいては風化・土壌化・水質

形成過程を岩石・鉱物一水溶液相互作用による

変質現象としてとらえた。熱帯地域に広く分布

する「かこう岩→ラテライトjを例にとり、

種々の熱力学的因子、諸条件（温度、庄力、

pH、Eh、二酸化炭素分圧、酸素分圧等）を代

入した。計算機実験の結果、一次鉱物の溶解過

程、二次鉱物の生成過程、水質の形成過程など

が理論的に求められた。さらに風化・土壌断面

における鉱物組み合わせ、物質的性質（湿潤密

度、乾燥密度、間隙率、含水比、比熱等）の変

化も得られた。

イ）中国トルファン盆地の土壌特性の解明

（昭 63－平4)

乾燥地域における土壌資源の特性解明のた

め、中国トルファン盆地の土壌調査を行った。

盆地は、北から南に向かつて、地勢は低くな

り、温度は高くなり、地下水位は高くなり、堆

積物は細かくなる。これに応じて土壌は、天山

山地一褐色砂漠土一乾燥塩類土一潅蹴耕作土

潅j翫沈泥土一風砂土水成土塩類土一塩

穀土と変化する。これに伴い土壌は細粒質にな

り、塩含量も高くなる。断面発達はいずれも弱

い。潅瓶耕作土と潅蹴沈泥土が主に農耕に利用

されている。粘土鉱物は 2:1型が 1: 1型より

も多く、土壌は化学的には活性であるといえ

る。いずれの土壌も pHは高く、強アルカリ性

で、多量の塩をもっており、植物養分は高い

が、耕作と潅慨によって塩類化の危険が常にあ

ることが明らかになった。

ウ）土壌生成と植生被覆との相互関係の解

明（平 5-6)

深成岩 5、火山岩4、堆積岩4の岩型（粉末

試料及び整形試料）を 25℃で純水に反応させ、

溶解特性を求めた。実験結果より以下の結論を

得た。（1）低間隙率の岩型ほど、飽和に達する

時聞が銀い。（2）高間隙率の岩型ほど、溶解速

度式での試料形状に関する係数が低下する。

(3）粉末試料における溶解されやすさの順位
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は、天然での起伏状態と概ね反対の傾向とな

る。（4）粉末試料と整形試料との溶出量の関係

において、高間隙率の岩型では単純な比例関係

とはならない。

エ）岩石の変質・破壊過程一岩石・鉱物・土

壌の特性変化の解明（平 5-11)

風化変質により生成される二次変質物に対

する新たな分析方法を確立した後、この方法を

用いて、環境資源に関係する熱帯土壌及び乾燥

地土壌について、二次変質物の生成過程の時間

変化を求めた。まず、二次生成物の X線光電

子分光法（XPS）による化学結合状態、最表面

状態分析法、原子間力顕微鏡（AFM）による

表面構造解析法を確立した。同時に、岩石の溶

解特性、水の活量と間隙径との関係、蒸発特性

に関する実験を行い、実験式及び理論式を誘導

した。新たな分析方法と各式を考慮して、以下

の結論が得られた。（1）二次生成物は均一に生

成しない。（2）岩石や土壌の溶解作用におい

て、間隙率は初期反応時に大きな影響を及ぼ

す。（3）塩類は蒸発により、地表近傍に硬盤層

を形成し蒸発を抑制してしまうため、下層に塩

類が残存する。（4）乾燥地域の地表に析出した

塩類を人為的に除去しても、再析出が開始され

る。（5）いくつかの塩類に石こうを投与した場

合の効果の一つに、塩の析出速度の増加があげ

られる。（6）いくつかの塩類は、乾燥地におけ

る水分含量の指標となる。

オ）アジア稲とアフリカ稲の種間雑種にお

ける環境適応性についての遺伝学的及

び生理生態学的研究（平 10-)

アフリカの気候や土壌条件に適応したイネ

品種の育成・導入は、この地域の食糧問題解決

に大きく貢献することが期待される。アフリカ

在来のイネ、オリザ・グラベリマはこのような

適応性の遺伝子ドナーとして注目されている。

本課題では、アフリカの農業生産向上を阻む最

も大きな環境要因の一つである乾燥と酸性土

壌に対する適応性について、グラベリマの生理

学的特鍛と種内変異を明らかにする。また高収

量高品質のアジアイネ、オリザ・サティパとの

種間雑種集団を材料とし QTL法により、乾燥

ならびに酸性土壌適応性に関与する遺伝子な

らびにマーカーを探索する。グラベリマとサ

テイパ聞の遺伝的多型をマイクロサテライト

マーカーを用いて検出した結果、グラベリマと

インデイカ亜種間では、多型の見られたマー

カーがすべての染色体にほぼ均等に分布して

いたのに対し、グラベリマとジャポニカ亜種の

組み合わせでは、第？と第 12染色体に多型の

あるマーカーが希薄な部分がみられた。グラベ

リマとサテイパ及び

レス下で栽培し、生理学的形質について調査を

行った結果以下のことを明らかにした。①生育

初期においてはアフリカ稲が必ずしも優れた

耐乾性をもっとはいえない。②地上部切断面か

らの出液速度は根の生理的活性による浸透的

吸水能力をよく反映し、測定方法も簡便である

ことから、耐乾性の QTL分析に用いる指標の

一つになりうる。

②低湿地における環境資源の利用・保全技術

低湿地はその保全が重要であるが、一方に

おいて今後の農用地拡大にとって大きな可能

性を有している。これらの地域の問題点は、排

水が困難であり地耐力が極めて小さいこと、作

物の生育に対して土壌の理化学性に欠陥があ

ること等であり、このため未利用あるいは低利

用の状態になっている。低漉地の土壌は泥炭土

壌と酸性硫酸塩土壌がその主要なものであり、

それぞれ自然植生が異なっている。これらの分

布、植生等の特徴を明らかにするとともに、開

発が自然環境に与える影響を考慮しつつ、これ

らの地域における生態系調和型農業確立のた

めの研究を行っている。

a）低湿地の水管理技術

ア）貯水池群の合理的水管理法の検討（平8)

適切なダムサイトの減少、環境への意識の高

まりなどから新たなダムを建設することは次

第に困難となっている。このため、既存の水利

施設を活用して水資源を有効利用する技術が

求められている。本研究では複数の貯水池を有

効に利用し、水田の生産性を高める手法を検討

する。 3個の貯水池と水田地帯からなる水利シ

ステムを持つマレイシアのムダ地区を対象と

し、貯水池群の最適運用ルールを作成し、貯水

池の放流容量が大きな要因となっていること

を明らかにした。また、第 1作（乾期作）の適

切な作付面積を潅瓶初期の貯水量から決定す
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？）パインアッ
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（平 3-7)

ノfインアップルは初期生畏が；豆いために 1パ

ンマ、フ ル；［国はi!J.しい侵食を受けやすく、

の 国となっている。ぞーこで＼

を用いて、パインア

における

'・ ＂」
てコ

また、掛面長： lIm・

lrnにウイ b ピン

におけるパインアツ

亡量（平米あたり

亡量（平米あたり 7A.8kg）の約 l/100

あった。さらに、斜面長 llrn，傾斜角 3度の斜

面に5月上旬から 8月中旬までピジョンピーを



試験研究の推進

したのち刈り倒し、 9月中旬にパインアッ

ルを不耕起定植したi互における定植稜8%月

間の土壌流亡量（平米あたり 0.07kg）は、対照

の土壌流亡量（平米あたり 1.01kg）の約 1/14

あった。以上の結果から、 4月に耕起し

の下端にウイーピング。ラプグラスを、

刈！日［iにピジョンピーを栽培したのち、 8月にピ

ョンピ、『を刈り倒してパインアップルを不

る方法を組み立てた。

イ）パインアップル・サトウキピ

る被覆作物の適草種選定と

3-7) 

が旺盛かつパインアップルの生育

を妨げず、雑草化しにくい特性を目標に、パイ

アップル畦間被覆に適する牧草・芝草類の草

を5年四月から 1年間にわたって行い、

61）；月程度の短期利用向きとしては、

を考慮してイネfif五日也型

牧草であるイタリアンライグラス

夕、ハJl/Jを選定した。

るゼンチピードグラスを

れら草種の管理手法について検討し、作付

を想定して、

を行ったところ、イネ科雑草に選択的効果

をa 有するセキトシジム乳剤、非選択性の

DCPA ・ NAC乳剤ともに効果があり、上記2草

種の雑草化の可能性は低いことがわかった。

ウ）熱帯耕地の侵食＠劣化動態と対策技術の

開発（平 6-8)

パキスタン。パンジャブ州北部に位置する土

しい農耕地を対象として、衛星デー

タ及び地理情報による侵文庶の評価方法を確

立することを目的とした。侵食地域の空間的特

徴の抽出及び地表面被覆の程度と侵食度との

侵食の量的評価方法について検討した。

土地利用形態に起因する因子を衛星データか

ら求め、ディジタル化された地形データより傾

を計算して USLE型の推定式に適用した。

の結果、精度の定量的な検証には至らなかっ

たものの、土壌侵食量の地域間の相対的な比較

は可能となった。
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エ）リモートピンシング及び地理情報シス

テムを用いた半乾燥地域の

イ七の解析（平 10-U)

熱帯半乾燥地域では、作物生育に必要な日射

量と温度は十分に存在し、適切な水及び土壌管

理を行えば農業生産拠点と成る可能性を有し

ている。パキスタン。パンジャブ平原において

も、大規模な瀧蹴システムが巡らさ

産地帯となったものの、塩分を含んだ地下水位

生産

水施設の整備等による土地回復プログラムが

実施されているが、その効果を客観的に評価す

ることは容易でなしみ。本研究では、多時期衛星

データ及び土地回復プログラムに会わせて

施された現地観測資料を活用し土地劣化動態

の実態を把握することを目的とした。平成 10

には、データ収集と対象地域の概要把握を

る可能性を検討した。その結果、

cf湛水の発生域の抽出は、画像判読からは可

zhる を定式化することは困難で

化地域の時空間

の関係を

には、塩類

の変動と

ラムが実施された 2地区.0）内切 l地区では塩類

化地域が縮小されたものの、他の 1地区ではほ

とんど変化が見られないことが確認された。ま

た、改善地区においても、 1度改善された後、

再び、悪化傾向にあることが、地下水位の変化か

ら明らかとなった。

④地球環境保全機能の解明

人口増加、併せて工業等を中心とする

の急激な活動の結果、地域規模？の環境悪化が

引き起こされている。二酸化炭素、メタンガス

び熱帯林の消失。荒廃による二酸

化炭素吸収龍の低下による地球の温暖化現象

が生じていること、また砂漠の拡大に代表され

る地球の乾燥化、森林の伐採による森林の水保

全機能の低下による洪水、皐魁、

生、また酸性雨、野生生物

れまで人類が経験しなかった地球的規模の環

境悪化がもたらされつつある。人類共通の問題

であり、開発途上地域の農林業に係わりの深い

問題について研究を震関している。
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試験研究の推進

以外に、タイやインドのダイズ根粒菌とリョタ

トウ根粒菌が属すグループと、インドのキマメ

が属すグループがあることが明らかに

なった。さらに、これら 2つの幸庁しいグループ

にHelk仰がよりも S会 japonicumに近

ど位置することが分か、った。これらの菌の分類

学的位置付けをさらに明らかにするために、微

生物分類によく用いられる表現型の一つであ

る脂肪酸組成につい

られた脂肪酸組成とそ

したのF；川／[Eう子オ斤で

、RFLJP分析

16SrRJ河A遺伝子の配列によあ科やグJlハーブ

け と 一致しなかったが、熱帯産の

根粒菌の多様牲を示した。微生

物を分類する時にどの遺伝型と表現型を調べ

るべきか、さらに検討する必要があると考えら

。

ウ）熱；箭イネ科牧草の硝化抑制作用（平 7-

U) 

熱帯の低肥沃土壌では、利用できる有機物や

肥料が限られており、作物による窒素の利用効

率を高めるため、出来るだけ硝化による窒素の

揮i散や溶脱を抑える必要がある。この研究で

は、熱苦イネ科牧草の一種である Brachiaria

J山 n.idicola(Bh）による硝化抑制作用のメカニ

ズムの解明とともに、土壌から発生する

窒素の抑制効果を検討した。 ClATから

たBhを含む 3種類の熱帯イネ科牧草をポット

で8週間生育させ、土壌のみを採取した。採取

した土壌に硫安を添加し、土壌中の硝化作用を

測定した結果、 Bhのみ硝化が始まるまで 12日

間のラグがあり、硝化が抑制されていた。それ

とともに、土壌から発生する亜酸化窒素の量

も、他の牧草の 1/6以下、だった。土壌中のアン

モニア酸化細菌数を測定すると Bhのみアンモ

ニア酸化細菌の増殖が抑制されていた。以上よ

り、 Bhはアンモニア酸化細菌の増殖を特異的

に抑制し、アンモニア態窒素が亜硝酸態窒素に

変わる反応、が抑制されるために、土壌中の硝化

作用が抑制され、亜酸化窒素の発生量も減少す

ることが明らかとなった。この Bhの特異な機

能を用いることにより、窒素の利用効率を高

め、環境に負荷を与えない農業への応用が期待

される。

エ）タイ東北部における生物的窒素固定を

活用した持続的農業技術の開発（平9一）

タイの農家圃場で栽培されているサトウキ

ピ・キャッサパ・パイナッフ。jレの窒素固定量を

自然存在比法により推定した。約 3割のサ

トウキピに窒素固定が認められ、それらにおけ

る窒素固定の寄与率は平均30%と推定された。

、キャッサパにおける窒素固定の寄与はほ

とんどないことが示された。パイナップでは 8

割以上のサンプルにおいて窒素固定が認めら

れ、それらにおける窒素回定の寄与率は平均

50%と推定された。さらに、試験場内の圃場に

植えたサトウキピの窒素回定量を、窒素固定し

ていない対照作物としてキャッサパを用いた

1sN自然存在比j去により抗定L，た。スパンブリ

畑作研究センター したサトウキピ3品種

とコンケン畑作研究センター したサト

ウキピ4品種はいずれもキャッサパに比べて低

い15N自然存在比を示し、窒素直｜定の寄与率は

日～ 42%と推定された。サトウキピ農家の調

は約3割のサトウキピしか窒素固定してい

ないと推定されたのに対し、試験場内で栽培し

たすべてのサトウキピにおいて窒素固定によ

る窒素の獲得が認められた。試験場内の圃場の

ように栽培環境の良いところでは、サトウキピ

の持つ窒素固定能が十分に発揮されたためと

考えられた。

c）高冷地域のl］＼.丈環境

ア）高山地域に賦存する水資源の特性解明

（平ふ）

地上で測定された積雪量とマイクロ波リモ

センデータとをユーラシア北部全域にわたっ

て回帰分析した結果、両者の関係は各地点に固

有で、かっ地理的に分布していることがわかっ

た。また、樹木の枝による雪の捕捉や積雪の変

質が信号に影響を与えていることもわかった。

これから、各種地理情報から地点固有の関係の

広域分布を再現する実験式を作成した他、この

手法の推定精度の分布図を作成した。 1997年

にモンゴル囲気象水文研究所と共同研究を開

始し、モンゴルにおける気象・水文要素の広域

データセットを入手した。また、草原におけーる

蒸発散の現地調査を異なる季節に実施し、測定

データを蓄積した。
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イ）冷涼乾燥地域における気候変化に伴う

牧畜環境の変化に関する調査研究（平

10-) 

モンゴル草原系における気候変動と生態系

変動の相互関連を、地表面での熱収支・水収支

の変動とその地表面での水文気象要素への影

響という視点で、長期間の観測データによるプ

ロセス解明を行う。モンゴル北部における

AWSによる長期観測によると 93年から 94年

までの気温、比湿、アルベードの季節変化につ

いて解析を行ったところ、 11月中旬に数日間

で気温が約 20℃低下したと同時に、アルベー

ドは急激に 0.5増加し、 0.9になった（秋季→

冬季）。冬季には、気温は－15℃以下のコアレ

ス型（鍋底型）で、アルベードは 2月中旬まで

は 0.5以上と高く根雪があったと考えられる。

3月中旬に気温が数日間で急激に約 20℃上昇

した（冬季→春季）。春季は、温位／比湿の日

変化の特徴を表すダイアグラム（( e ,q）プロッ

ト）（図 2）において、午後の比湿の減少が見

られたことから、地表面からの顕熱加熱による

日中の混合層の発達したと推察された。 6月中

旬に比湿が数日間で急激に 5g/kg増加した（春

季→夏季）。夏季には（ e ,q）プロットにおい

て、他の季節に比べると、温位の上昇に比べて

比湿の増加がかなり大きく、地表面温度の日較

差は小さかったことから、地表面からの蒸発が

盛んであると推察される。 9月上旬に比湿が数

日間で 5g/kg減少した（夏季→秋季）。秋季は

（θ，q）プロットの傾きは、春季とほぼ同じで

あったが、午後の比湿の減少が見られかったこ

とから、エントレーメントを引き起こすのに十

分な日中の混合層の発達がなかったと推察さ

れた。

d）土地利用の動態、災害防止技術

ア）熱帯地域における土地利用動態機構の

解明（平4-8)

熱帯地域の土地利用に関する客観的な資料

を得るために、衛星リモートセンシングを用い

た解析手法を検討した。農地においては、作物

の生育に対応した植生活動の特徴的な季節変

動が見られるが、衛星データから求められる植

生指数の変化を捉えることでこうした農地の

識別が可能と考えられる。空間的分解能の高い

資源観測衛星の場合、間隔の短い時系列データ

を得ることが困難で、ある。そこで、季節変動パ

ターンを考慮した補正方法を考案し、土地利用

の経年変化を求める手法を開発した。また、土

地利用の単位となる地域規模について考察し、

現存する 1km程度をメッシュとする土地利用

データは誤差を含む可能性がある点を指摘し

た。

イ）熱帯林伐採跡地等の農地への転用によ

る環境変動の評価技術と持続的土地利

用法の確立（平 5-9)

インド・デカン高原中央部に位置する国際半

乾燥熱帯作物研究所において、衛星リモートセ

ンシングデータ及び地理情報システムを用い

た農業立地環境と土地利用の変化過程の解析

を行った。衛星による分光反射特性データか

ら、熱帯半乾燥地域の代表的土壌の識別が可能

であり、また、相対的な農地適性度の評価が可

能であることが示された。さらに、衛星データ

を用いて年々の耕作地域分布を推定する手法

を開発した。耕作地域の変動と立地環境との関

係を調べた結果、正陵地の谷部から離れた地域

で農地適性度が低く、播種期の降水量が少ない

年において不耕作の割合が高くなること等、農

業環境問題にとって有効な知見を得ることが

できた。

ウ）地球科学技術研究のための基礎的デー

タセット作成研究（平 6-9)

オーストラリア中央部の乾燥地帯を対象地

域とし、衛星データを用いて土地荒廃の発生現

況を植生の変動状態から捉えるとともに、これ

に関与する地域的要因との関連を、ニューラル

ネットワークを適用することによって模式化

する手法について検討した。植生の変動状況を

把握するため、本地域に適した植生指数PD54

データから、 1988年 2・6月、 1994年 12月、

1995年3月の植生指数階級化画像を作成し、各

地点毎にこれらの階級値の総和および差の絶

対和を算出することによって、植生の多寡およ

び変動の程度を表す主題図を作成した。植生現

況を表すこれらの各主題図と、土壌・水系・植

生・地貌・傾斜・水飲み場からの距離・稜線か

らの距離の 7要因との関連を明らかにするた

め、ランダムに抽出した 271地点のデータに基

づくニューラルネットワークモデルを構築し、

教師データに対する判別精度が 74.5%に達す

z、，M。。
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るモデルを得た。入力層に用いた 7種類の地図

情報に対して、両モデルを一連の地圏演算式と

して展開・実行し、対象地域全域の植生の多寡

と変動の程度を推定・評価する図を作成した。

さらに植生の多寡と変動の程度の組み合わせ

ることによって、対象地域を「永年生植生」「単

年生植生」「変動域j「侵食域jに区分する植生

変動評価図を作成した。本評価結果は、 1997

年2月ならびに 11月に行った現地調査結果に

概ね適合するものであったことから、本手法の

有効性を認めた。

エ）地域農業システムにおける自然立地特

性の評価（平 10-)

インドネシア国の土壌農業気象研究所なら

びに農業社会経済研究所との協力の下に、自然

立地条件を主体とする農業生産環境と土地利

用体系との関連解析を通じて、持続的な地域農

業システムの成立要因の解明を目指している。

現在は、畑地型ファーミングシステム（FS）の

研究事例地区としてチアンジュール県チピノ

ン郡を、水田型FSの事例地区としてスパン県

ピノン郡を選定し、各種の地理情報・統計情報

の収集および地理情報システム（GIS）への入

力を行うとともに、衛星データに基づく土地利

用状況・開発現況等を把握するための主題図作

成を行っている。また一方で、土地利用の分布

状況を定量的に表現する指標を得るため、 n×

n個のマトリックス内における出現確率とその

分散に基づく「べき乗則モデルjを用いた手法

と、人近傍処理によって決定したグループ内の

構成画素数から定まるエントロピーを用いた

手法の適用可能性について検討した。この結

果、 GISのフィルタリング処理を応用すること

で、分布の集中度についての指標化は可能であ

ることが判明している。今後は定量化した土地

利用現況と農業環境要因との関連解析を通じ

て、 FSの維持・形成に関与する要因の解明に

取り組む予定である。

オ）持続的農業生産のための自然立地特性

の分析および評価（平 10・）

本研究は、衛星データおよび各種の地理的情

報から、東北タイ地域の農業環境立地特性を把

握し、適切な土地利用計画の策定に資する保全

的・生産的視点からの土地評価を目的とするも

ので、タイ国農業協同組合省土地開発局

(LDD）と共同で取り組んでいる。これまでに、

東北タイ地域の典型的な農業的土地利用がみ

られるコンケン市の南方約40kmに位置するパ

ンパイ地区を選定し、主要な土地荒廃の要因と

なっている塩害の発生状況に関する解析を実

施した。これにより、異なる年次に観測された

衛星データを用いて、対象地域における既存農

耕地ならびに塩害地の分布を経時的に把握し、

データの観測期間を通じた恒常的な塩害の程

度とその進行傾向を表す評価図を得ている。今

後は東北タイ地域の主要作物の適地条件を整

理し、潜在的な農業生産性の評価に取り組み、

環境保全と農業生産の観点から行ったそれぞ

れの土地評価を統合した地域評価への展開を

図りたい。

カ）農業地域における土地利用変動のメカ

ニズムと実態の解明（平 10-)

インドネシア・ジャワ島は、気候帯として熱

帯地域に位置するが、多様な農業景観を持つ地

域である。これは、本州の半分余りの面積に、

標高 3,000mを越す火山群が並び、年間降水量

の幅も 1,000mm台から 4,000mmを越える範囲

に及ぶ上、平均 1,000人／平方キロ近い高密度

の人口を抱えているからである。本研究では、

衛星リモートセンシングデータを利用し、農業

景観の構成要素である土地利用の判別及ぴそ

の変動を解析し、さらに様々な立地条件との関

係を解明することを目的とした。平成 10年度

には、西ジャワ州内に見られる典型的農業景観

である規模の大きい濯蹴水田を中心とした地

区とバナナプランテーションを導入した傾斜

地に立地する畑作中心地区を対象とする解析

を実施した。その結果、 1回分解能データによ

り、濯j既水田地域では作付域の時間的変化の概

要が把握され、また、畑作域でも作付時期に対

応する植生指数の変化が認められた。平成 11

年度には、分解能 30mである LANDSAT-TM

データを用い、濯蹴水田地域における植生の時

空間特性を解析した結果、作付順序が濯概水路

の上流部からブロック単位に下流方向に移動

する様子を明らかにした。

キ）地理情報システムを用いた農業環境変

動の評価技術の開発（平 10-)
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中国は食料作物の一大生産国であると同時

に消費国であり、安定的な食料供給システムを

確立することが急務とされている。一方、食料

作物の作付・生産の実態に関し、客観的な情報

が不足しており、衛星データを含む地理情報シ

ステムを活用し、こうした情報を整備すること

が課題である。本研究では、華北平原に広く作

付されている冬小麦を対象に、衛星リモ｝トセ

ンシングデータによる抽出手法を開発し、時系

列解析により、農業環境の変動過程を解明する

ことを目的とした。平成 10年度には、北京近

郊の都市化が進行しつつある地域を対象に解

析を実施した結果、作付が経年的に連続的では

ない地区が団地化して存在することが判明し

た。さらに、 lkm分解能データを用いた冬小

麦域抽出方法を検討し、植生指数の季節変化パ

ターンが土地利用毎に異なる点に藩目した手

法を適用して、抽出精度を向上させることがで

きたO 平成 11年度には、山東省内の穀物生産

基地と位置付けられている地域を対象とし、冬

小麦生産の経年変動を解析した。その結果、

1980年代後半に施肥量の増加に伴って単位収

量の増加が見られるが、この変化に対応し、衛

星データから計算される植生指数値が増減す

ることが示された。

⑤耕地生態系における物質循環と環境保全技

術

これまで作物の収量増を中心に農業の技術

開発が進展してきたが、肥料・農薬の多投は農

業をとりまく環境に悪影響を及ぼすことから、

省施肥・省農薬の環境保全型の農業の展開が求

められている。農業は本来環境を保全する機能

も有するので、この問題をより具体的に解明す

る。そのためには、物質循環の収支をおさえて

合理的・持続的な農業を指向することが必要で

ある。

a）地力の維持向上と土壌管理技術

ア）養分供給方式の改善による畑生産安定

のための土壌管理法（平4-5)

熱帯では地力の消耗がはげしく、また施肥し

た肥料も流亡し易く、生産力が低い状態となっ

ている。そこでタイ国のプラプタパーで有機物

の長期連用試験を実施した結果、化学肥料のみ

では収量は停滞するが、有機物の施用は水分の

保持力の増加および養分の流出防止の効果が

あり、また土壌窒素の附加により増収すること

が明らかとなった。

イ）熱帯半乾燥地の作付体系下における養

水分と根の挙動（平元る）

半乾燥熱帯地域で広く実践されているマメ

科を主体にした間作体系の土地生産性の向上

をめざして、窒素施肥技術の改善を図ることを

目的として研究が進められた。窒素吸収の速度

論的解析の結果から、半乾燥熱帯の主要なマメ

科作物であるキマメ、ヒヨコマメ、ラッカセイ

もソルガムやトウジンピエのような禾本科作

物と間程度の窒素吸収活性を有することが明

らかにされた。キマメは他の作物よりも深キ良性

ではあるが、表層直下に硬盤が存在する低位生

産性の赤土では、根系分布は他の作物同様表層

に密集し、他の間作構成作物の根域にまで侵入

し、窒素の吸収において競合を引き起こすこと

が想定された。競合を最小限度に留めるには、

生育速度の速い禾本科作物とキマメを組み合

わせ、作付け初期に有効化される土壌窒素なら

びに肥料窒素を禾本科の生育に向け、キマメの

生育には空中窒素を当てることが望ましいと

考えられた。実際にこれらの組み合わせでは、

空中窒素固定に対する依存度は間作下の方が

単作下より有為に高くなっていることが認め

られた。窒素施肥は、位置に関しては禾本科の

畦筋に条播する方が全層散布よりも、また時期

に関しては播種後1カ月位の追肥の方が元肥よ

りも、窒素利用率ならびに収量に対して有効で

あった。これらの結果を踏まえて、現行施肥法

の改善が提唱されたO

ウ）熱帯における水稲二期作の安定化技術

の開発（平 2-6)

熱帯の水稲直播栽培で、は、水田を代撞きした

2、3日後に催芽種子を土壌表面に散播する。そ

のため種子は鳥や鼠の害にさらされるのみで

なく、強い日差しのため乾燥したり逆に強雨に

たたかれ流されたりし、苗立ちは不安定であ

る。また、倒伏も大きな問題であり、さらに雑

草害も大きい。そこで遺伝資源の利用と栽培技

術の改良により催芽種子を直接嫌気的な湛水

土壌中に播種する技術を創出し、苗立ちを安定

化させると同時に倒伏と雑草害を軽減させる。

勺
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(1）湛水土壌中からの苗立ちの優れた適応品種

が見い出された。適応品種の鞘葉の伸長は嫌気

的条件下でも優れており、地表から地中の種子

へ、効率的に酸素が輸送されていると推定され

る。（2）種子の保存状態が悪いと種子の苗立ち

能力が劣化（Seedaging）した。品種聞に大き

なSeedaging耐性の差が認められ、品種ASDI

（インド）は嫌気条件下での苗立ちが優れてい

るだけでなく Seedaging耐性特性も持ってい

た。（3）代掻き直後の土壌が柔らかい時の散播

または直播機の使用により条播で土壌中に播

種できた。（4）本播種法によりフィリピン、ベ

トナム、およびミャンマーで安定した苗立ちが

得られた。（5）倒伏は散播を条播にすることに

より著しく軽減された。また、適応品種は雑草

競合が高いことが解明された。

エ）熱帯・亜熱帯土壌の生成要因と肥沃度特

性の解明（平 3-7)

フィリピン・ルソン島の代表的低地土壌の分

布様式と諸特性を生成条件（母材、気候、地

形）から解明した。供試した低地土壌の多くは

潅概水または地下水の影響を強く受けており、

それぞれ特有の断面形態を有していた。こうし

た断面形態発達は降雨条件や地形条件との関

連で説明できた。さらに、フィリピン低地土壌

は化学および鉱物分析の結果から、主として塩

基性母材に由来することが示され、そのため、

一般に塩基状態、粘土および有効態ケイ酸含量

が高く、 14A鉱物主体という特徴があり、他の

熱帯アジア諸国の低地土壌と比較して、自然肥

沃度は概して高いといえる。しかしながら、降

雨および、地形条件は低地の土壌水分状況に強

い影響を及ぼし、これが鉱物性、化学性、物理

性など様々な土壌特性に差異を発現し、地域聞

や地域内の自然肥沃度をしばしば支配してい

ることが明らかになった。本研究では、フィリ

ピン低地土壌の分布様式とその特性を生成条

件との関連で説明し得ることを初めて明らか

にした。将来的に予測される米不足の解決に向

けては、本研究で得られた知見を活用し、環境

保全に配慮しながら、各種低地土壌特性の実態

に即した合理的な利用・管理法の技術開発に基

づき、低地の集約的な利用促進が強く望まれ

る。

オ）亜熱帯における有機物資源の堆肥化（昭

60－平7)

微生物のエネルギー源・栄養源の側面から、

有機物の堆肥化過程における糖質やタンパク

質の変化の特徴を明らかにした研究は少ない。

そこで、稲わらの堆肥化にともなう、中性糖お

よびアミノ酸の変化を調べた。その結果、 1)

グルコース、キシロースおよびアラピノースが

主要な中性糖であり、始めのお日間に急速に

減少すること、 2）グリシン、アラニン、グル

タミン酸、アスパラギン酸、パリンおよびロイ

シンが主要なアミノ酸であり、始めの 30日間

に若干減少したのちほほ一定の値に収散する

ことを明らかにした。さらに、 1）干国わらの中

性糖含量から算出した燃焼熱の計算値が実測

値の約 77%を占めるのに対して、堆把の中性

糖含量から算出した計算値は実測値の約 13%

を占めること、 2）稲わらのアミノ酸含量から

算出した燃焼熱の計算値が実測値の約3%を占

めるのに対して、堆肥のアミノ酸含量から計算

した計算値は実測値の約 15%を占めることを

明らかにした。以上の結果から、稲わらの堆肥

化過程における微生物の主要なエネルギー源・

栄養源は中性糖であることが分かつた。

カ）南米サバンナ土壌における陸稲の根の

生理・生態的研究（平 3-8)

南米サバンナの酸性土壌地帯において行っ

た4年間の炭カル施用試験の結果を総合解析し

た結果、サバンナのオキシソル系酸性土壌に対

する陸稲の品種聞が、 Alに対する抵抗性の差

ではなく、 Ca欠乏に対するものであることが

明らかになった。水耕による幼植物根端の細胞

壁における CaとAlの存在量の定量から、酸

性土壌適応品種では、根端のアポプラストにキ

レート能によって保持されている Caが Alに

よって置換されにくいことが、抵抗性メカニズ

ムに関係していることが示唆された。これらの

結果は、 CIATの酸性土壌抵抗性陸稲育種法改

善に利用された。

キ）キマメを主体にした間作の地力維持効

果（平7-8)

キマメを主体とした間作の地力維持効果を

解明し、養分管理のあり方を明らかにした。そ

の結果を、 Roots and Nitrogen in Cropping 
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イ）メコンデルタの地域における窒素等物

質循環の評価（平 11-)

ファーミングシステムの持続性を評価し、こ

れを改善することを百的として研究を行って

いる。この地域では、 1軒の農家が稲作、園芸、

畜産および淡水養殖を行い、米糠や家畜糞尿の

ような生産活動にともなって発生する副産物

を他の生産部門で有効活用することで、環境へ

の負荷の少ない農業が行われてきた。しかしな

がら、近年、市場経済の浸透にともない、それ

ぞれの生産部門で集約化が進むのみならず、

個々の農家がその生産活動を高収入が期待で

きる部門に特化する傾向も見られる。これにと

もない窒素、燐、および有機炭素等の物質循環

のバランスが崩れ、環境汚染と生産力の低下が

深刻な問題となりつつある。カントー省で行っ

ている調査により、この地域では潮の干満にと

もなって河川の水位が変動し、これによって河

川や水路と水田および養殖池との間でフkが交

換されていることが確認された。さらに過剰な

糞尿が投入される池と飼養密度の高い集約的

な養殖池から窒素濃度やBODの高い水が環境

に放出されていることを明らかにした。

ウ）東北タイの農業生態系における養分繍

環に関する調査研究（平 8-)

東北タイのコンケン県における養分循環を

明らかにしたところ、茎葉などの作物残誼は生

産量が多いが、農地還元率が低く、家畜糞尿は

農地還元率が高いものの、生産量が低く、その

ため、農地への養分還元量が少ないことが明

らかになった。また、作物残誼は土壌中で素

早く分解され、地力向上には殆ど効果が認めら

れなかったが、牛糞は分解が遅く、地力向上を

もたらすことが明らかとなった。このことよ

り、作物残査を農地に還元する場合、そのまま

鋤込んだのでは地力向上に効果が少なく、堆肥

化などの加工が必要であること、家畜糞尿は地

力向上に有効であり、畜産の振興が必要で、ある

ことが示された。また、持続型農業の作付体系

として導入が図られているアレイクロッピン

グシステムの養分循環を明らかにしたところ、

樹木列間隔が5mで頻繁に伐採を行うと、作物

生産量は樹木の影響でわずかに低下するが、樹

木伐採枝の還元量は多かった。樹木列間隔を広

げると樹木の影響が低くなり、作物生産量は低

下しなかったが、樹木伐採枝の還元量は少な

かった。樹木列間隔を広げても土壌浸食は認め

られなかった。

エ）中国における環境保全型農業生産技術

の評価と開発（平9-)

中国の代表的な農業生態系において、集約的

な食料生産システムが環境に及ぼす影響を明

らかにすることを目的に、窒素循環とその環境

影響に着目して研究を進めている。そのため、

黄准海平原、京津唐地域、太湖地域、および南

部紅壌地帯の 4地域を研究対象地域に選定し、

それぞれの地域で農耕地の窒素循環を明らか

にするための圃場試験と地域の窒素循環に関

する広域評価を行っている。これまでに、それ

ぞれの地域における代表的な地点で闘場試験

を行い、黄准海平原（山東省陵県）と太湖地域

（江蘇省錫山市）では多量の施肥にともなう土

壌窒素の集積を確認した。また、南部紅壌地帯

（湖南省祁陽県）では水稲耕作における、化学

肥料による窒素環境負荷のポテンシャルを計

測するとともに、有機肥料施把の有効性と問題

点を明らかにした。さらに、黄准海平原の典型

農業地域である山東省陵県において、地下水水

質の調査と地域の蜜素フロー分析を行い、この

地域において地下水の硝酸汚染は顕在化して

いない一方、耕地土壌と環境への多量の窒素負

荷が明らかになり、近い将来における環境悪化

の可能性が示された。

オ）土壌・大気聞の窒素動態－ NOおよび

N20の動態に及ぼす土壌環境要国の解

析（平9-10)

一酸化窒素（NO）・亜酸化窒素（N20）の土

壌中濃度分布に着目し、施肥深度の深層化によ

る大気菌への放出削減の可能性を検討した。モ

デル解析の結果から、 NOはガス生成部の深層

化によりその放出量を大幅に削減可能である

と推定されたが、N20ではその影響が小さいと

予想された。この両者の違いは、土壌表層のガ

ス濃度勾配によって説明可能で、あると考えら

れた。これらのモデル解析結果は、室内実験か

らも裏付けられ、 NOでは 10cm程度の深層施

肥により、ほぼ無施肥区レベルにまで放出速度

を低減可能であった。本結果は、肥料の利用率

向上を目的とした側条施肥等の従来施肥法が、
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NO放出削減の意味からも有効な施把法である

ことを示唆している。

6）農林水産業の発展方向の解明と総合的計画

手法の開発

①食料需給動向の解析

熱帯農業研究センターの時代には、社会経済

の研究は主として開発途上国における新しい

生産技術の開発普及が、農家の経営や農村社会

に及ぼす影響等の農業経営問題を中心に展開

してきた。 JIRCASの設立以降、社会経済分野

の研究としては農業経営問題の研究が続けら

れる一方、開発途上国及び世界の食料需給動向

に関する研究分析も行われるようになった。食

料需給動向解析を大部すると、食料需給モデル

によるシミュレーション分析と、実証分析によ

る地域の食料需給構造分析があり、これらは海

外情報部を中心に進められている。

世界の食料需給は、人口増加、経済成長、都

市化、農業技術の進歩、農業政策などの社会的

要因とあわせて、農業は自然資源の制約を受け

やすいことから、気象変動や病害虫発生などに

伴う単収の変動、土壌条件の劣化、耕地面積の

減少などにも影響される。国際食料需給の変動

を規定するこれら諸要因の動向を分析し、中長

期の食料需給予測、主要地域ごとの食料需給の

特性と対応課題を明らかにする研究を進めて

きている。

a）食料需給モデルによるシミュレーショ

ン分析

経済の国際化が進展し、世界の食料需要が増

大するなかで、食料需給問題は国を越えての地

域レベル間あるいは世界レベルで考えなくて

はならない。食料のモデル予測分析は近い将来

の食料需給の傾向を示し、食料について不測の

事態を起こらないような農業政策面での対応

を求め、一種の警鐘を鳴らすことに意味があ

る。世界食料予測モデルは国際機関、大学等で

種々開発されている。 JIRCASで開発・改良さ

れている世界食料政策シミュレーションモデ

ル（IFPSIM）は、 14品目の主要食料と 31の

国・地域を分析対象としている。このモデルの

特徴は、ガット・ウルグアイラウンドの決着を

受けて予定されている主要国の国内貿易政策

の変更も組み込んで需給予測を行うことがで

きるとともに、世界の主要国・地域別・主要品

目別の食料の需要、生産、輸出入が各国の貿易

制度、政策との関連などにおいて計量的に示さ

れたところにある。

JIRCASで別途構築された世界食料需給デー

タベースを基に、改良されたモデルを用いて

2010年及ぴ2020年、2025年までの食料需給予

測を行っている。また、政策等との関連では地

球温暖化対策等、いくつかのシナリオによるシ

ミュレーション分析を実施した。過去のトレン

ドが継続するとの条件での単純趨勢シナリオ

では、需要の大幅な増大にほぼ見合った生産の

拡大が行われ、世界の穀物需要は 1994年の 17

億8千万トンから 2025年には 29億 1千万トン

程度まで拡大して生産と均衡する。この中では

開発途上地域の先進国地域への供給依存度は

強まる。穀物の 1人当たり消費量は増加し、穀

物及び大豆の国際価格は横ばいないし若干強

含みで推移するとみられる一方、生産制約シナ

リオでは、環境問題と資源の制約により単収の

上昇率が半減し、土地の制約も強まると仮定し

た結果、穀物の生産は単純趨勢シナリオに比べ

て4億 4千万トン下回ることから、世界の穀物

需給は 24億 7千万トン程度で均衡する。穀物

の 1人当たり消費量は、先進国地域は若干増加

するものの、開発途上地域はアジアを除いて現

状よりもむしろ減少する。これにより栄養不足

問題は深刻化し、穀物及び大豆の国際価格は大

幅上昇するとの結果を得た。

世界レベルの需給分析以外に、国あるいは地

域を対象とする予測分析も行っている。例え

ば、中国の省別需給モデルの開発が進められ、

食料の主要生産省である山東省を対象に、穀物

と食肉を中心とする 13の品目を含む2010年ま

での需給予測モデルを構築した。これにより、

食肉生産の大幅増大による飼料用とうもろこ

し需要が高まるものの、省内での生産が追いつ

かず、とうもろこしの中国内他地域からの移入

と輸入が必要となる等の結果が得られた。東ア

ジア諸国の畜産物や飼料穀物についは、タイ、

インドネシア、フィリピン、マレーシアの 4カ

盟を対象に、飼料穀物の中心であるとうもろこ

し需要の 2004年までの将来方向を展望した。

これらの国は経済成長による畜産物消費の増

加ポテンシャルが大きく、とうもろこし等の飼
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料穀物の国際市場に影響力を有する一方、近年

の通貨危機と経済成長の失速等による所得の

伸び悩みに伴う畜産物消費の停滞なども予想

されるなど、相反する動きもある。これらの要

因を考慮した結果、 4ヵ国による飼料用とうも

ろこし需要量の新規増加は、当面数百万トン程

度でとどまり、 2004年までに東南アジアの動

向が単独で世界の飼料穀物市場に及ぼす影響

は驚異的なものとはならないと指摘した。ま

た、世界の主要国や国際機関の需給分析担当者

による一連の会合に参加し、モデルパフォーマ

ンスの比較やシミュレーション分析の妥当性

などについての意見交換を行ってきている。

b）地域食料需給の構造分析

地域に関する研究では、特に中国、インドネ

シア、タイ、マレーシア等を対象に行われた。

経済成長に伴う農業生産や食料需要構造の変

化に関する統計分析やモデル分析をもとに、マ

クロレベルでの食料管理、流通政策等構造変化

の方向性を明らかにした。また、現地調査によ

り、農業・農村部門の構造変化の実態把握を

行った。食料需要構造では、 1人当たり穀物消

費量の頭打ちと、畜産物や果物、外食の増加と

いうような食料の高級化傾向の変化があり、そ

れに対応するような農業生産の多様化と商業

化・専門化への進展等が見られた。

中国の食料需要をみると、人口増加と所得の

上昇により畜産物の消費が増えている。すなわ

ち、高級化晴好による間接的な食料需要の増加

が見込まれ、これは食料需給のバランス維持に

とっての脅威ともなっている。「南米北麦Jの

伝統的な食料消費パターンが崩れつつあるこ

とが明らかになった。また、米全体の消費増と

消費晴好の変化によって、ジャポニカ米の増産

が見られ、輸出余力もついてきた。ジャポニカ

米の所得弾性値は高く、所得の増加につれ、そ

の需要はさらに高まることが予想され、食料消

費の都市農村間格差は拡大しているとの結果

が得られた。食料供給に関しては農業基盤整

備、高収量品種の導入、耕地の新規開拓、流通

過程でのロス削減などに向けての農業技術開

発、農業政策の実施によって、ほぼ需要増加に

見合った供給増加が予測されることを明らか

にした。しかし、消費地と生産地聞の国内流通

整備の遅れ等から、中国の食料需給動向はつね

に国際市場に大きな影響力を有していると言

える。

インドネシアでは、天水農業地帯と濯概水田

地帯について、経済発展の農村社会・経済にも

たらす影響の解明を行った。天水稲作地域での

調査では、複合農業地帯における野菜、水田養

殖、果樹等の導入による作物生産の多様化が見

られたこと、農業労働の高齢化・女性化と若年

男子の農外就業の実態が明らかにされた。ま

た、農業協同組合の実態調査では、全国平均の

組織加入率が約 10%と低く、官製組合の弱点

である農家主体性の欠知、制度金融と肥料供給

を通した米増産以外の事業の不振や組合貯金

の低さ等が確認、された。

タイの食料消費分析は、家計調査データを用

いて分析を行った。所得格差の特徴としてのバ

ンコクと他地域との地域間格差、職業や社会的

な地位の違いが食料消費に大きく影響してい

ることが示された。例えば低所得階層（農村部

人口の多い東北タイなど）において、支出に占

める穀物の割合が3割弱と高く、所得の上昇に

よる消費増が見込まれる乳製品、果物、晴好食

品等の消費は低水準にとどまっている。また食

料費に占める外食割合には地域性が強く、ある

意味では都市部（特に、バンコク）の特有現象

とも言える。食料生産においては、モデル分析

を用いて 90年代後半に起きた通貨暴落の農産

物の生産と貿易への影響を分析した。輪入資材

の価格上昇による生産費の高騰と為替レート

の大幅下落による国際競争力の向上のマイナ

スとプラスの影響が相殺した結果、為替下落の

思恵を受けたのはとうもろこし、サトウキピ、

キャッサパ等の畑作及ぴブロイラーの輸出部

門と、雨期の稲作部門であった。しかし、経済

不振は一方で畜産物の国内消費の減少をもも

たらした。

マレーシアについては、第 7次計画（1996

～ 2000年）における米生産計画、補助金制度

の見直し、農民組織化・稲エステートの奨励に

関する検討を行った。生産力発展の担い手とな

りうる意欲のある農家や大規模経営農家に、よ

り多くの補助金を配分する等補助金制度の抜

本的見直しが必要とするとともに、農民組織化

の推進あるいは民間企業の稲作経営への参入

を促進し、意欲ある農家や大規模農家の育成を

図っていくことが肝要と指摘した。
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a）マレーシアにおける

マ］／、シアにおいてはこ

された。

1994には「マレ寸シアに

力団

インドネシアにおける持続的農業と

業普及研究

国における持続的農業生産をい

に実現していくかということが近年ますま

重要視されてきた。しかし、持続的農業生産に

ついては技術的条件のみなら

件が明確にされなければ、その実現は

っJハヲ



試験研究の推進

る。こうした背景の中で、インドネシアにおい

て1989年、～ 1993年に「持続的農業生産に関す

る社会経済的成立条件の解明」が行われた。こ

においては、大豆の増産が進められ農薬

などによって農業生態系が変化しつつ

ある中で、持続的農業生産を行もっていくために

／ 

心。

れ、インドネシアにおける農業改良

普及事業の実態が明らかにされた。これは発展

途上国においては社会。経済の変化の中で個別

けでなく、農村計画を視野に入れた農業

改良普及事業が必要となっているという問題

意識のもとに行われたものである。

1995年には、「中山

解明」において、インドネシアにおける

による物価上昇などの変化の仁！コで中

山田畑作農村における商品作物導入の実熊な

どが明らかにされ、商品作物を導入し

系のもとでの熔作農業の持続性。安定性にづい

ての評価 された。

c）ベトナムにおけるファーミングシステ

ム

ベトナムにおいては、農・畜＠水複合生産シ

ステムがメコンデルタなどにおいて展開され

ており、その持続性が注目されている

十分な実証硯究がなされていない。また、こう

したブアーミングシステムがドイモイ政策な

どによる新たな社会経済的条件の変化の中で、

どのように展開されていくか不確定である。こ

うしたことから農 9 畜・水複合生産システムの

F 経済的評価及び新たな技術開発rを伴う

農⑤富山水複合生産システムの確立が必要とさ

れている。こうした背景の中で、 HRCASの総

合研究（メコンプロジェ夕刊が 1994年より

開始された。 1994年～ 1998年まで（第 1期）

は主としてメコンデルタのファーミングシス

テムや農業構造の実態分析が広く行われた。こ

の問、 1997年においては「ベトナムのファー

ミング・システムの経営・経済的評価」に関す

る研究が行われ、農業への自由化政策導入のも

とで農民層の階層分化が急速に進行している

実態が明らかにされるとともに特に中小規模

農家の経営多様化の進展とその経営的安定性

が明らかにされ7'::.o 1998年においては引き続

き「ベトナムのファーミング・システムのキ歪

－経済的評価」（山田隆一）に関する研究が

行われ、メコンデルタにおけるエコシステムの

主要類型として①硫酸酸性土壌で、洪水深度が

きい地域、⑦沖積土壌 0 j:~［ 1陵地域、③塩類土

・天水地域が抽出され、

システム（VACあるいは VACRシステム）が

沖積土壌。謹瓶地域において最も庇んであるこ

とが明らかにされた。また、農家調査を通じて

こうしたシステムを持っていない農家の採用

意向が強いこと、及ぴ採用農家は複合経営農家

や畜産部門中心の準単一経営農家であること

が明らかにされた。また、同年、「メコンデル

タにおけるファーミング・システムの技術評

価Jにおいては、農。畜＠水複合生産システム

の成立、条件について明らかにされた。それによ

ると、水田面積が比較的大きく、闘場の分散が

ない場合には養豚部門を加え、かっ水田の一部

を畑地化することにより良。畜・水複合生産シ

ステムの成立が可能となることが明らかにさ

さらには、「メコンデ）），ノタにおけるファー

ミング・システムの技術構造の経営的評価lで
は日本においてむらづくり支援システムとし

て普及。定着しつつある TN法を適用し、

畜産、果樹、水産の各部門における技術

的・経営的問題点を抽出し、それらi笥題点の深

刻度評価（農民評価）がなされた。他方、「メ

コンデ）］／タにおけF る農産物流通構造の解明｜に

いては農園畜・水複合生産システムの展開に

とって重要な条件となる農産物流通について

の実態分析が行われたO その結果、農産物流通

においては、①生産者→消費者、②生産者→市

場、③生産者〉イD,J卸→市場、④生産者→仲在日→

仲卸→市場という4つの主要経路が存在するこ

とが明らかにされた。また、米のマージン率が

低く、豚肉のマージン率が際だって高いことな

どが明らかにされた。

1999年からは総合研究が第 2期へと移行し

たことに伴い、農。畜 0 7'.j＇（複合生産システムの

代表的地域を研究サイトとして選定し、そこで
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試験研究の推進

a) TARCにおける研予E

農村開発計画の策定に資することを目的と

して、インドネシアージャワ島の天水水田農村

における作付体系ごとの労働力利用や地域開

の季節労働移動等を調査した（平成 3～ 5年

度）。これにより西部ジャワナ卜！東北部の丘陵地

は、従来、米と畑作物が交互に作られてき

野菜の導入によって生産 e 流通。加工を

じて村全体では所得が3倍増したと推定さ

同時に、年 2 国の労働ピーク時には

IOk m 離れた潅概水田の村から季節労働者が

的に訪れていることが明らかとなり、特定

の村に限らず、地域全体における変化を視野に

入れて調査。分析を行う必要性が明確になっ

b) JIRCAS設立以降の研究

ア）農山漁村地域開発の展開過程の解明と

その評価

試験研究成果や新しい農業技術の農民への

普及及び生産現場である農村・農民の技術開発

に対するニーズの把握は農村の発展にとって

重要であり、それに果たす農業技術普及事業の

役割はとりわけ大きい。そこで、農業普及事業

が農村社会。経済と農業構造に及ぼす影響を分

析した（平成 5～ 7年度）。インドネシアでは、

世界銀行が提唱した訓練。訪問（Trainingand 

Visit: T&V）システムを一部改編したラタシス

テムを農業技術普及システムの体制 e方法とし

て 1976年に導入した。普及組織は中央政府－

1+1－－県一郡一各普及区一農民グループという

縦割り組織として組織された。各郡レベルに農

業改良普及所が設けられ、郡内はそれぞれいく

つかの普及区（2郡で 13普及区）に分けて、農

業改良普及員が農民グループを指導する体制

とした。農民グループは 1戸の代表農家、約

15戸の篤農家それに約 80戸の一般農家で構成

するように指導された。普及員は代表農家と篤

農家を指導し、代表農家と篤農家が一般農家に

その情報を伝達することになっている。農民

ループの組織率及び両層聞の情報の伝達率は、

西ジャワ州の事例調査農村では、それぞれ約

50%及び 60～ 70%であった。なお、農民グ

ループが農業生産や日常生活で果たす役割の

分析が課題として残された。

次に、農山漁村地域開発計画に関する様々な
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要因を整理し、計画の理念的背景と制度的制約

を解明して、望ましい計画策定方法に対する示

唆を得るため、インドネシアとベトナムの農山

漁村地域開発の展開過程を調査した（平成 6～

仏 10～ 12年度）。農村地域開発では、途上国

における農業近代化の成功に向けーて、制約の多

い環境におかれた農民の視点に立って考える

必要があり、そのためには学際主義、現場主

義、実践主義を特徴とする「ファーミング・シ

ステム研究jが重要な研究開発のアプローチの

方法となりうる。また、参加型アプローチや途

国と先進国研究者の相互学習が強く意識さ

れる必要がある。

インドネシアにおけーる農村開発の展開過程

は3つのプロセスに分ャけら

大規模、ソフト重視の移住開拓事業のプロセス

（畑作⑩天水田地帯への食用作物中心の自立農

創設型国内移住事業）、 ii）大規模、ハード不

可欠の開拓事業のプロセス（スマトラ、カリマ

ンタンの沿岸部や内陸部の大湿地帯の開拓・

住事業でエステート作物栽培中心）、及びiii)

小規模、ソフト重視の既存村落・農村開発のプ

ロセス（南東スラウェシチト！の既存の営農形態や

農民組織を重杭し寸、規模ハードを組み合わせ

た農村開発事業）である。また、これまでのイ

ンドネシアのブアーミング。システム研究は、

i ）作付体系研究の時代（1970年代）、 ii) 

種方法論試行時代（1980年代）、出）複合農業

体系研究の時代（1980年代）、 iv）小農の市場

経済参画と地方分権、農民参加型地域農業技術

模索の時代（1990年代）に大別できた。農業

技術評価センター（1995年に設置された農業

省農業研究開発庁傘下の機関で、農業技術の地

域適合性評価や応用普及研究を地方政府と協

力して行う。）による西ジャワ州南部の丘陵地

帯における最近の農村地域開発事業を事例調

査研究した結果、農家グループ主体の流通シス

テムの構築や家計収入増を目標とする農家組

織の組織活動の活性化が必要であることが分

かった。

ベトナムでは、メコンデルタの一部で VACR

システム（V：庭・果樹園、 A ：池.7｝：路（養

殖）、 c：家畜、 R：稲）と呼ばれる家計内複合

農業システムが実践されている。同じメコンデ

ルタ内で、都市や市場から遠隔地にあるので農

業生産物の販売ができず、就労機会も得られな
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い貧しい地域を対象としたカント一大学

ファーミング・システム研究所の実践研究は、

農村地域開発の計画策定の参考になると思わ

れる。

中国では、改革開放政策の推進によって急速

な経済成長が続いており、農業・農村において

も急速な構造変化が起こっている。そこで、効

率的市場指向型農業に向けての食料／農業改革

政策、すなわち食料流通体制の改革政策、農業

の産業化経営政策の推進及び郷鎮企業の所有

制改革と農村の政治改革の推進政策の評価を

行った（平成9～ 11年度）。いずれの政策も進

行途上のものであるが、現時点では、人口増加

の抑制が順調に進んでいること、農産物の生産

が急激に伸びていること、末端農村の農民自治

制度の拡充・強化が行われていることなどか

ら、食料／農業改革政策は着実に推進されてい

ると評価できることが明らかになった。また、

中国の政府系統の農業技術普及システムは、中

央一省一市・地区一県一郷・鎮と階層的に組織

化され、新技術の普及における役割が決定的に

大きい。普及手段はモデル農家・モデル画場に

おける新技術の展示（モデル栽培）と農閑期の

技術研修が主であり、モデル農家から一般農家

への輯射的な技術伝播が期待されている。ま

た、黒龍江省慶安県・樺川県・吉林省洗南市

（水団地帯）における 1980年代半ば以降の水稲

生産の急激な増加は、いずれも潅蹴・排水条件

の改善のもとに高収性品種の導入と化学把料

の増投によるもので、特に慶安県では水稲畑苗

移植という画期的な新技術の導入の影響も大

きい。新技術による生産増加は甘粛省酒泉地区

（畑作地帯）におけるとうもろこしのマルチ栽

培技術の導入についても言える。今後とも中国

における技術普及システム及び食料流通シス

テムの改善方向を示すことを目的として、主要

地域における新技術普及の農家経営や地域経

済への影響評価を行うこととしている（平成9

～ 15年度）。

タイでは東北部を対象に新技術の営農現場

への導入のための経営・経済的条件の解明を

行っている（平成 10～ 13年度）。水稲直播栽

培は農家の高齢化と雇用労賃の削減を必要と

する農家の要望にそう技術であり、生産に要す

るコスト低減効果もある。直播による減収を考

慮しても、移植栽培と向程度の単位当たり所得

を得ることができると期待されている。今後、

さらに直播技術の作業効率や収益性等のデー

タを含めて導入の経営・経済的効果を検討し、

規模拡大や複合化への可能性を検討すること

にしている。

水産関係では、海域東南アジアの風土から歴

史的に育まれてきた漁民の世界観と組織原理

を解明し、地域漁業における主体形成のメカニ

ズムを明らかにして、地域住民主体の持続的な

漁村振興の指針の提供を目的とする研究が行

われている（平成 10～ 12年度）。海域東南ア

ジアの移動分散型社会における漁民の集合（組

織化）は、しばしば漁民の商人的利益の追求か

ら生まれている。その集合体は内的に保有する

社会圏的な性格（対人主義、カリスマ、間的発

想、）に制約されるとともに、漁業展開上の諸条

件（資源、技術、市場）に強く影響を受けるこ

とが明らかになった。また、漁民は日常的に異

なる世界観を持った人々と関わり、その中で自

らの世界観に新たな要素を付け加えていく。そ

の結果、漁民は多様で個性的な世界観を築く機

会に恵まれ、それに基づく生業活動の性格は地

域性と個人性に富んだものとなることが解明

された。

イ）農山漁村地域の総合整備計画の策定方

法の開発

農山漁村地域の生産環境や生活環境の改善

に不可欠な排水問題と地域レベルでの計画策

定の基礎となる各種統計データを収集した（平

成6～ 9年度）。生産・生活環境の指標（農村

地域整備水準指標）としては、人口、人的資

源、農業生産（潅概・排水率等）、交通インフ

ラ、通信インフラ、公共サーピス、就業機会、

農村資源（集落数等）が重要であると指摘し

た。また、開発途上国では、一般に地域レベル

の各種統計資料やインフラ整備等に関する調

査資料の入手が困難である上に、統計数値の出

所、調査方法、数値データの性格などが不明確

で、利用上注意を要することが明らかとなっ

た。

-97-



試験研究の推進

地域別め研究

11) J7 ジア、東南アジア、オセア

昭和 41年に設置された熱帯農業技術研究業

ら現在の JIRCASに至るまで、その主要

l土木地域に置かれている。研究プロ

"i) :c_グトと Lては、昭和 48年に水稲を対象と

、タイの「熱帯における水田の

に関する研究」とマレ

に関する研究」

であザ〉た。対象国としては、マレーシア、々

イ、インドネシア、ブイリピン、ベトナム、中

国が中J心となっている。本地域で実施された

ロジェクト数は、平成 12年度に開始されるも

のも含めると、全部で 50となっている。この

うち、社会科学系も含めて行われた総合プロ

ジェクトは 7つ、国際研究機関も参加して行わ

れた研究は 5つである。

①主な対象国での研究

a）マレーシア

マレーシアでは昭和 48～52年度までの

府稲作の機械化に関する研究」が最初のブu

ェタトで、これは熱帯農業研究センターの初

めての地域プロジェクトである。そ

24のプロジェクトが行われた。この最初の

ロジェクトは、昭和 51～何年度にかけて行わ

れた「マレーシア e ムダ濯j鼠地i或におけーる稲イ乍

技術体系の改善とその評価Jという総合プロ

ジェクトの先駆けとなるもので、昭和 50～58

年度の「マレーシアにおける稲二期作技術体

系」等とともに、熱帯農業センターのプロジェ

タトのうちでも、大規模かっ長期に渡って行わ

れたプロジェクトの Aつで＼得られた成果も大

きかった。熱帯モンスーン地帯における大規模

機械化による直播き水稲二期作の技術体系の

確立を目指して、マレーシア農業省所管のムダ

農業開発公団と一緒になり、研究・開発を行っ

た。公団への技術の受け渡しはスムースに行わ

れ、現在この一帯は、二期作稲作としてはマ

レーシアでも最も成功している地帯となって

いる。平成に入ると、反すう家畜の消化機構に

関する研究が行われた。マレーシアではヤ

生産は重要な産業であり、その副産物であるア

ブラヤシ茎葉のサイレージ化に関する研究も

われた。この研究成果は現在JICA、プロジェ

クト（平成 9～ 14年度）として受け継がれて

いる。同時に、熱帯果樹のウイルス性病害に関

する研究や水稲の総合防除に関する研究も行

われた。林業分野のプロジェクトも集中的に行

われ、それらの成果は平成 12～18年度までの

「熱帯林再生のためのアグロブォレストリー技

術の開発」に引き継がれてきている。

b）タイ

タイで、行われたプロジェクトは全部で 14で

ある。最初のプロジェクトは、熱帯農業研究セ

ンターの初めての地域プロジェクトである、

「熱帯における水田の高度利用の確立に関する

研究J（昭和 48～52年度）であった。その後、

「熱帯畑作の開発に関する研究」（昭和so～54

年度）、「熱帯アジアのイネ及びマメ類のウイル

ス病に関する研究」とかなり広い地域を対象と

したプロジェタトが行われた。平成に入ると、

マレーシアとともに行われた「熱帯果樹ウイル

ス性病害の生態解明と制御技術の開発Jが行わ

色。行われる研究も

ウ同わる熱帯林の

ぴまで「湿潤熱帯農地におけるメタンの生成メ

カこるズムと生成抑制技術の開発」（平成 3～ 7

年度）が行われた。また、最近は持続可能な農

業システムの開発を目標として、総合研究「タ

イ東北部における持続的農業技術確立のため

の開発研究」（平成7～ 13年度）が行われてお

り、また、発展途上国での収穫後の穀類の損耗

を対象とした「東南アジアにおける穀類のポス

トハーベストロス低減技術の開発jが平成 12

から平成 16までの予定で行われることになっ

ている。

c）インドネシア

インドネシアで1Tわれたプロジェクト l土、

f熱帯における生産力向上のための有機物管理

法に関する研究J（昭和 55～59年度）が最初

であった。その後、「熱帯アジアにおける畑作

物を主イ本とするエコ。ブアーミングシステムの

開発J（平成 2～6年度）との課題で主に社会

経済学的研究が進められた。その成果は、同じ

え ロジェクトである「インドネシアに
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体系（昭和：50～昭和 58年度）

タイ・フィリピン・インド（ICRI昭和 AT):

熱帯アジアのイネ及びマメ類の

ウイルス病に関する研究（昭和 53

～昭和 57年度）

レーシア：熱帯における水田機械化農作業に

関する研究（昭和 53～昭和 57年

度）

デイ a インドネシア；熱帯における生産力向上

のための有機物管理法に関する

研究（昭和 55～昭和 59

タイ：熱帯におけーる地下作物の有効利用に関す

る研究（昭和 55～昭和何年度）

マ1／』シア・ AVRDC：熱帯伺亜熱帯における

野菜の生産安定（昭和 57～昭和

61年度）

中国： j京生遺伝資源利用共同研究（昭和 57～

平成 3年度）

（第 1期）遺伝資源の利用による水稲の耐冷。

耐病＠多収性品種の育成（昭和 57～昭和

59年度）

（第 2期）遺伝資源の利用による水稲の耐冷・

耐病。多収性品種の育成（昭和 60～昭和

62年度）

（第 3期）新系統の耐冷。耐病。多Li又性、に

る評価（昭和 63～平成 3年度）

マレーシア：（昭和 63～平成 3年度）熱帯二期

作における広域水管理と作期移

動による水稲生産安定技術（昭和

63～平成 3年度）

マレーシア・コロンピア：熱帯における草地畜

産システムの開発（昭和 60～平

成 1年度）

マレーシア：熱帯における水稲二期作化に伴う

病虫害対策（昭和60～平成1年度）

タイ：熱帯農産物の微生物産生物質汚染防止

（昭和 60～平成 1年度）

園内。タイ：熱帯植生における特異的養分供給

機構の解明と利用（昭和 62～平

成3年度）

中国：中国における野菜のストレス耐性の改善

（昭和 62～平成 3年度）

マレーシア：熱帯地域における水稲直播栽培技

術の確立（昭和 63～平成4年度）

圏内。中国：乾燥地の水動態。土壌特性の解明

（昭和 63～平成 4年度）

国内。マレーシア：熱帯低湿地の植生と土壌特

性の解明（昭和 63～平成 4年度）

圏内・フィリピン。タイ：熱帯荒鹿林地の回復

とアグロフォレストリー（昭和 63

～平成4年度）

マレーシア：熱帯反すう家畜の特異的消化機能

の解明と利用（平成 1～平成5年

度）

タイ。マレーシア：熱帯果樹ウイルス性病害の

生態解明と制御技術の開発（平成

2～平成6年度）

インドネシア：熱帯アジアにおける畑イ乍物を主

とするエコ・ファーミングシス

テムの開発（平成2～平成6年度）

中国。ベトナム・フィリピン：東アジアモン

スーン地域における移動性水稲

害虫の広域移動実態の解明（平成

2～平成 6年度）

国内・マレーシア。タイ：湿潤熱帯農地におけ

るメタンの生成メカニズムと生

成抑制技術の開発（平成 3～平成

7年度）

タイ・国内：地球環境変動に係わる熱帯林の生

の変動の解明（平成2～平

成6年度）

国内。タイ：東南アジアにおけーるマイコプラズ

マ様病原体による病害の実態の

解明と防除法の確立（平成 3～平

成7年度）

中国：中国における稲遺伝資源の評価及び利用

技術の開発（平成4～平成 8年度）

中国：中国における果菜類等の耐病性優良系統

の育成（平成ヰ～平成 8年度）

マレーシア：熱帯二期作水稲の生物害総合防除

技術体系の確立（平成 5～平成 9

年度）

中国；乾燥農業限界地域の環境改善による持続

的農業技術の確立（平成 5～平成

9年度）

マレーシア＠インドネシア：熱帯荒廃二次林の

質的向上技術の開発（平成 5～平

成9年度）

マレーシア＠インドネシア：熱帯低質二次林改

善に伴う生物資源変動過程の解

明（平成 5～平成9年度）

タイ：東南アジアにおける施肥養殖技術の確立
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アジア 2 （南・西・中央アジア、北アフリカ）

（平成6～平成 10年度）

中国：中国東北地方における大豆遺伝資源の評

価と利用技術の開発（平成7～平

成 16年度）

中国・マレーシア・インドネシア・タイ：経済

発展に伴う農業生産構造の変化

の経済評価とモデル分析による

農業発展方向の解明（平成7～平

成 9年度）

マレーシア・フィリピン：熱帯産在来有用樹に

よる地域生態系の再生に関する

基礎的研究開発（平成 8～平成 11

年度）

マレーシア：海外養殖魚介類の疾病発生動向

（水）（平成9～平成 11年度）

マレーシア：熱帯林再生のためのアグロフォレ

ストリー技術の開発（平成 12～

平成 18年度）

タイ：東南アジアにおける穀類のポストハーベ

ストロス低減技術の開発（平成 12

～平成 16年度）

c）国際研究機関との共同研究

タイ・フィリピン・インド（ICRISAT）：熱帯

アジアのイネ及びマメ類のウイ

ルス病に関する研究（上記と重

複）（昭和 53～昭和 57年度）

マレーシア・ AVRDC：熱帯・亜熱帯における

野菜の生産安定（上記と重複）（昭

和 57～昭和 61年度）

IRR I：第 1期：稲白葉枯病抵抗性に関する

共同研究（昭和57～昭和63年度）

IRR I：第2期：熱帯におけるイネ二期作の

安定化技術の開発（昭和 64～平

成 5年度）

IRR I：第3期：遺伝資源拡大による熱帯水

分ストレス下稲作安定化技術の

開発（平成5～平成 11年度）

2）アジア 2（南・西・中央アジア、北アフリカ）

¢研究の活動概要

TARC時代（平成 5(1993）年 10月以前）に

はシリア、トルコ、インド、ノfキスタン、イラ

ン、サウジアラピア、イエメン、オマーンなど

の国々を対象に、それぞれの国の地域特性の把

握と共同研究の可能性を探った。その結果本地

域への研究協力はシリアにある国際乾燥地農

業研究センター（！CARDA）を通じて行うのが

望ましいという結論に達したO !CARDAとの

共同研究は「半乾燥・乾燥地域における主要畑

作物の天水利用型栽培技術の開発J（昭和 62～

平成2年）と「アフリカ乾燥・半乾燥地域にお

ける草地の資源変動の保全技術の開発J（平成

元～ 6年）の 2課題について 7年間続いた。

JIRCASになってからは、カザ、フスタン、ウ

ズベキスタン、キルギスタンなどの中央アジア

地域を中心に調査し、重要課題として、ア）持

続的草地管理技術の確立、イ）家畜生産及び可

耕地利用技術の開発、ウ）アラル海とその流入

河川域の環境問題対策、特に土壌の塩類集積問

題、エ）カザフ草原の天水小麦生産地域の土壌

保全と持続的生産技術の開発、オ）植物遺伝資

源の収集・保存及び評価・利用技術の開発の 5

課題に整理した。この中から、「中央アジアに

おける持続的草地管理技術の開発J（平成 8～

12年度）が個別プロジェクトとして、また、

「中央アジア塩類集積土壌の回復技術の確立に

関する研究J（平成 8～ 10年度）が環境庁の地

球環境研究プロジェクトとして実施された。

また、スリランカにある国際水管理研究所

(IWMI，旧称 IIMI）と「スリランカ・ドライ

ゾーンにおける溜池潅瓶システム管理技術の

改善J（平成 3～6年度）及び「作物多様化の

ための水欠乏状態における最適水管理技術の

開発J（平成 9～ 11年度）の共同研究を行っ

た。加えて、インドにある国際半乾燥熱帯作物

研究所（ICRISAT）とは拠出金研究で、「熱帯

半乾燥地域における主要畑作物の栽培技術の

開発J（平成元～ 6年度）と「熱帯半乾燥地域

における主要畑作物の持続的栽培技術の開発」

（平成6～ 11年度）の共同研究を行った。

②個別プロジ、エクトの概要

a）半乾燥・乾燥地域における主要畑作物

の天水利用型栽培技術の開発（昭和 62

～平成 2年度）

半乾燥・乾燥地域の主要作物である小麦の耐

皐性品種の育成に資するため、半数体育種法の

確立と品種育成のための生理生態学的研究を

!CARDAと共同で行った。 Hordeumbulbosum 

交雑不和合性の小麦遺伝子型において、トウモ
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ロコシを花粉親として授粉し、直後に 2.4-D 

処理を行うことによって未熟粧を得ることが

可能となり、これを無菌培養して小麦半数体を

多数作出する技術を確立した。また、大麦幼穂

を供試し、 πC（トリフェニル・テトラゾリウ

ム・クロライド）を用いる耐凍性検定法を確立

したが、明瞭な品種間差は見られなかった。

b）アフリカ乾燥・半乾燥地帯における草

地の資源変動の解明と保全技術の開発

（平成元～ 6年度）

砂漠化の原因は長期的な気候変動より、過耕

作、過放牧、不適切な潅j既による塩類集積など

の人為的要因の影響がはるかに大きい。過放牧

に対しては、牧草バイオマスの増大や家畜の適

正放牧密度の設定等の対策が必要である。この

ため、シリアにある！CARDAと乾燥・半乾燥

地帯における草地の保全技術開発のための共

問研究を行った。空中写真を基に、シリア北東

部アジス山地（年間降水量200～300mmの農

耕限界地）の植生図を作成し、グランドトゥ

ルースを行って、飼料資源の生産・利用価値及

び季節的変化を明らかにした。また、地形学、

土壌、土地荒廃状況などのデータに基づいて

マップデータベースを作成した。さらに、モ

ロッコを一事例として、牧畜システムの類型化

を試み、飼料作農耕結合型、非飼料作農耕結合

型、半農半牧型及び放牧型の 4つに類型化し

た。いずれの形態においても、社会経済条件の

変化に対応して、集約化、個別化、短期的収益

追求の傾向が強くなってきていた。

c）熱帯耕地の侵食・劣化動態と対策技術

の開発（平成2～6年度）

人口増加や商品作物の作付拡大に伴って、耕

地として不適切な農耕限界地の耕地化が進ん

でいる。これにより土壌侵食や土壌肥沃度の低

下が起こり、耕作放棄から周辺環境の破壊まで

引き起こす危険が生じている。そこで、パキス

タンを事例調査国として、耕地の侵食・劣化の

実態調査とその要因解析を行い、対策技術の検

討を行った。 SPOT-HRVパンクロマティック

データなどの活用によって、侵食程度の解析が

可能になった。衛星の多波長分光データから算

出される各種指標値（正規化植生指数、被服度

指数、土壌水分指数）を用いて解析した結果、

侵食程度と被覆度指数が最も高い相関を示す

ことが分かつた。しかし、時間的変化や人為的

な地形改変の影響の解析は今後に残された。

d）スリランカ・ドライゾーンにおける溜

池潅j蹴システム管理技術の改善（平成

3～6年度）

恒常的な雨や風、地滑り等による土構造物の

用排水路や溜池などの機能損失を評価するた

め、 IIMIとの共同研究を行い、実測値と担当

程度一致するシミュレーションモデルを作成

した。これにより現地の溜池は無駄が多く、非

効率的であることを数量的に解明した。

e）熱帯林伐採跡地等の農地への転用によ

る環境変動の評価技術と持続的土地利

用法の確立（平成5～9年度）

農地への転用等の環境変動に伴う貯水能

力の低下等による洪水、干ばつ、土壌流亡等の

環境破壊が問題となっていることから、被災の

類型化、災害危険度評価モデルの構築を図り、

環境負荷を考慮した持続的土地利用法の確立

に向けて IC悶 SATとの共同研究を行った。地

理情報システムによって、土地利用タイプによ

る被災の類型化及びその変遺過程を解析し、イ

ンド半乾燥地域の農地の経年変動解析手法を

開発した。なお、災害危険度評価モデルの構築

は今後に残された。

。作物多様化のための水欠乏状態におけ

る最適水管理技術の開発（平成9～11

年度）

水文モデルによる組織内水移動の検討と最適

化モデル（非線形計画法）による最適作付体系

の開発のため IWMIと共同研究を行った。連珠

溜池システムの水収支機構を解明して水分フ。ロ

グラムの他、水分学、作物、経済的入力変数を

用いた最適作付体系決定モデルを開発した。

g）中央アジアにおける持続的草地管理技

術の開発（平成 8～12年度）

中央アジアの乾燥・半乾燥地帯の広範な自然

草地は古くから牧畜に利用されてきたが、旧ソ

連邦の崩壊以後、過放牧等の不適切な管理に

よって荒廃や牧養力の低下等が起こっている。

そこで、現地の研究機関と共同研究を行った。
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試験研究の推進

特に深刻な問題は早魁等の環境ストレスであ

り、 1990年に国際熱帯農業研究所（IITA）カ

ノ支所において「アフリカにおける植物のスト

レス耐性機構の解明と利用Jに関するプロジェ

クトが開始された。具体的には、ササゲの耐乾

性の生理学的研究を通して現地でのササゲの

ぴ栽培法の改良を図ることが目的であ

り、現地のササゲ遺伝資源から耐乾性系統を選

し、これらの系統の根の伸長性に特徴がある

ことを明らかとした。選抜された系統は、 UTA

('ffiけ乾性育種の母本として利用されている。長

期派遣を伴うプロジェクトとしては6年間

rしたカペこのフ。ロジェクトをきっかけに

JIRCASにおける耐乾性等の環境ストレス耐性

研究に係る国内研究及び国際農業プロジェク

トが強く推進されるようになった。

②アフリカにおける共同研究の方向性の検討

上記のように JIRCASのアフリカでの経験

は、アジアでの活動に比べると、その規模や対

象としている分野がかなり限られてきた。年々

増えるアフリカからの研究支援の要請に応え

ていくためには、アフリカの食料＠農業問題に

積極的に取り組み、より広い展望を持って組織

としての経験を積み上げていくことが必要で

あるとの認識が、近年、 JIRCAS内で強まって

いる。 1996年度には、外部の有識者を交えた

「アフリカ研究会jが開催され、基本的食料の

増産につながる共同研究としてHRCASがアフ

リカにおいて取り組むべき課題の検討がなさ

れた。アフリカという”多様性”と”可能性”

に富む地域への協力のあり方には、様々な方向

性が示され討議も活発に行われた。その結果近

年、西アフリカにおける米の需要が急速に伸び

ていること、日本において研究。技術の蓄積が

顕著であることから、”イネ”に関わる研究協

力がアフリカにおける総合研究の第一歩とし

て取り組むのに妥当であるとの結論に達した

と報告されている。

③アフリカにおける総合研究を目指して

近年、西アフリカでは、都市への人口の集中

や生活形態の変化に伴って食料泊費形態も変

わり、米の消費が急速に増加してきている。し

かし、地域内での未の生産量は限られており消

費量の約半分を輸入に頼っている。このため、
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食料自給率の更なる低下が懸念され、地域の気

候ロ土壌＠社会形態などの実情に即した米の増

産技術の開発。普及が急務とされている。これ

らの背景や「アブリカ研究会」の提言を踏ま

え、西アフリカの稲作の生産性及び所得の向上

に貢献することを目的として、］998年度から

国際農業プロジェクト「西アフリカにおける米

増産のための研究」を西アフリカ稲作開発協会

(WARD.A）において開始した。このプロジェ

クトは、企画段階では総合プロジェクトを目指

すものではあったが、現実には長期在外研究員

2名（育種部門に I名及ぴ農業政策部門に l名）

の規模で実施されることになった。

育種部門との共同研究では、アフリカ稲

(Oryza glaherrima Steud.）とアジア稲（Orアza

sativa L.）の種間雑種を利用して、乾燥及び酸

性土壌に強い品種の開発研究に協力している。

現在は、アフリカ稲の耐乾性の生理機作及び遺

伝変異を解析し、耐乾性の簡易検定法を開発す

ることに取り組んでいる。更に、その指標を用

いてイネの耐乾性及び酸性土壌耐性遺伝子の

マッピングを行い、分子マーカーを利用した効

率的な育種選抜システムを確立することを目

指している。政策部門との共同研究は、この地

域における稲作の特性とその技術開発方向を

社会経済的な視点から分析することを百的と

している。特に、この地域の米増産に貢献する

可能性が大きいと言われながら、十分に利用さ

れていない低湿地におけーる稲作の現状と生産

制限要因を明らかにし、技術の普及・定着の推

進に必要な社会・経済的条件を解明していくこ

とを呂指している。小規模で、はあるが、このプ

ロジェクトを通して西アフリカ地域における

「栽培技術。品種開発の方向性」及び「技術普

及における社会経済的問題点Jという観点から

の稲作研究を通して、この地域の稲作技術の開

発と普及に係る情報＠データを蓄積し、JIRCAS

独自の協力ネットワークを構築していくこと

が、将来、実質ともに総合プロジェクトとなり

うる活動を企画。推進するための重要な基盤作

りにつながると考えている。

JIRCASは開発途上地域における「食料増産」

及び「環境保全」に取り組むことを基本目標と

して研究活動を推進している。アフリカ、特に

乾燥した地帯における気象変動、収奪的農業、

過放牧、塩類集積等による土壌生産力の低下等



の環境問題は深刻で、この地域の持続的食料生

産と農村社会の安定的発展は地球規模の課題

として認識されている。

1999年度から、 JIRCASは、環境庁の予算に

より「サブサハラアフリカの土壌扶養力の評価

と維持・回復技術の開発」に関するプロジェク

トを開始した。サブサハラの農牧業地帯では土

壌劣化が著しく、この地帯の持続的食料生産の

開発のためには、土壌劣化のメカニズムの解明

と土壌扶養力低下の防止・回復技術の開発が急

務であると考えられる。本プロジェクトは、砂

漠化危険地帯の農村を社会経済、土壌、栽培技

術及び植物栄養の視点から調査し、土壌劣化の

現状を明らかにすると同時に、持続的な農業を

育むために必要とされる社会経済的条件や技

術開発の方向を分析することを目的としてい

る。国際肥料開発センターアフリカ支所

(IFDC-Africa）の協力を得て、ブルキナファソ

の異なる気候帯にある六農村を調査地として

選ぴ、各分野の予備調査を開始したばかりであ

る。今後も、このプロジェクトを通して得られ

る情報に加え、地域内諸国の農林水産業研究の

実態および動向の調査研究を継続して行い、半

乾燥地帯の農林業生産環境の保全という大き

な課題についても焦点を絞り込んでいく努力

を続けることが必要であろう。

④アフリカにおける実施課題一覧（1982～2000)

課題名 実施期間 相手機関

熱帯における家畜の疾病と診断友ぴ 1982-1992 ILRAD 
防除
アフリカ牛のトリパノゾーマ抵抗性 1993-1995 ILCA 
友ぴ乳、肉、労役等の生産性に関す
る遺伝特性の解析法の開発

家畜のピロプラズマ病に関する研究 1991-1994 ILRAD 

ピロプラズマ病のワクチン開発に関 1994・1998 ILRAD,ILRI 
する研究

トリパノソーマ症における TNFα の 1998-2000 ILRI 

役割解明

アフリカにおける植物のストレス耐 1990-1992 IITA 
性機構の解明と利用

西アフリカにおける Vigna薦作物の 1992・1995 IITA 

耐皐性機構の研究

北友ぴ東アフリカにおけるバッタ類 1995-1999 ICIPE 
の生合理的害虫管理法の開発（プ口
ジェク卜研究）

西アフリカにおける米増産のための 1998・2002 WARDA 
稲種間交雑種の活用に関する研究
（総合プロジェクト研究）

サブサハラアフリカの土壌扶養力の 1999-2000 IFDC 
評価と維持・回復技術の開発（環境
庁プロジェクト研究）

（短期派遣による調査研究は除く）

中南米

4）中南米

中南米における TARC及ぴJIRCASの研究活

動は実施形態や実施時期の違いから、（a）中南

米の農業特性と技術の改善方向に関する調査

解析（1993－）、（b）ブラジルの畑作に関する研

究（1972-1996）、（c）総合的研究と広域型研究

(1996－）及び（d）国際研究機関との共同研究、

に分類することができる。またこの他に、 JICA

プロジェクトに対しても研究者の派遣を行っ

ている。

①中南米の農業特性と技術の改善方向に関す

る調査解析（1993 ) 

1993年以降、メルコスール諸国（ブラジル、

アルゼンチン、パラグアイ、ウルグアイ）の農

業特性と技術の改善方向に関する調査を数回

にわたって実施している。本地域における農牧

業の主体は、放牧を主体にした肉牛生産と大豆

を中心とした穀作であり、草地の低生産性や穀

作の連作障害が大きな生産阻害要因である。放

牧草地と穀作を結合させた農牧輪換技術は、両

者の生産性の維持・向上に有利な体系となりう

る可能性を指摘した。これらの調査結果を基礎

に「農牧輪換jプロジェクトの実施計画が策定

された。また、農牧輪換体系の重要な構成要素

である大豆作の問題点を解析し、「南米大豆」

プロジェクトの策定に活かした。さらに、南米

で急速に普及しつつある不耕起栽培技術の現

状と問題点について、情報収集、現地調査及び

現地セミナーを実施して解析した。その成果は

セミナーのプロシーデイングとして広く配布

するとともに、「南米大豆jプロジ、エクトの課

題推進に活用されている。

②ブラジルの畑作に関する研究（1972 1996) 

熱帯農業研究センタ一発足以来、中南米諸国

との共同研究はブラジルを主な対象地域とし

て行われてきた。研究拠点はピラシカパ（一部

の課題はカンピナス）に始まり、ロンドリ

ナ、ボ、ツカツと移り、現在はロンドリーナとカ

ンポグランデになっている。サンパウロ大学農

学部（ピラシカパ）においては、畑作物の病害

や線虫害防除の研究が行われた。ロンドリーナ

にあるパラナ州立農学研究所（IAPAR）との共

同研究では、陸稲の生理、病虫害防除のほか、

-105 -



試験研究の推進

畑作物の線虫の生態に関する研究を実施した。

サンパウロ州立パウリスタ大学ボツカツ校に

おいては、ブラジルの畑作技術の改善を目標に

して、

1991年から 1996年には、引き続きパウリス

タ大学ボツカツ校を拠点として、ハキリアリの

被害実態の解明と防除に関する研究を実施し、

被害の実態調査と今後の被害予測を行った。

③総合的研究と広域型研究（1996-) 

南米諸国は、未開発の広大な農耕可能地を有

しており、 21世紀の食料供給基地として期待

されている。しかし、その潜在力を実現するた

めには、個別技術の開発にとどまらず、経済・

経営的評価を含めた複数の研究分野からなる

総合的なアプローチが必要とされた。この地域

における畜産や穀作の現状調査と技術的問題

点の解析を踏まえ、総合的プロジェクト「フゃラ

ジル中南部における持続型農牧輪換システム

の開発」（略称：「農牧輪換J）が 1996年から 7

年の計画で開始されている。一方、複数の国に

共通な重要研究課題に対しては複数の国を対

象とした実施形態が有効でかつ効率的である

との認識から、 JIRCASとしては初めての広域

型プロジ、エクト「南米諸国における大豆の高位

生産・利用技術の総合的開発研究J（略称：「南

米大豆J）が 1997年から 10年間の予定で実施

されている。

a）総合的研究プロジェクト「農牧輪換」

ブラジル中南部ではこれまで、広大な農地で

自然の地力に依存した収奪性の強い農牧業が

行われてきた。この結果、作物栽培では、地力

の低下や病虫害の発生が顕在化しており、牧畜

では牧養力の低下などの農地劣化が深刻化し

てきている。これらの問題に対応するため、総

合的研究プロジェクト「農牧輪換」を実施して

いる。このシステムでは、草地と穀作地を相互

に輪換することにより、牧草地の穀作化による

地力増進と、穀作地の草地化による連作障害防

止を目指している。同時に、作自の多様化によ

り、市場リスクの回避をも狙いとしている。ブ

ラジル農牧研究公社（EMBRAPA）傘下の肉牛

研究センター（カンポグランデ市）を拠点とし

て、このシステムに適した草種の選定と草地管

理法、土壌肥沃度の維持方策及び新技術の経済

的・経営的評価などの課題を実施している。ま

た、我が国の全国拓殖農業共同組合連合会

(JATAK）の試験圃場（サンパウロ州グアタパ

ラ）において、現地実証試験を実施している。

b）広域型研究プロジェクト「南米大豆J
南米では、新規開墾や草地からの転換を主体

とした大豆作の拡大が続いている。一方これま

で栽培されていた地域では、作付年数の増加に

伴って病害虫や雑草の発生種・密度の増加が予

想される。今後も安定的に生産量を維持あるい

は増加させるためには、これらの予想される障

害に今から技術的対策を講じておくことが重

要である。また、量的な拡大とならんで、質的

な向上も将来の謀題として重要である。南米産

大豆はこれまで、ほとんどが食用油と飼料とし

て利用されているが、工業用原料としての用途

拡大の可能性があり、新しい用途開発を目指し

た研究も必要と思われた。このような背景から

広域型研究プロジェクト「南米大立」が開始さ

れた。本プロジ、エクトでは、南米諸国との多国

間協力や JICAとの連携により、総合的な大豆

研究の展開を目指している。 10年間の全体計

画では、遺伝・育種、生産環境、栽培管理、ポ

ストハーベスト技術及ぴ社会・経済的解析にい

たる幅広い課題の実施を予定している。第 1期

(1977 - 2000年）においては、成分育種、病

虫害抵抗性育種、土壌管理、病虫害防除及び耐

干性機構の解明などの課題を、 EMBRAPA、ア

ルゼンチン農牧研究公社（INTA）、パラグアイ

農牧省（MAG）との共同及び閏際協力事業団

パラグアイ農業総合試験場（JICA-CETAPAR)

との連携により実施している。

④国際研究機関との共同研究

中南米地域に所在する国際研究機関との共

同研究では、小麦の育種法（CTh品,:IYT）、熱帯

牧草の生態と管理法（CIAT）、陸稲の不良環境

耐性の生理的機構（CIAT）及び地下作物の遺

伝的特性（CIP）などの研究課題を実施したO

CIMMYT、CIATとの共同研究は現在も実施し

ている。これらの詳細については後述する。
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東ヨーロッパ

中南米における実施課題一覧（1990-2000年）

課題名 実施年次

熱帯におけるハキリアリの被 1991-1996
害実態の解明と防除

共同研究
相手機関

パウリスタ大学
ホ、ツカツ校

熱帯半乾燥地における樟害抵 1992-1997 CIMMYT 
抗性愛類の育種技術の開発

南米サバンナ土壌における陸 1992-1996 CIAT 
稲の根の生理・生態的研究

中南米原産地下作物の遺伝的 1992-1997 GIP 
変異の解明

南米サバンナにおける熱帯牧 1994”1996 CIAT 
草の永続性機構と最適管理法
の解明

ブラジル中南部における持続 1996-2002 EMBRAPA, 
型農牧輪換システムの開発 JATAK,CIAT 

DNAマーカーと半数体育種法 1997-2000 CIMMYT 

を利用した効率的な耐病性選
抜法の確立と高度耐病性小麦
の育成

南米諸国における大豆の高位 1997-2006 EMBRAPA,INTA, 
生産・利用技術の総合的開発 MAG,CETAPAR 
研究

（短期派遣による調査研究は除く。）

5）東ヨ一口ッパ

研究活動の概要

東ヨーロッパの農業は、温帯寡雨の畑作が中

心で、潜在的資源は豊かであるが、社会主義体

制から市場経済体制への移行に伴って経営形

態の変化等、経済社会条件に急速な変化が起こ

りつつあった。このため、この地域の農業及び

農業研究に関する新たな情報の収集を行い、技

術の開発の方向を解明し、我が国との共同研究

分野の方向付けを行っていく必要があると考

えられ、1993年の国際農林水産業研究センター

の発足に際して、対象国として加えられること

になった。

この変化を受けて JIRCAS海外情報部では、

この地域において一大農業国として中心的な

地位を占めているハンガリー及びその近隣地

域について、 1994年度から 3年閣に渡ってそ

の農業特性及び、研究技術動向の調査を行った。

それまで日本における東ヨーロッパの農業に

関する研究は、個人レベルでの共同研究が数例

あったのみで、情報収集についても国際協力事

業団、国際農林業協力協会等が実施している調

査、研修などの事業を通じてもたらされる断片

的なものに限られていた。このため、これら既

存の情報を収集整理すると共に、 1994年度に

は、ハンガリー及び近隣地域の農業行政部局、

国立研究機関、大学などの現地調査を行い、こ

の結果を既存情報とあわせ分析することによ

り、新たに農業事情、研究技術動向についての

とりまとめを行った。これにより、向国におけ

る農業研究の重点は市場経済化に伴う諸問題

の外、環境保全型農業、加工品も含めた農産物

の質の向上に重点が移ってきていることなど

カf明らかになった。

ハンガリー農業は、！日ソ連、東欧地域という

輸出市場を失い、また市場経済化による土地制

度の変革、価格体系の激変により大打撃を受け

たが、ょうやく回復の兆しが見えかけていると

いう状態にあった。しかし、その水準は最盛期

の3分の 2程度であり、特に畜産部門の回復に

は長期間を要すると見られた。農業研究の重点

は市場経済化に伴う諸問題の外、環境保全型農

業、加工品も含めた農産物の質の向上に移って

きているが、現場の対応は予算の削減、人員の

整理等悪条件が重なっており、”実収入のある

研究”が優先されている状況にあった。農業は

あくまで大規模な畑作が中心であるが、経営・

加工・基礎研究など我が国との交流の領域は広

いと考えられ、学ぶべき点も多いと報告され

た。なお、上記の実施課題が終了した後は、

JIRCASにおいて東ヨーロッパを対象とした研

究または調査は行われていない。

ハンガリーが、 1996年に OECDへの加盟に

調印したほか、一部の東欧諸国は EUへの加盟

が認められる等、先進鴎の仲間入りをした。こ

のため、東欧地域の研究協力対象としての重要

度は相対的に低下しているとも考えられてい

る。しかし一方においては、経済状況の悪化に

より、我が国の政府開発援助が実施される国々

もあり、地域内の格差が広がりつつあることか

ら将来的に研究協力が必要とされる可能性も

ある。いずれにしても、本地域は一大農業地域

で農業研究の蓄積が多いことから、研究情報の

収集については引き続き行っていく必要があ

る。

6）先進国、国際農業研究機関

①昭和 63年研究レピューまで

a）国際農業研究機関

1960年代に「緑の革命」の起点となった国

際イネ研究所（IRRI）や国際トウモロコシ・コ

ムギ改良センター（CIMMYT）は、当初はロッ

クフエラー財団やフォード財団が中心になっ
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て設立されたものである。後に FAOや世銀、

各国政府等の拠出が行われるようになり、また

これらの研究所の成功にならって他にも同様

な研究所も設立された。これらの研究所は、

1971年に国際農業研究協議グループ（CGIAR)

というゆるやかな組織にまとまり、財政と運営

のまとめを、事務局（ワシントンの世銀内）と

技術諮問委員会（TAC）を中心にして行うよう

になった。 CGIAR傘下の国際農業研究機関は

現在 16あり、畜産、林業、水産業関係のセン

ターも含まれている。そのほかにも CGIARに

参加していない国際農業研究センターとして

は、アジア読菜研究開発センター（AVRDC）、

国際肥料開発センター（IFDC）、国際見虫生理

生態センター（！CIPE）、食料肥料技術センター

(FFTC）等がある。

熱研は、これらの国際農業研究センターにつ

いて研究内容をはじめ関連する情報を組織的

に収集・分析し研究活動の参考としてきた。ま

た、活動の初期から研究者を長期、短期で派遣

して共同研究を行うなど、協力関係の強化に

めてきた。

このように国際研究機関との連携を進めて

きたものの、必ず、しも十分とは言い難いとし

て、熱研センターの昭和 63年度研究レビュー

では、以下のようにその強化の必要性が説明・

指摘された。『我が国はこれまで CGIAR諸機

関に積極的な財政支援を行っており、金額はす

でに米国についで第二位を占めるまでになっ

ている。また同時に、研究者の派遣、共同研究

の実施等についても協力を行ってきた。これら

機関の開発途上国農業の発展に果たす役割は

ますます重視されており、我が固に対しこれら

機関への支援の拡充強化の要請は一層高まっ

ている。熱帯農業研究センターは、これまで研

究者の派遣、共同研究の実施について我が国に

おける中核的機関としての役割を果たしてき

た。今後熱帯農業研究の効果的推進を図る観点

からもより積極的な協力を進めなければなら

ない。このようなことから熱帯農業研究セン

ターは、 CGIARの主催する会議等に積極的に

出席し、これら機関との関係を一層密にして熱

帯農業についての情報収集を図るとともに国

際研究機関への対応の基本方針の策定、研究者

派遣、共同研究の実施など具体的対応の検討に

関し、積極的に関与する必要がある。J

また、その改善方向としては、次のようなこ

とが指摘された。

i) CGIAR年次総会等に積極的に出席して各機

関の活動について理解を深め、研究方向等につ

いて我が閏の意見を反映させる、

ii）国際農業研究機関に対する日本人の参加

が、少ないので、それら機関の研究者、研究管

理者に適する人材の養成ムに努める

iii）国際稲研究所（IRRI）のように、我が国にお

ける研究蓄積が大きい分野又は地域での研究

に関与する機関に対しては、主要研究部門に中

核的な役割を果たしうる研究者を派遣し、研究

の推進に積極的に貢献する

iv）熱帯アフリカ等への派遣を考える場合に、

国際機関の自己完結的なインフラ（交通。通

信－印刷出版・住居ー子弟の教育＠衛生・医

療＠リクリエーション等）の有効活用を考慮す

るべきである

v）現在、田町、 ICRJSATとの間で実施されて

いる特別拠出金による共同研究等の拡充を通

じて行うことの可能性も検討する必要がある。

これらの指摘に応えて、昭和 63年（1988)5 

月に梶原所長（当時）が西ドイツで行われた

CGIARの年央会議（IvfidTerm Meeting）に出

席した。「熱研 20周年記念号」には、金田忠吉

元所長の言葉として、『情報関係で特筆すべき

は、年2回の CGIARの会合に所長が出席して、

国際研究機関やこれらを支援する各国・機関の

関係者と直に接することができるようになっ

たことであろう。熱研の名は、従来から研究者

の派遣のあった国あるいは国際研究機関を除

いては、あまり知られていなかったようだ。こ

れは一つには外国語による刊行物の種類や量

が少なかったことにもよろうが、 CGの会合に

毎回参加するようになって、急速に他の国々に

も知られるようになった。』と記されている。

b）先進国の農業研究機関

先進各国はいずれも開発途上国支援のため

の農業研究を行っている。これらについて、昭

和 63年研究レビューには次のように説明され

ている。『先進国の熱帯農業研究機関との関係

一先進国の多くは、！日植民地宗主国として熱帯

農業に関する研究の蓄積も大きく、その上に

たって現在も研究を行っている機関がある。こ

れら機関については訪問、資料・情報の交換等
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により交流を行ってきているが、今後一層これ

らとの交流を深めることが重要である。また、

オーストラリアのように自国内に熱帯乾燥・半

乾燥地域を有する国については、これらの国の

試験研究機関との間で共同研究を実施するこ

と、更に、フランスの海外研究機関のように西

アフリカの国々に拠点を持つものについては、

対象地域における共同研究を実施することも

重要と考える。J
しかし現実には、先進国の農業関係機関との

共同研究を含めた研究交流はほとんど進んで

いないため、それぞれの具体的な謀題を対象と

して交流、連携の可能性を検討する必要があ

る、と指摘された。

②熱研時代一調査情報部における研究

a）国際農業研究機関

昭和 63年のレビューの指摘等もあり、平成

元年（1989）から調査情報部が資料調査と関係

機関の訪問によって、国際農業研究機関の実情

と研究戦略についての解明を開始した。研究課

題としては、「毘際農業研究機関の研究動向（平

成 1～ 3)Jが立てられ、所長の CGIAR会議参

加と資料調査により、 CGグループ全体の研究

動向の解明を行った。

IRRI、ICRISAT、CIAT等の各機関について

は、主に熱帯畑作と環境保全の視点から文献調

査による分析が単年度課題として行われた。人

口増加と環境劣化のために穀類需給状況が逼

迫するなかで、 CGIAR傘下の国際農業研究機

関は関係各国と協力して問題地域の把握と課

題の解明を急ぐとともに資源ベース、自然界の

物質循環メカニズムと調和する持続的天水農

業システムの確立の研究開発に鋭意取り組ん

でいることが明らかになった。また、マメ科作

物の適切な導入活用による栽培技術の確立は、

農業投入資源が限られ、かつ生産能力が低下し

ている地域の有望な研究技術開発課題となっ

ており、その成果を実効あるものにするために

は当該地域の住民の資源管理及び環境保全に

対する理解と参加が不可欠である、との認識が

共通のものとなっていた。その他にも、

CIMMYT、ILRAD等において長期在外研究が

行われており、これらの研究協力を通じての生

の情報収集も行われた。

また、「国際機関情報のデータベースの構築

（平2～ 3)Jも実施された。平成2年の時点で、

CGIAR関係機関は一応創設期を終えて成熟期

に入っており、 2000年以後を展望して、研究

開発戦略の策定を図っていた。これらの情報の

組織的収集とデーターベース化を目標として、

内容の分析整理が行われた。 I閥、 CIAT等の

10の国際研究機関の研究課題の解析と評価を

行った結果、遺伝資源の収集管理、環境適応性

品種改良、小農適応持続生産技術、環境保全技

術、総合防除技術等に重点がおかれていること

が明らかになった。

b）先進国における国際農業研究の動向

昭和 62年度以降、新設の調査情報部によっ

て、先進国の国際農業研究機関への直接訪問と

それを補う文献調査が行われた。その後

JIRCAS設立までの 6年間の聞に、デンマーク

(DANIDA等）、スウェーデン（SIDA、SAREC）、

ノルウェー（開発事業団（NORAD）等）、ド

イツ（GTZ、各大学）、イタリア（海外農業研

究所）、ベルギー（開発協力庁、国立農業研究

センター）、イギリス（CABインターナショナ

ル、自然資源研究所（NRI）等）、米国（USAID、

途上国農業研究に特色のある各大学、ウイン

ロック国際農業開発研究所等）、カナダ（国際

研究開発センター（IDRC）、農務省）、オラン

ダ（王立熱帯研究所（阻T）、ワーゲニンゲン

農業大学（WAU）、国際土壌情報センター

(ISRIC) ）、フランス（国際協力農業開発研究

センター（CIRAD）、仏開発協力科学研究セン

ター（ORSTOM）、仏国立農業研究所（別RA)

等）、オーストラリア（豪州国際農業研究セン

ター（ACIAR)）などへの訪問調査が行われ、

研究戦略についての情報収集と意見交換が行

われた。

③JIRCAS時代一海外情報部における研究

a) JIRCASになってからの研究課題

平成5年（1993）に JIRCASが設立されてか

らは、「先進国及び圏際農林水産業研究機関に

おける開発途上地域の農林水産業研究動向の

解明（平7～ 9年度）Jという課題が立てられ

た。先進国については、カナダ、米国両国の 5

機関、国際機関では CGIARを中心に 6機関を

直接訪問し、今後の研究協力等の具体的な課題

に絞って意見交換を行った。こららにより、各
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機関のインターネット情報についても、その充

実ぶりが明らかになった。

また、「国際農林水産研究機関ネットワーク

ダイレクトリの構築（平5～ 8年度）Jにおい

て、国際農林水産試験研究機関における各種の

データベースの所在情報データベースの構築

と、ネットワークアドレス及びアクセス可能性

の調査研究が行われた。

b）最近の研究課題

平成 12年度からは、「先進国および国際農業

研究機関との共同研究体制の構築（平 12～ 14

年度）」との研究課題が立てられている。その

背景には、 IlRCASにおける総合プロジェクト

の積極的推進と、国際農業研究センターの on

farm研究の重視、という2つの情勢変化がある。

JIRCASは、その発足以来、総合プロジェク

トを軸として共同研究を行ってきた。その実施

においては、相手国の研究機関のみならず、日

本国内の研究所、大学、国際機関等との連携・

協力が不可欠である。国際農業研究機関も、そ

の本所や支所で行う onstationの試験では、必

ずしも十分な成果を上げることが難しくなっ

ている。むしろ現地の政府機関、 NGOととも

に、先進国農業研究機関、企業、他の国際農業

研究機関などと一体になって実施するプロ

ジェクトを onfarmで推進し、現実的な成果の

確保に努めるようになってきている。これらの

情勢変化に伴い、 JIRCASと国際農業研究機関

との協力のあり方も、再構築を模索していく必

要がある。

本課題には、 i)CGIARの年次会議の内容分

析とその発信、 ii）農業研究国際フォーラム

(Global Forum on Agricultural Research (GFAR) : 

CGIARを核とし、先進国農業研究機関、途上

国農業機関、民間、 NGO等を包括する新しい

システムであり、 JIRCASも先進国農業研究機

関としてその一員である）の動向の解析と、メ

ンバーとしての行動の推進、話i）国際農業研究

機関の活動内容の紹介、日本語のホームページ

における発信、 iv）フランスの CIRAD、ドイツ

のGTZ等の先進国の農業研究機関の活動分析、

共同研究方策のオプションの提言、等の活動が

含まれる。

本研究によって、 i)JIRCASの長期戦略に合

致した共同研究を国際農業研究機関と行うた

めの情報収集、 ii)JIRCASと国際農業研究機関

との有機的な連携・協力を通じての研究成果の

効果的発信、 iii）先進国及び国際農業研究機関

との継続的な人材交流を通じての、長期的な人

材育成を行うための基礎的知見の獲得、等が期

待されている。
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